
参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １，１５５千円

【事業概要】
　今回の震災では、大手埠頭の背後地の臨港道路は、地震による停電により信号機が止ま
り、渋滞が発生したため、多くの車が津波にのみ込まれた。
　また、石巻港は、仙台塩釜港、石巻港、松島港の三港一体化により、大型バルク貨物の取
扱強化及び大型客船の寄港地として役割を担うことになっており、石巻港大手埠頭、中島埠
頭の作業員、観光客等の人数が大幅に増大する見込みである。
　しかし、荷捌地や野積場などの空き地が広がっており、周辺には避難ビルを指定できる民
間施設がなく、新たに避難できる施設の整備が必要である。
　そのような状況の中、震災で被災し、取り壊しをした石巻港湾合同庁舎を国で新たに整備
することから、その建設に併せ、避難ビルとして津波避難者用の防災備蓄倉庫を合同庁舎内
に整備する。

【事業費内訳】
　内訳　・設計業務　　　　 1,155千円
　　（参考）
　　　　・建設工事費　　　36,757千円
　　　　・用地費　　　　　　　 0千円
　※ 入札差金による事業費の減額

【当面の事業概要】
　平成24年度；設計業務
　平成25～26年度；建築工事

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（30）防災備蓄倉庫整備事業

細要素事業名 石巻港津波避難ビル（防災備蓄倉庫）整備事業（平成24年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　
　防災集団移転促進事業における集団移転の迅速化を目的として、「被災従前地（移転元
地）の買い取り」及び「移転先宅地の借地・分譲」を適切かつ円滑に実施するため、買い取
り用地及び移転先宅地の売買・借地契約関係書類作成機能も含めた「用地管理システム」を
整備する。
　◆被災従前地（移転元地）買い取り　　12,000筆  程度
　◆移転先宅地の画地　　　　 　　　　　5,800画地程度

【システム概要】
　①被災従前地（移転元地）買い取り用地の一筆管理（売買契約関係書類作成機能含む）
  ②移転先宅地の一筆（画地）管理（貸借契約及び売買契約関係書類作成機能含む）
　③上記「①・②」の管理のためのGIS地図システムを連動

【事業費】総交付対象事業費　19,000千円　　全体事業費　19,000千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 被災従前地等土地管理システム整備事業（平成24年度分）

全体事業費 １９，０００千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 2

この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要

素事業ごとに作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ９，５３９千円

　災害公営住宅への入居募集に際して、今後の建設計画、家賃制度等を十分に説明し、被
災者の意向に沿った地区への入居案内を行う。
　また、実施結果について十分に分析、検証することで今後の運営管理においても活用が
期待される。

　平成24年度事業費　9,539千円

　提出時点では、入居募集及び入居者決定等法定行為も含めた管理代行業務の委託を予定
し、宮城県住宅供給公社と協議していたが、受託不可となり、入居相談・入居申込受付補
助のみを抜き出して業務委託する形態となったため、事業費の執行残が生じた。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（15）住宅再建等の手続き支援、改修相談・啓発支援事業

細要素事業名 災害公営住宅入居募集支援事業（平成24年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 3

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３７，８００千円

【事業概要】
　地震及び津波から安全な場所として標高10ｍ～30ｍで防集移転地を選定しているが、既
存集落は低平地にあって標高20ｍ～30ｍ程度の配水池から給水している状況で、既存配水
池から給水できない防集団地が多数ある。また、被災前と被災後の人口や土地利用の大き
な違いによって、給水量にも大きな差が生じる。

　実施設計をするにあたり、半島全体の給水量の把握と既存施設の利用検討、新設施設の
配置検討、施設の全体数量と事業費の算出等の概略検討を行うもの。

【事業費内訳】
　調査費（事業費）（平成24年度）
　・地区別施設計画、ポンプ場・配水池基本計画　37,800千円

　　使途協議時は事業内容が未確定であり、おおよその事業費を計上していたが、
　発注にあたり、事業概要が確定したことから、大幅の減となった。
　　併せて、入札落差による事業費の減となった。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（６）公共・公益施設整備調査事業

細要素事業名 水道施設基本計画業務（平成24年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 4

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ５５，６５０千円

【事業概要】
　防災集団移転予定住宅団地に係る半島全体の給水量の把握と既存施設の利用検討、新設
施設の配置検討、施設の全体数量と事業費の算出等の概略検討を行う。

【当面の事業概要】
 調査費（事業費）（平成25年度）
・地区別施設（配管）計画、ポンプ場・配水池基本計画　100,000千円　→　55,650千円
（福貴浦地区、名振地区、にっこり団地地区、船越地区、鮫浦地区、寄磯浜地区、給分浜
地区、鮎川浜地区、泊浜地区、大原浜地区、清水田浜地区 (11地区)）

　　使途協議時は事業内容が未確定であり、おおよその事業費を計上していたが、
　発注にあたり、事業概要が確定したことから、大幅の減となった。
　　併せて、入札落差による事業費の減となった。

【東日本大震災の被害との関係】
　被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被害を受けない安全で安心な土地へ
災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保するとともに良好な住環境を備え
る。今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適
当でないと認められるため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行
う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地の水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　沿岸部集落の整備

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（６）公共・公益施設整備調査事業

細要素事業名 水道施設基本計画業務（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １１７，９２１千円

【事業概要】
　復興推進区域の新たな都市形成に合わせた下水道整備の再編や復興事業に伴う新市街地の
都市施設としての下水道整備計画とあわせ、被災により全体的な見直しが必要となる市全域
の下水道計画を一体的に策定し、下水道施設の復興整備を円滑に進めるもの。

【当面の事業概要】
　都市計画変更、事業計画変更、基本設計等  117,921千円（民間委託）
　　うち雨水排水施設分　101,526千円
　　うち汚水排水施設分　 16,395千円

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により、大規模かつ広範囲で被害を受けており、市全域の下水道計画につい
て、全体的な見直しが必要となっている。

【基幹事業との関連性】
　新蛇田地区区画整理事業を初めとする新市街地整備など被災による新たなまちづくりに合
わせた全体計画を行うもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　下水道施設の整備

【事業費内訳】
　添付資料参照

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（６）公共・公益施設整備調査事業

細要素事業名 下水道復興整備円滑化事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 5

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要

素事業ごとに作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３０，９８７千円

【事業概要】
　災害公営住宅への入居募集に際して、今後の建設計画、家賃制度等を十分に説明し、被
災者の意向に沿った地区への入居案内を行う。
　また、実施結果について十分に分析、検証することで今後の運営管理においても活用が
期待される。平成２５年度は２回実施予定。

【当面の事業概要】
・入居募集支援業務　30,987千円（民間委託）

　事前登録を実施し、抽選による落選者を対象とした第２回事前登録を実施する予定で
あったが、想定以上の登録（入居希望）があり、変更登録の受付を行うこととなった。
よって、第２回事前登録については平成26年度に実施したため、事前登録1回分の事業費の
執行残が生じた。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により、全壊22,357棟、半壊11,021棟（平成24年6月末時点）の建物被害が
あり、4,000戸の災害公営住宅整備が必要とされている。

【基幹事業との関連性】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当
でないと認められるため、自力再建の方は防災集団移転促進事業により、自力での再建が
難しい方は災害公営住宅整備事業により地区内住民の移転を行うに当たり、移転希望場所
や入居時期等の受付窓口を設置し、再建を支援するもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　２市民の不安を解消し、これまでの暮らしを取り戻す
　　　　　　節　２住まいの再建
　　　　　細節　１恒久住宅の復旧・復興

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（15）住宅再建等の手続き支援、改修相談・啓発支援事業

細要素事業名 災害公営住宅入居募集支援事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 6

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ５，８５９千円

【事業概要】
　防災集団移転促進事業等による移転対象者の合意形成を促進し生活再建の円滑化を目的
として、被災従前地（移転元地）の買い取りに係る「抵当権」「相続」「税」の問題や移
転先宅地での住宅再建に係る問題解決に向けた相談や手続を支援するため、専門員による
個別相談・支援体制を整備する。
　また、被災従前地（移転元地）の買い取りにおける所有権移転処理を迅速かつ適切に行
うため、嘱託登記業務委託を行う。

【当面の事業概要】
　全体事業費　5,859千円
　①専門家相談業務（各2名：207日）5,859千円
　
【東日本大震災の被害との関係】
　防災集団移転促進事業の対象者は、生活再建の柱となる土地買取りにおいて、不安と
個々の課題を抱えており、特に相続及び所有権移転に伴う登記に関する手続き、譲渡所得
税等の税に関する手続き、ローンや抵当権に関する事項等について、多くの方から支援・
相談等の要望が高い。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業を円滑に進めるため、住宅再建に係る問題解決に向けた専門員に
よる個別相談・支援体制を整備し、円滑に買取り交渉及び手続きを進め、移転促進を図る
もの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　２市民の不安を解消し、これまでの暮らしを取り戻す
　　　　　　節　１迅速な生活・健康支援と福祉・医療の確保
　　　　　細節　１被災者への生活支援 　◆消費者生活相談等業務の実施
　　　　事業名　被災者生活再建相談等事業

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（15）住宅再建等の手続き支援、改修相談・啓発支援事業

細要素事業名 被災者生活再建相談等事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 7

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ０円

【事業概要】
　がけ地近接等危険住宅移転事業を活用し、早い時期に個人で移転及び建築する被災者に
対し、事務手続きや窓口対応により、早期の再建を支援するため、受付窓口を設置すると
ともに、必要に応じて説明会の開催も予定していることから、「がけ地近接等危険住宅移
転支援事業」の受付窓口や説明会の開催要員として、各地域１名の人員を臨時に配置する
もの。

【当面の事業概要】
　・市街地　　６ケ月×２５日×４０千円×４地域＝２４，０００千円（民間委託）
　　※４地域の内訳：南浜、釜・大街道、湊、渡波
　・離半島部　６ケ月×２５日×４０千円×５地域＝３０，０００千円（民間委託）
　　※５地域の内訳：荻浜、雄勝、河北、牡鹿、北上
　　計　５４，０００千円

※当初は個別に窓口対応を予定していたが、防災集団移転事業等と一体で実施したことに
より、本事業を実施しなかったため、事業を廃止する。

【東日本大震災の被害との関係】
　被災者へのこれまでの意向調査により、防災集団移転促進事業に参加しない世帯のおお
よそ２割が、市で用意する移転候補地以外で自力再建する意向を示しており、がけ地近接
等危険住宅移転事業の利用が想定される。

【基幹事業との関連性】
　被災市街地において、甚大な被害を生じた地区の危険住宅移転等の費用を助成し、防集
事業の戸数要件に満たない小規模な移転等について、がけ地近接等危険住宅移転事業によ
り再建支援を行い、防災集団移転促進事業とともに、被災者の早期再建を促すもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　２市民の不安を解消し、これまでの暮らしを取り戻す
　　　　　　節　２住まいの再建
　　　　　細節　１恒久住宅の復旧・復興

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（15）住宅再建等の手続き支援、改修相談・啓発支援事業

細要素事業名 がけ地近接等危険住宅移転支援事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 8

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２９，０４２千円

【事業概要】
　防災集団移転対象者に対し、移転希望場所や、入居時期等を正確に説明し、対象者がス
ムーズに移転するための支援を行う。
　
【当面の事業概要】
・入居募集支援業務　29,042千円
　入札差金による事業費の減額

【東日本大震災の被害との関係】
　被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被害を受けない安全で安心な土地へ
災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保するとともに良好な住環境を備え
る。

【基幹事業との関連性】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当
でないと認められるため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行うに
当たり、移転希望場所や入居時期等の受付窓口を設置し、再建を支援するもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　２市民の不安を解消し、これまでの暮らしを取り戻す
　　　　　　節　２住まいの再建
　　　　　細節　１恒久住宅の復旧・復興

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（15）住宅再建等の手続き支援、改修相談・啓発支援事業

細要素事業名 防災集団移転者支援事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 10 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】
■土地区画整理事業の隣接地区において、堤防を活用した避難路として利用できる、階
段、斜路、盛土等の防災施設を整備し、平常時は住民の憩いの場として活用できるよう、
植栽、休憩施設、街灯等を整備する。
　津波により壊滅的な被害を受けた当該事業地域では、従来無堤だった旧北上川沿川の緊
急的な河川堤防の建設が実施されるが、区画整理など市街地の再生、住まいの再建ととも
に、連続盛土となる堤防は地盤沈下後の市街地でも一定の高さが確保された施設であり、
これを活用した防災施設を整備する。
　併せて、まちと水辺が一体となっていた住環境が河川堤防により分断されないように、
これらを活かした整備が不可欠である。
　なお、市街地防災施設堤防活用整備事業（門脇地区）については、（22）避難誘導施設
整備事業、（23）避難誘導機器整備事業、（25）市街地復興関連小規模施設整備事業にて
整備を予定している。

【東日本大震災の被害との関係】
■旧北上川河口部の市街地では、津波により多くの人命が失われ、家屋の流出・全壊等極
めて甚大な被害を受けた。これらの地域では、居住やまちの再生が緊急の課題であり、ま
ちの再生を図る区画整理等の面整備が予定されている。
　本事業は、もともと無堤防であった当地域において、区画整理の隣接地区で堤防を活か
した避難路や緊急活動拠点を整備し、安全なまちづくりを進めるとともに、平常時には住
民等が憩える空間として活用するものであり、水辺と人々のつながりを取り戻し、住環境
や地域コミュニティー等の復興に寄与する。

【基幹事業との関連性】
■基幹事業の区画整理事業は、津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に
整備するものであるが、市街地防災施設堤防活用整備事業を行い、災害等で市街地が冠水
した場合には、堤防を安全な場所へ避難する避難路や緊急活動の拠点として利用できるほ
か、平常時には堤防を活かした空間づくりを進めることにより、住環境や地域コミュニ
ティー等の復興に寄与するものである。

【各種計画上の位置付け】
■石巻市震災復興基本計画の以下の章に位置付けられている。
第3章　施策大綱１　３減災まちづくりの推進（２）津波減災施設の復旧・復興
第3章　施策大綱３　２川とともに生きる（１）中心市街地商店街の復旧・復興
第3章　施策大綱３　４地域資源を活かす（１）観光業・施設の再生復興
第5章　重点プロジェクト　１安心安全再生プロジェクト
第5章　重点プロジェクト　３まちなか再生プロジェクト

【当面の事業概要】
●門脇地区：平成25年度 実施設計5,200千円（内訳は別紙のとおり）
　　　　　　（参考：平成26・27年度 本工事77,362千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（22）避難誘導施設整備事業

細要素事業名 市街地防災施設堤防活用整備事業（門脇地区）（平成25年度分）

全体事業費 ５，２００千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 10 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】
■土地区画整理事業の隣接地区において、堤防を活用した避難路として利用できる、階
段、斜路、盛土等の防災施設を整備し、平常時は住民の憩いの場として活用できるよう、
植栽、休憩施設、街灯等を整備する。
　津波により壊滅的な被害を受けた当該事業地域では、従来無堤だった旧北上川沿川の緊
急的な河川堤防の建設が実施されるが、区画整理など市街地の再生、住まいの再建ととも
に、連続盛土となる堤防は地盤沈下後の市街地でも一定の高さが確保された施設であり、
これを活用した防災施設を整備する。
　併せて、まちと水辺が一体となっていた住環境が河川堤防により分断されないように、
これらを活かした整備が不可欠である。
　なお、市街地防災施設堤防活用整備事業（門脇地区）については、（22）避難誘導施設
整備事業、（23）避難誘導機器整備事業、（25）市街地復興関連小規模施設整備事業にて
整備を予定している。

【東日本大震災の被害との関係】
■旧北上川河口部の市街地では、津波により多くの人命が失われ、家屋の流出・全壊等極
めて甚大な被害を受けた。これらの地域では、居住やまちの再生が緊急の課題であり、ま
ちの再生を図る区画整理等の面整備が予定されている。
　本事業は、もともと無堤防であった当地域において、区画整理の隣接地区で堤防を活か
した避難路や緊急活動拠点を整備し、安全なまちづくりを進めるとともに、平常時には住
民等が憩える空間として活用するものであり、水辺と人々のつながりを取り戻し、住環境
や地域コミュニティー等の復興に寄与する。

【基幹事業との関連性】
■基幹事業の区画整理事業は、津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に
整備するものであるが、市街地防災施設堤防活用整備事業を行い、災害等で市街地が冠水
した場合には、堤防を安全な場所へ避難する避難路や緊急活動の拠点として利用できるほ
か、平常時には堤防を活かした空間づくりを進めることにより、住環境や地域コミュニ
ティー等の復興に寄与するものである。

【各種計画上の位置付け】
■石巻市震災復興基本計画の以下の章に位置付けられている。
第3章　施策大綱１　３減災まちづくりの推進（２）津波減災施設の復旧・復興
第3章　施策大綱３　２川とともに生きる（１）中心市街地商店街の復旧・復興
第3章　施策大綱３　４地域資源を活かす（１）観光業・施設の再生復興
第5章　重点プロジェクト　１安心安全再生プロジェクト
第5章　重点プロジェクト　３まちなか再生プロジェクト

【当面の事業概要】
●門脇地区：平成25年度 実施設計100千円（内訳は別紙のとおり）
　　　　　　（参考：平成26・27年度 本工事1,030千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（23）避難誘導機器整備事業

細要素事業名 市街地防災施設堤防活用整備事業（門脇地区）（平成25年度分）

全体事業費 １００千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 10 - 3

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】
■土地区画整理事業の隣接地区において、堤防を活用した避難路として利用できる、階
段、斜路、盛土等の防災施設を整備し、平常時は住民の憩いの場として活用できるよう、
植栽、休憩施設、街灯等を整備する。
　津波により壊滅的な被害を受けた当該事業地域では、従来無堤だった旧北上川沿川の緊
急的な河川堤防の建設が実施されるが、区画整理など市街地の再生、住まいの再建ととも
に、連続盛土となる堤防は地盤沈下後の市街地でも一定の高さが確保された施設であり、
これを活用した防災施設を整備する。
　併せて、まちと水辺が一体となっていた住環境が河川堤防により分断されないように、
これらを活かした整備が不可欠である。
　なお、市街地防災施設堤防活用整備事業（門脇地区）については、（22）避難誘導施設
整備事業、（23）避難誘導機器整備事業、（25）市街地復興関連小規模施設整備事業にて
整備を予定している。

【東日本大震災の被害との関係】
■旧北上川河口部の市街地では、津波により多くの人命が失われ、家屋の流出・全壊等極
めて甚大な被害を受けた。これらの地域では、居住やまちの再生が緊急の課題であり、ま
ちの再生を図る区画整理等の面整備が予定されている。
　本事業は、もともと無堤防であった当地域において、区画整理の隣接地区で堤防を活か
した避難路や緊急活動拠点を整備し、安全なまちづくりを進めるとともに、平常時には住
民等が憩える空間として活用するものであり、水辺と人々のつながりを取り戻し、住環境
や地域コミュニティー等の復興に寄与する。

【基幹事業との関連性】
■基幹事業の区画整理事業は、津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に
整備するものであるが、市街地防災施設堤防活用整備事業を行い、災害等で市街地が冠水
した場合には、堤防を安全な場所へ避難する避難路や緊急活動の拠点として利用できるほ
か、平常時には堤防を活かした空間づくりを進めることにより、住環境や地域コミュニ
ティー等の復興に寄与するものである。

【各種計画上の位置付け】
■石巻市震災復興基本計画の以下の章に位置付けられている。
第3章　施策大綱１　３減災まちづくりの推進（２）津波減災施設の復旧・復興
第3章　施策大綱３　２川とともに生きる（１）中心市街地商店街の復旧・復興
第3章　施策大綱３　４地域資源を活かす（１）観光業・施設の再生復興
第5章　重点プロジェクト　１安心安全再生プロジェクト
第5章　重点プロジェクト　３まちなか再生プロジェクト

【当面の事業概要】
●門脇地区：平成25年度 実施設計4,700千円（内訳は別紙のとおり）
　　　　　　（参考：平成26・27年度 本工事70,770千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（25）市街地復興関連小規模施設整備事業

細要素事業名 市街地防災施設堤防活用整備事業（門脇地区）（平成25年度分）

全体事業費 ４，７００千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】
■土地区画整理事業の隣接地区において、堤防を活用した避難路として利用できる、階
段、斜路、盛土等の防災施設を整備し、平常時は住民の憩いの場として活用できるよう、
植栽、休憩施設、街灯等を整備する。
　津波により壊滅的な被害を受けた当該事業地域では、従来無堤だった旧北上川沿川の緊
急的な河川堤防の建設が実施されるが、区画整理など市街地の再生、住まいの再建ととも
に、連続盛土となる堤防は地盤沈下後の市街地でも一定の高さが確保された施設であり、
これを活用した防災施設を整備する。
　併せて、まちと水辺が一体となっていた住環境が河川堤防により分断されないように、
これらを活かした整備が不可欠である。
　なお、市街地防災施設堤防活用整備事業（湊北地区）については、（22）避難誘導施設
整備事業、（23）避難誘導機器整備事業、（25）市街地復興関連小規模施設整備事業にて
整備を予定している。

【東日本大震災の被害との関係】
■旧北上川河口部の市街地では、津波により多くの人命が失われ、家屋の流出・全壊等極
めて甚大な被害を受けた。これらの地域では、居住やまちの再生が緊急の課題であり、ま
ちの再生を図る区画整理等の面整備が予定されている。
　本事業は、もともと無堤防であった当地域において、区画整理の隣接地区で堤防を活か
した避難路や緊急活動拠点を整備し、安全なまちづくりを進めるとともに、平常時には住
民等が憩える空間として活用するものであり、水辺と人々のつながりを取り戻し、住環境
や地域コミュニティー等の復興に寄与する。

【基幹事業との関連性】
■基幹事業の区画整理事業は、津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に
整備するものであるが、市街地防災施設堤防活用整備事業を行い、災害等で市街地が冠水
した場合には、堤防を安全な場所へ避難する避難路や緊急活動の拠点として利用できるほ
か、平常時には堤防を活かした空間づくりを進めることにより、住環境や地域コミュニ
ティー等の復興に寄与するものである。

【各種計画上の位置付け】
■石巻市震災復興基本計画の以下の章に位置付けられている。
第3章　施策大綱１　３減災まちづくりの推進（２）津波減災施設の復旧・復興
第3章　施策大綱３　２川とともに生きる（１）中心市街地商店街の復旧・復興
第3章　施策大綱３　４地域資源を活かす（１）観光業・施設の再生復興
第5章　重点プロジェクト　１安心安全再生プロジェクト
第5章　重点プロジェクト　３まちなか再生プロジェクト

【当面の事業概要】
●湊北地区：平成25年度 実施設計4,800千円（内訳は別紙のとおり）
　　　　　（参考：平成26・27年度 本工事27,090千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（22）避難誘導施設整備事業

細要素事業名 市街地防災施設堤防活用整備事業（湊北地区）（平成25年度分）

全体事業費 ４，８００千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】
■土地区画整理事業の隣接地区において、堤防を活用した避難路として利用できる、階
段、斜路、盛土等の防災施設を整備し、平常時は住民の憩いの場として活用できるよう、
植栽、休憩施設、街灯等を整備する。
　津波により壊滅的な被害を受けた当該事業地域では、従来無堤だった旧北上川沿川の緊
急的な河川堤防の建設が実施されるが、区画整理など市街地の再生、住まいの再建ととも
に、連続盛土となる堤防は地盤沈下後の市街地でも一定の高さが確保された施設であり、
これを活用した防災施設を整備する。
　併せて、まちと水辺が一体となっていた住環境が河川堤防により分断されないように、
これらを活かした整備が不可欠である。
　なお、市街地防災施設堤防活用整備事業（湊北地区）については、（22）避難誘導施設
整備事業、（23）避難誘導機器整備事業、（25）市街地復興関連小規模施設整備事業にて
整備を予定している。

【東日本大震災の被害との関係】
■旧北上川河口部の市街地では、津波により多くの人命が失われ、家屋の流出・全壊等極
めて甚大な被害を受けた。これらの地域では、居住やまちの再生が緊急の課題であり、ま
ちの再生を図る区画整理等の面整備が予定されている。
　本事業は、もともと無堤防であった当地域において、区画整理の隣接地区で堤防を活か
した避難路や緊急活動拠点を整備し、安全なまちづくりを進めるとともに、平常時には住
民等が憩える空間として活用するものであり、水辺と人々のつながりを取り戻し、住環境
や地域コミュニティー等の復興に寄与する。

【基幹事業との関連性】
■基幹事業の区画整理事業は、津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に
整備するものであるが、市街地防災施設堤防活用整備事業を行い、災害等で市街地が冠水
した場合には、堤防を安全な場所へ避難する避難路や緊急活動の拠点として利用できるほ
か、平常時には堤防を活かした空間づくりを進めることにより、住環境や地域コミュニ
ティー等の復興に寄与するものである。

【各種計画上の位置付け】
■石巻市震災復興基本計画の以下の章に位置付けられている。
第3章　施策大綱１　３減災まちづくりの推進（２）津波減災施設の復旧・復興
第3章　施策大綱３　２川とともに生きる（１）中心市街地商店街の復旧・復興
第3章　施策大綱３　４地域資源を活かす（１）観光業・施設の再生復興
第5章　重点プロジェクト　１安心安全再生プロジェクト
第5章　重点プロジェクト　３まちなか再生プロジェクト

【当面の事業概要】
●湊北地区：平成25年度 実施設計200千円（内訳は別紙のとおり）
　　　　　（参考：平成26・27年度 本工事882千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（23）避難誘導機器整備事業

細要素事業名 市街地防災施設堤防活用整備事業（湊北地区）（平成25年度分）

全体事業費 ２００千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 3

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】
■土地区画整理事業の隣接地区において、堤防を活用した避難路として利用できる、階
段、斜路、盛土等の防災施設を整備し、平常時は住民の憩いの場として活用できるよう、
植栽、休憩施設、街灯等を整備する。
　津波により壊滅的な被害を受けた当該事業地域では、従来無堤だった旧北上川沿川の緊
急的な河川堤防の建設が実施されるが、区画整理など市街地の再生、住まいの再建ととも
に、連続盛土となる堤防は地盤沈下後の市街地でも一定の高さが確保された施設であり、
これを活用した防災施設を整備する。
　併せて、まちと水辺が一体となっていた住環境が河川堤防により分断されないように、
これらを活かした整備が不可欠である。
　なお、市街地防災施設堤防活用整備事業（湊北地区）については、（22）避難誘導施設
整備事業、（23）避難誘導機器整備事業、（25）市街地復興関連小規模施設整備事業にて
整備を予定している。

【東日本大震災の被害との関係】
■旧北上川河口部の市街地では、津波により多くの人命が失われ、家屋の流出・全壊等極
めて甚大な被害を受けた。これらの地域では、居住やまちの再生が緊急の課題であり、ま
ちの再生を図る区画整理等の面整備が予定されている。
　本事業は、もともと無堤防であった当地域において、区画整理の隣接地区で堤防を活か
した避難路や緊急活動拠点を整備し、安全なまちづくりを進めるとともに、平常時には住
民等が憩える空間として活用するものであり、水辺と人々のつながりを取り戻し、住環境
や地域コミュニティー等の復興に寄与する。

【基幹事業との関連性】
■基幹事業の区画整理事業は、津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に
整備するものであるが、市街地防災施設堤防活用整備事業を行い、災害等で市街地が冠水
した場合には、堤防を安全な場所へ避難する避難路や緊急活動の拠点として利用できるほ
か、平常時には堤防を活かした空間づくりを進めることにより、住環境や地域コミュニ
ティー等の復興に寄与するものである。

【各種計画上の位置付け】
■石巻市震災復興基本計画の以下の章に位置付けられている。
第3章　施策大綱１　３減災まちづくりの推進（２）津波減災施設の復旧・復興
第3章　施策大綱３　２川とともに生きる（１）中心市街地商店街の復旧・復興
第3章　施策大綱３　４地域資源を活かす（１）観光業・施設の再生復興
第5章　重点プロジェクト　１安心安全再生プロジェクト
第5章　重点プロジェクト　３まちなか再生プロジェクト

【当面の事業概要】
●湊北地区：平成25年度 実施設計5,000千円（内訳は別紙のとおり）
　　　　　（参考：平成26・27年度 本工事27,930千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（25）市街地復興関連小規模施設整備事業

細要素事業名 市街地防災施設堤防活用整備事業（湊北地区）（平成25年度分）

全体事業費 ５，０００千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 9

躯体工事

特殊基礎工事

内装工事

（備蓄倉庫）

設備工事

（備蓄倉庫）

※躯体、特殊基礎工事については、避難場所・備蓄倉庫の分を面積按分して算出

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（28）防災拠点施設整備事業

細要素事業名 災害公営住宅津波一時避難施設整備事業（平成25年度分）

全体事業費 ３５，０００千円

  国官会第177号-6(平成25年4月10日)にて承認済みであるが、当初申請内容から全体事業費
は変更なく2地区を追加するもの

【事業概要】
　地域防災計画（津波被害対策編）における避難困難区域に整備する復興公営住宅において
「石巻市津波避難場所等整備事業補助金交付石巻市津波避難場所管理協定基準に係るガイド
ライン」に規定する「津波一時避難施設」を整備し、災害時における防災機能の強化を図
る。
　本事業により、通常時に「備蓄倉庫」と使用し、災害時は「一時避難場所」として使用す
る部屋を災害公営住宅内に整備する。避難場所は、50人程度を収容できる大きさを想定して
いる（避難者が要介護者や老人・子どもの際には、屋上等に長時間滞在することが困難なこ
とから、最低限の人数を収容できるスペースを確保するもの。）

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により甚大な被害を受けた経験を踏まえ、避難者が多数発生した場合にも、
人命を守ることを最優先に、緊急に避難する場所としての津波一時避難スペース及び備蓄倉
庫を整備し、津波来襲時に市民等が円滑に避難できるよう、避難対策を構ずる。

【基幹事業との関連性】
　緊急時において、防災集団移転者を含む周辺住民が一時的に避難する場所を整備する。

【各種計画上の位置付け】
　■ 石巻市震災復興基本計画
　　 施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　 節　１新たな防災体制の構築
　　　　 細節　１防災施設の整備

【当面の事業概要】
　　今回追加地区：２地区（渡波新沼1箇所、湊筒場1箇所）２箇所
　　併せて、５地区７箇所の整備を行う。箇所あたりの整備費は以下のとおり。

工種 （内容） 工事費

コンクリート 2,500

鉄筋 2,000

型枠 500

杭工事 2,000

床：フローリング程度 400

壁：断熱材+ボード+クロス 300

天井：ボード+軽鉄下地 300

照明器具 420

配線工事 80

合計 8,500



※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　　４.年度別事業費

地区 Ｈ25年度 Ｈ26年度 合計

湊 15,300 10,200 25,500

黄金浜① 6,800 10,200 17,000

黄金浜② 7,800 9,200 17,000

渡波新沼 2,550 5,950 8,500

湊筒場 2,550 5,950 8,500

合計 35,000 41,500 76,500



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 3

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３６，７５７千円

【事業概要】
　震災で被災し、取り壊しをした石巻港湾合同庁舎を国で新たに整備することから、その建
設に併せ、避難ビルとして津波避難者用の防災備蓄倉庫を合同庁舎内に整備する。
 なお、本事業による整備部分については、市が所有し、整備後の維持管理も市が行うもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　今回の震災では、大手埠頭の背後地の臨港道路は、地震による停電により信号機が止ま
り、渋滞が発生したため、多くの車が津波にのみ込まれた。
　また、石巻港は、仙台塩釜港、石巻港、松島港の三港一体化により、大型バルク貨物の取
扱強化及び大型客船の寄港地として役割を担うことになっており、石巻港大手埠頭、中島埠
頭の作業員、観光客等の人数が大幅に増大する見込みである。
　しかし、荷捌地や野積場などの空き地が広がっており、周辺には避難ビルを指定できる民
間施設がなく、新たに避難できる施設の整備が必要である。

【基幹事業との関連性】
　釜・大街道地区は、地域経済の復興を推進するため、防災集団移転促進事業による住宅地
買収後の市有地の集約を行い、道路等都市基盤整備の実施、幹線道路と石巻工業港、石巻漁
港の交通の利便性を活用する産業の集積を図るための土地利用を検討しており、同エリアの
事業者の避難施設として、整備が必要である。

【当面の事業概要】
・建築工事（平成25年度竣工予定）
・用地費

【事業費内訳】
　事業費　36,757千円
　内訳　・建設工事費　　　36,757千円
　※ 単価入替等により、設計額が計画額を上回ったため、工事費が増額となったものの、
　　国との協議のもと、用地費の支出を要しなくなったため、全体事業費の減。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　１新たな防災体制の構築
　　　　　細節　１防災施設の整備

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（30）防災備蓄倉庫整備事業

細要素事業名 石巻港津波避難ビル（防災備蓄倉庫）整備事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 4

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】
　本市では、平成２４年度に地域防災計画（津波災害対策編）を策定し、また、宮城県で
は津波被害想定区域の発表を平成２４年度末に行うこととしている。このことを踏まえ、
改めてハザードマップ（津波編）の作成、全戸配布を行い、住民等に対し、津波の想定
高、想定域の想定区域を周知するとともに、避難所や津波避難ビル、避難タワー等の位置
を明記し、津波に対しての備えを図るもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　本市では、平成２１年３月に宮城県の第3次宮城県沖地震被害想定を基に、ハザードマッ
プを作成し、市民に対しても全戸配布を行っている。しかしながら、東日本大震災が発生
し、想定をはるかに超える津波高、津波浸水域となり現行のハザードマップは意味を成さ
ないものとなっている。
　
【基幹事業との関連性】
　釜大街道地区を始めとする既成市街地の区画整理事業予定地区は狭隘道路及び袋小路状
道路などが支障となり、被害が甚大になった地域であることから、面的整備等により狭隘
道路等を解消するとともに、地域防災計画に基づくハザードマップを策定し、都市防災の
一層の推進を図るもの。

【当面の事業概要】
　委託料（２５年度）
　・ハザードマップ作成業務　　　２１，３００千円（民間委託）

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　１新たな防災体制の構築
　　　　　細節　３防災対策の見直し

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（32）ハザードマップ整備事業

細要素事業名 ハザードマップ作成事業（平成25年度分）

全体事業費 ２１，３００千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 5

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ９，９６９千円

【事業概要】
　津波から命を守るためには、津波から逃れることが最も重要である。住民だけでなく観
光者等が速やかに避難することができるように、高台や津波浸水区域外の目標地点、避難
所や避難ビル、避難タワーへの「誘導表示板」、集客施設における地図上に避難所等を明
示した「津波避難案内表示板」、避難所等を分かりやすく明示するための「避難所看板」
の整備を行う。また、海抜表示や津波浸水深表示についても併せて行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　本市に未曾有の被害をもたらした東日本大震災を踏まえ、津波からの避難が最も重要で
あることから、ハード面以外に避難周知などを重視した多重防御の対策を進めるもの。

【基幹事業との関連性】
　釜大街道地区を始めとする既成市街地の区画整理事業予定地区は狭隘道路及び袋小路状
道路などが支障となり、被害が甚大になった地域であることから、面的整備等により狭隘
道路等を解消するとともに、地域防災計画を踏まえた避難場所等への誘導表示板を設置
し、都市防災の一層の推進を図るもの。

【当面の事業概要】
　委託料
　・誘導表示板設置計画策定業務　9,969千円
　地域防災計画（津波編）の策定を踏まえ、箇所数、設置機種等の設置計画を策定する。
　　※落札差金による事業費の減額

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　１新たな防災体制の構築
　　　　　細節　３防災対策の見直し

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（23）避難誘導機器整備事業

細要素事業名 誘導表示板設置計画策定事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 6

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２６，７８４千円

【事業概要】
　本市の現行の地域防災計画については、平成２０年６月に改訂したものである。平成２
４年度に原子力災害対策編の修正及び津波災害対対策編の新設を行ったところであるが、
平成２５年度では、東日本大震災の教訓を踏まえ、風水害対策編、震災対策編も併せ、全
編の改正を行うための災害対応等に係る調査検討を行うものである。

【東日本大震災の被害との関係】
　甚大な被害が発生した東日本大震災を踏まえ、減災の考え方を基本方針に、ハード面以
外に避難周知などを重視した多重防御の対策を進めるもの。

【基幹事業との関連性】
　釜大街道地区を始めとする既成市街地の区画整理事業予定地区は狭隘道路及び袋小路状
道路などが支障となり、被害が甚大になった地域であることから、面的整備等により狭隘
道路等を解消するとともに、地域防災計画を改定するための基礎となる災害対応の在り方
等に関する調査検討を行い、都市防災の一層の推進を図るもの。

【当面の事業概要】
　委託料（平成２５年度）
　・災害対応の在り方等調査検討業務　　２６，７８４千円
　　※落札差金による事業費の減額

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　１新たな防災体制の構築
　　　　　細節　３防災対策の見直し

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（33）地域防災・減災（BCP）計画策定調査事業

細要素事業名 災害対応の在り方等調査検討業務（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 51 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３，６７５千円

【事業概要】
　既に工業用地として造成されているなど、早期に活用の可能な土地について、被災事業者
であり、かつ、河川堤防や高盛土道路の整備等によって移転を余儀なくされる事業者の産業
用地として活用するための可能性調査を行う。
　本調査結果をもとに、事業者の移転に係る合意形成に向けた協議を行っていくもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　本市の基幹産業ともいえる製造業は石巻港、石巻漁港や旧北上川沿いに集積していたこと
もあり、東日本大震災によって甚大な被害を受け産業活動が停滞したほか、雇用の場が失わ
れたことによって人口流出の一因ともなっている。
　今後の復興まちづくりにおいては、津波や高潮から人命や財産を守るための海岸防潮堤や
河川堤防、高盛土道路を整備し、市民が安心して生活を送ることのできる災害に強いまちづ
くりを目指しているが、当該整備にともなって移転を余儀なくされる事業所の移転先の確保
が喫緊の課題となっている。

【基幹事業との関連性】
　津波被害の著しい本市の復興にあたっては、経済の再生、まちの再生、生活の再生をバラ
ンスよく進めていく必要がある。
　本市においては、まちの再生と生活の再生に向け、平成２４年１２月１日に建築基準法第
３９条の規定に基づき、防潮堤や河川堤防、高盛土道路の整備など津波等の防護対策を実施
しても、津波、高潮、出水、地盤崩落等による自然災害の危険性が残る区域を基本に、防潮
堤、河川堤防、高盛土道路の用地を含む区域を災害危険区域として設定し、防災集団移転促
進事業により、多くの市民が市内において津波の恐れのない高台や新市街地へ移住するまち
づくりを進めており、新市街地においては公営住宅を含め約6,000人の被災者が移住する予
定であるが、新市街地の形成にあたっては、住宅の移転と併せて住民の雇用の確保が必要で
ある。
　本市においては、防潮堤、河川堤防、高盛土道路の用地となり、移転を余儀なくされる事
業所が多数いるところ、今般調査予定の用地は、いずれも新市街地の付近又は通勤圏にあ
り、ここに早期移転の必要な事業所の移転先を確保することで、事業所の市外流出、ひいて
は新市街地に移住する被災者の雇用の場が守られ、最大の被災地である本市の早期復興に資
するもの。

【当面の事業概要】
　委託料（平成25年度）
　　被災企業移転候補地調査業務　3,675千円
　　※入札差金による事業費の減額

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　３自然への畏敬の念を持ち、自然とともに生きる
　　　　　　節　１海とともに生きる
　　　　　細節　５工業の再生復興

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(39) 地域振興・産業誘致に向けた調査事業

細要素事業名 被災企業移転候補地調査事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 13 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ７，０８８千円

【事業概要】
　牡鹿半島の先端部に位置する十八成浜は、震災以前、集落前面に砂浜が広がり、海水浴場
として利用されていたが、震災による広域地盤沈下（約1.2ｍ）により、現在、砂浜は消滅
し海面下となっているため、本事業により、砂浜の再生可能性を調査する。

【東日本大震災の被害との関係】
　十八成浜は震災以前、牡鹿半島地区の主要な観光資源として、美しい景観と波穏やかで遠
浅という理由から、海水浴場として多くの観光客が訪れていた。ピーク時には７万人近くの
入込があり、同地区内の民宿のほか、鮎川地区、小渕・給分地区の民宿・旅館が利用され、
観光業に大きく寄与していた。しかし、今回の震災により砂浜が地盤沈下等により全て消失
し、また津波により約７割の家屋が流出しており、以前のような利用ができない状態にあ
る。
　十八成地区の再生と牡鹿地区の観光業の再生を図るうえで、消失した砂浜再生を図ること
は急務であり、十八成地区のにぎわいの再生を目指すためにも、本事業により砂浜の再生可
能性を調査する。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業における跡地買取後の土地利用として、砂浜の再生による観光資源
の発掘を図る。砂浜が再生され、観光資源としての活用が可能になることで、防集団地で生
活する住民にとって、民宿や商店の再開につながるとともに、砂浜を利用したマリンスポー
ツ事業や美しい景観を生かした福祉施設建設などの新規事業の参入が期待でき、働く場の確
保により地区のにぎわいの再生、そして定住促進が図られる。

【各種計画上の位置付け】
《石巻市震災復興基本計画》
　　第３章　施策の展開　　施策大綱３　自然への畏敬の念を持ち、自然とともに生きる
　　　４　地域資源を活かす　（１）観光業・施設の再生復興

【当面の事業概要】
《平成２５年度》１　現状把握　　２　現況の測量（深浅測量）
　　　　　　　　３　社会条件・自然条件の整理　　４　再生方法の検討

【事業費内訳】
　◎砂浜再生調査業務費計　7,088千円
　　○調査業務　現状把握、社会条件・自然条件の整理、再生方法の検討
　　○測量業務　深浅測量、汀線測量
　※入札差金による事業費の減額

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(41)観光資源発掘・ＰＲ事業

細要素事業名 砂浜再生調査業務（十八成浜）（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 32 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ９，４５０千円

【事業概要】
　白浜は、北上川の河口に位置し遠浅なことから多くの海水浴客が訪れていたが、震災によ
り地盤沈下と附帯設備が損壊した。地盤沈下による影響があったものの、砂浜はかろうじて
残っており、今後の土地利用計画において砂浜を再生するため、本事業により砂浜の再生可
能性を調査する。

【東日本大震災の被害との関係】
　白浜は震災以前、全国的に珍しく北上川が注ぐ追波湾内にあるにもかかわらず、穏やかな
海水浴場として、長年北上地区の観光の柱として親しまれた海水浴場である。このため、県
内外から多くの利用者が訪れ、最近５ヵ年では毎年約１万人前後が利用し、北上地区の観光
産業に大きく貢献していた。しかし、今回の震災により砂浜の地盤沈下と附帯施設が全壊
し、背後の集落はすべて流出した。今後、白浜地区と北上地区観光業の再生を図るうえで、
海水浴場の再開が望まれており、白浜地区へにぎわいを取り戻すためにも、砂浜の再生によ
る海水浴場の再開のため、本事業により砂浜の再生可能性を調査する。

【基幹事業との関連性】
　当該地区の観光客の誘致を図るため、移転跡地に海の駅を設置し、周辺にはビーチパー
ク、駐車場を整備することを計画している。そのため、防災集団移転促進事業における跡地
の土地利用を進める上で、白浜の再生は必要不可欠となっている。
　また、当該地区の交流人口の増加に伴い、観光業（海水浴場の開設と民宿業の再開）とい
う観点から、防集団地で生活する住民にとっての雇用の創出も見込まれる。

【各種計画上の位置付け】
《石巻市震災復興基本計画》
　　第３章　施策の展開　　施策大綱３　自然への畏敬の念を持ち、自然とともに生きる
　　　４　地域資源を活かす　（１）観光業・施設の再生復興

【当面の事業概要】
《平成25年度》１　現状把握　　２　社会条件・自然条件の整理
　　　　　　　３　砂浜再生の可能性検討　　４　海浜変形シミュレーション
　　　　　　　５　関係機関との協議資料の作成
【事業費内訳】
　砂浜再生調査業務費計　9,450千円
　　○調査業務　現状把握、社会条件・自然条件の整理、再生方法の検討
　　○測量業務　深浅測量、汀線測量
　※入札差金による事業費の減額

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（41）観光資源発掘・ＰＲ事業

細要素事業名 砂浜再生調査業務（白浜）（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 16 - 3 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２２，０００千円

【事業概要】
　中央南地区は、旧北上川河岸に沿って中心商店街が形成された地区であり、震災により甚
大な被害を受けた。このため地元協議会を中心に、商店街の再編や集客施設の導入、堤防と
連動した開発など、さまざまな検討が行われている。
　これら地元構想案や開発の動きについて、地元や関係機関との協議の場を設け、各事業間
の調整を図りながら、事業成立性や適正規模・その効果などを検討し、中央南地区の復興ま
ちづくり整備計画を策定する。
　本計画は、これら検討中の事業や既に事業化が進んでいる市街地再開発事業などと、連担
性を持ったまちづくりに寄与する計画となる。

【東日本大震災の被害との関係】
　旧北上川より遡上した津波により、中心市街地の旧北上川沿岸部の多くの家屋が流失ある
いは全半壊し、沿岸部近くに形成されていた本地区の主要商店街においても多大な被害を受
け、多くの店舗が消失や閉鎖に追い込まれている。
　このため地権者や店舗経営者は地元協議会を通じて、地元主体のまちづくりによる震災か
らの復興をめざし、まちづくりの検討活動を続けている。

【基幹事業との関連性】
　当計画策定範囲において既に市街地再開発事業の事業化が進められている。また、その近
隣の街区では地元地権者を中心にまちづくり協議会等が組織され、地区のあり方について議
論がされている。具体の案として、住宅のみならず集客施設やバスターミナルなど様々な案
が出されている。
　基幹事業とした市街地再開発事業では『まちなか居住』を意識した住宅スペースを中心と
したプランニングがされており、居住者の増加が期待される。
　居住者の増加に対応した、まちの活性化のための地元構想案の事業化を進めることによ
り、今回の復興を契機としたまちの発展を図っていく。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画　第4章地区別整備方針
　2市街地エリア　(1)西部市街地復興整備方針
「中心市街地商店街では復旧・復興に向けて、震災復興特区の活用による支援を推進するほ
か、地域住民との連携を図りながら、市街地再開発事業等の導入を見据えた商業・居住の再
生・活性化に向けた取組みを推進します。」としている。

【当面の事業概要】
　平成25年度　　　復興まちづくり(中心市街地)整備計画　策定
　平成26年度以降　本計画に基づき各個事業化を図っていく

【事業費内訳】
　　　　　項目　　　　　　　　　数量　　金額(千円)
　　主要都市施設の検討　　　　　一式　　　11,400
　　中央南地区の整備計画の検討　一式　　　 7,200
　　開発構想地区の事業化検討　　一式　　　 3,400

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 復興まちづくり(中央南地区)整備計画（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 16 - 3 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ９，１００千円

【事業概要】
　中央南地区においては商店街の再編や集客施設の導入、堤防と連動した開発など、さまざ
まな検討が行われているが、うち、中央二丁目11番地区については、観光交流拠点施設の整
備について検討しているところ。
　本施設は、農林水産物の直販施設や交流スペース、駐車場等を想定しているところ、今
般、観光交流拠点のうち直販施設の需要予測、出店見込み調査、運営主体等に係る調査を行
い、観光交流拠点施設の事業化に資するもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　整備予定地は、旧北上川の河口に位置し、本市の代表的な観光施設である石ノ森漫画館が
ある中瀬地区と隣接する観光交流ゾーンであったが、津波により多くの建物・駐車場が被災
し、多くの店舗が消失や閉鎖に追い込まれている。

【基幹事業との関連性】
　整備予定地の付近では市街地再開発事業を実施する予定であり、今後新たな市街地が形成
されるが、観光交流拠点の整備により観光客を呼び込み、交流人口の増加を通じてにぎわい
を創出し、ひいては活気あるまちなみの再生に資することとなる。

【各種計画上の位置付け】
石巻市震災復興基本計画
第４章　地区別整備方針　２市街地エリア　（１）西部市街地復興整備方針
「中心市街地商店街では復旧・復興に向けて、震災復興特区の活用による支援を推進するほ
か、地域住民との連携を図りながら、市街地再開発事業等の導入を見据えた商業・居住の再
生・活性化に向けた取組みを推進します。」

【当面の事業概要】
平成25年度　観光交流拠点施設（直販施設）整備計画策定
平成26年度以降　観光交流拠点施設の事業化

【事業費内訳】
観光交流拠点施設（直販施設）整備計画策定業務委託料　9,100千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（39）地域振興・産業誘致に向けた調査事業

細要素事業名 観光交流拠点（直販施設）整備計画策定業務（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 51 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２０，０００千円

【事業概要】
　被災前の石巻漁港においては、市場後背地の水産加工団地内で民営直販市場が開設され
るとともに、卸売市場の管理棟及び市の流通加工管理センターに事務室、研修室、厚生施
設、食堂等が設けられていた。
　これらの施設は、卸売市場とともに震災により全壊し、うち市場荷捌き所については、
特定漁港漁場整備事業により市場機能の復旧・復興を進めていくこととして、現在、事業
を実施しているところである。
　今般、荷捌き所以外の被災施設について、分散していた機能を市場背後地に集約し、漁
船誘致や衛生管理研修等を行う水産振興施設として整備し、水産業の早期復興を図るた
め、当該施設の用地及び規模等について調査を行うもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　石巻漁港内に設置されていた卸売市場施設及び管理棟が津波により全壊し、また、市の
施設である流通加工管理センターも津波により全壊した。

【基幹事業との関連性】
　震災前、魚町二丁目地区には19世帯が居住していたが、当該区域は災害危険区域に指定
され防災集団移転促進事業の対象となるため、防災集団移転促進事業により取得する用地
を活用し、水産業の拠点施設整備を図るもの。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画において、新たな石巻市水産物地方卸売市場に高度衛生管理機
能を導入するとともに、津波避難機能及び観光機能を兼ね備えた多機能な市場を建設する
こととして位置付けている。

【当面の事業概要】
　【平成２５年度】
　　・事業調査（基本計画策定等）
　

【事業費内訳】
　　・事業調査　　 20,000千円（H25）
　　　　　　　　　　（内訳） 用地交渉等 　　　6,000千円
　　　　　　　　　　 　　　  整備構想策定等　10,000千円
　　　　　　　　　　　　 　  運営計画等 　　　4,000千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（５）移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業

細要素事業名 石巻漁港多機能施設整備基本計画策定事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 10

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １０，１６４千円

【事業概要】
　防災集団移転促進事業等による移転対象者の合意形成を促進し生活再建の円滑化を目的
として、被災従前地（移転元地）の買い取りに関する電話相談や契約日時の予約の電話受
付を行うとともに、買い取りに係る契約事務補助を行う。
　
【当面の事業概要】
　全体事業費　10,164千円
　①契約事務補助業務　10,164千円
　　・各種電話相談事務及び電話予約受付事務（5名：160日）
　　・契約事務補助（延べ：420人）

【東日本大震災の被害との関係】
　防災集団移転促進事業の対象者は、生活再建の柱となる土地買取りを早期に望んでいる
ことから、契約事務の停滞が無いよう事務処理体制を整える必要がある。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業を円滑に進めるため、買い取り手続きに関する事務処理体制を整
えるもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　２市民の不安を解消し、これまでの暮らしを取り戻す
　　　　　　節　１迅速な生活・健康支援と福祉・医療の確保
　　　　　細節　１被災者への生活支援 　◆消費者生活相談等業務の実施
　　　　事業名　被災者生活再建相談等事業

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１）市街地整備コーディネート事業

細要素事業名 被災者従前地買い取り事務補助業務（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 10 - 4

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】
　新門脇地区の土地区画整理事業において、地区内の地権者から公共施設用地、公益施設用
地の買取り準備に係る支援、買取り用地の選定方針の整理、買取り用地調書の作成等の事務
補助を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　高盛土道路等の津波防御により守られる新門脇地区は、避難路等の整備により、防災・減
災機能を兼ね備えた住居地としての再生が望まれていることから、土地区画整理事業を円滑
に進めるために土地買取りを短期間に効率的に行う必要がある。

【基幹事業との関連性】
　土地区画整理事業を円滑に進めるため、先行取得用地の買取りに関する地権者説明、土地
の選考、契約までの事務処理体制を整えるもの。

【各種計画上の位置付け】
■【石巻市震災復興基本計画】
第５章重点プロジェクト
２住宅再建復興プロジェクト：「土地区画整理事業（新門脇地区）津波により被災を受けた
地域を災害に強い良好な住宅地に整備」

【当面の事業概要】
　全体事業費　6,300千円
　①買取り準備に係る支援（受付会）
　　　対象地権者計約100～200名　平均４ブース設置、約５日間開催
　②買取り用地の選定方針の整理
　③買取り用地調書の作成

【事業費内訳】
①買取り準備に係る支援：1,800千円
②買取り用地の選定方針の整理：2,100千円
③買取り用地調書の作成：2,400千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１）市街地整備コーディネート事業

細要素事業名 区画整理事業における用地取得の事務補助業務（平成25年度分）

全体事業費 ６，３００千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 11 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】
　湊東地区の土地区画整理事業において、地区内の地権者から公共施設用地、公益施設用地
の買取り準備に係る支援、買取り用地の選定方針の整理、買取り用地調書の作成等の事務補
助を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　高盛土道路等の津波防御により守られる湊東地区は、避難路等の整備により、防災・減災
機能を兼ね備えた住居地及び業務地としての再生が望まれていることから、土地区画整理事
業を円滑に進めるために土地買取りを短期間に効率的に行う必要がある。

【基幹事業との関連性】
　土地区画整理事業を円滑に進めるため、先行取得用地の買取りに関する地権者説明、土地
の選考、契約までの事務処理体制を整えるもの。

【各種計画上の位置付け】
■【石巻市震災復興基本計画】
第５章重点プロジェクト
２住宅再建復興プロジェクト：「土地区画整理事業（新門脇地区）津波により被災を受けた
地域を災害に強い良好な住宅地に整備」

【当面の事業概要】
　全体事業費　5,700千円
　①買取り準備に係る支援（受付会）
　　　対象地権者計約100～200名　平均４ブース設置、約５日間開催
　②買取り用地の選定方針の整理
　③買取り用地調書の作成

【事業費内訳】
①買取り準備に係る支援：1,800千円
②買取り用地の選定方針の整理：2,100千円
③買取り用地調書の作成：1,800千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１）市街地整備コーディネート事業

細要素事業名 区画整理事業における用地取得の事務補助業務（平成25年度分）

全体事業費 ５，７００千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 4

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】
　湊北地区の土地区画整理事業において、地区内の地権者から公共施設用地、公益施設用地
の買取り準備に係る支援、買取り用地の選定方針の整理、買取り用地調書の作成等の事務補
助を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　高盛土道路等の津波防御により守られる湊北地区は、避難路等の整備により、防災・減災
機能を兼ね備えた住居地及び業務地としての再生が望まれていることから、土地区画整理事
業を円滑に進めるために土地買取りを短期間に効率的に行う必要がある。

【基幹事業との関連性】
　土地区画整理事業を円滑に進めるため、先行取得用地の買取りに関する地権者説明、土地
の選考、契約までの事務処理体制を整えるもの。

【各種計画上の位置付け】
■【石巻市震災復興基本計画】
第５章重点プロジェクト
２住宅再建復興プロジェクト：「土地区画整理事業（新門脇地区）津波により被災を受けた
地域を災害に強い良好な住宅地に整備」

【当面の事業概要】
　全体事業費　5,500千円
　①買取り準備に係る支援（受付会）
　　　対象地権者計約100～200名　平均４ブース設置、約５日間開催
　②買取り用地の選定方針の整理
　③買取り用地調書の作成

【事業費内訳】
①買取り準備に係る支援：1,800千円
②買取り用地の選定方針の整理：2,100千円
③買取り用地調書の作成：1,600千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１）市街地整備コーディネート事業

細要素事業名 区画整理事業における用地取得の事務補助業務（平成25年度分）

全体事業費 ５，５００千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 14 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】
　下釜第一地区の土地区画整理事業において、地区内の地権者から公共施設用地、公益施設
用地の買取り準備に係る支援、買取り用地の選定方針の整理、買取り用地調書の作成等の事
務補助を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　高盛土道路等の津波防御により守られる下釜第一地区は、避難路等の整備により、防災・
減災機能を兼ね備えた住居地としての再生が望まれていることから、土地区画整理事業を円
滑に進めるために土地買取りを短期間に効率的に行う必要がある。

【基幹事業との関連性】
　土地区画整理事業を円滑に進めるため、先行取得用地の買取りに関する地権者説明、土地
の選考、契約までの事務処理体制を整えるもの。

【各種計画上の位置付け】
■【石巻市震災復興基本計画】
第５章重点プロジェクト
２住宅再建復興プロジェクト：「土地区画整理事業（新門脇地区）津波により被災を受けた
地域を災害に強い良好な住宅地に整備」

【当面の事業概要】
　全体事業費　5,000千円
　①買取り準備に係る支援（受付会）
　　　対象地権者計約100～200名　平均４ブース設置、約５日間開催
　②買取り用地の選定方針の整理
　③買取り用地調書の作成

【事業費内訳】
①買取り準備に係る支援：1,800千円
②買取り用地の選定方針の整理：2,100千円
③買取り用地調書の作成：1,100千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１）市街地整備コーディネート事業

細要素事業名 区画整理事業における用地取得の事務補助業務（平成25年度分）

全体事業費 ５，０００千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 11

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２６，０３１千円

【事業概要】
　東日本大震災では、後世に技術資料、歴史資料等として継承すべきものが数多くあり、震
災の記録や本震災に関与した方々のメッセージ等を集約し、震災アーカイブとして情報を記
録・分析・保存し、永続的に語り継いでいくとともに、かけがえのない営みがあった証とし
て、震災遺構により地域の記憶を留め、将来の防災・減災に繋げていく必要がある。
　このことから、津波の恐ろしさを市民に、そして訪れる多くの人に伝承していくため、市
民の意向を踏まえ、今後、震災施設の伝承保存や震災体験を伝える仕組みを構築する震災伝
承事業を検討しており、その円滑な実施につなげるための調査（事業に必要となる諸条件の
整理や概算経費の算出）を行う。

【当面の事業概要】
　・震災遺構保存意義の整理
　・市民意見の把握と分析
　・保存手法に係る専門的な提案と概算経費（維持管理費含む）の算出
　・全国の震災遺構等施設の事例収集

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災における被災規模は、被災した自治体の中で最大であり、石巻市だけで岩手
県全県に匹敵する甚大な被災を受けている。
　石巻市震災復興基本計画では、東日本大震災による深い傷跡や、震災を通じて得られた教
訓について、全国各地から訪れる多くの人々や、後世の市民に永続的に伝承していくことを
目的とした各種震災伝承事業の実施を掲げており、震災からの教訓を後世に伝承するための
効果的な仕組を確立していく。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業により、多くの市民が津波の恐れのない高台や新市街地へ移住する
まちづくりを進めているが、併せて本事業を実施することにより、津波による被害等を防災
集団移転促進事業の移転先や移転元を含む市民及び来訪者に伝えることで、生涯にわたって
必要な防災能力を習得でき、地域社会における防災力の向上が図られる。また、防災集団移
転促進事業の移転促進区域の利活用も図られる。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　施策大綱１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　１　新たな防災体制の構築　　(4)　震災記録の伝承
　　　　「東日本大震災に関連する写真、映像、図書、新聞・広報誌等の多様な情報のほ
　　　　　か、被災者やボランティアなど本震災に関わった方々のメッセージなどを、震災
　　　　　発生直後・復旧期・再生期・発展期ごとに分けて収集・保存し、広く公開するた
　　　　　めの施設整備を促進します。」

【事業費内訳】
　・事業調査　　　15,431千円（H25）
　　　　　（参考）10,600千円（H26)

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（37）震災・復興記録の収集・整理・保存

細要素事業名 震災伝承調査事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 16 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ４１，０００千円

【事業概要】
　鮫浦地区の防災集団移転団地の飲用水の供給に必要な水道施設及び設備の整備を行う。
　鮫浦地区の集団移転団地は配水施設より高い場所にあることから、１日あたりの使用水
量を安定して確保するためには、水道水を受水槽に貯水しておく必要がある。また、宅地
と受水槽の高さが同じであるため、配水ポンプにより給水を行う。

【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２５年度）
　平成２６年４月からの宅地供給開始を予定している鮫浦地区の宅地造成工事完了時期に
合わせ、水道施設の整備を完了させる。
　水道管は道路に沿って敷設する必要があるが、予定されている周辺道路の災害復旧工事
の完了後に水道管の敷設を行う場合は、道路を掘り返す必要が生じるため、周辺道路の災
害復旧工事の時期に合わせて、水道管の敷設を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当
でないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸
水被害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを
確保するため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
　鮫浦地区水道施設整備工事
　　鮫浦①　    延長120ｍ　管路、不断水工事、ポンプ、受水槽　20,000千円
　　鮫浦②　    延長180ｍ　管路、不断水工事、ポンプ、受水槽　21,000千円
　　合　計　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　41,000千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 鮫浦地区水道施設整備事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 21 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３１，０００千円

【事業概要】
　大須地区の防災集団移転団地の飲用水の供給に必要な水道施設及び設備の整備を行う。
　
【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２５年度）
　平成２６年４月からの宅地供給開始を予定している大須地区の宅地造成工事完了時期に
合わせ、水道施設の整備を完了させる。
　水道管は道路に沿って敷設する必要があるが、予定されている周辺道路の災害復旧工事
の完了後に水道管の敷設を行う場合は、道路を掘り返す必要が生じるため、周辺道路の災
害復旧工事の時期に合わせて、水道管の敷設を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当
でないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸
水被害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを
確保するため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
　大須地区水道施設整備工事
　　　　　　 　 延長670ｍ　管路、不断水工事  31,000千円
　

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 大須地区水道施設整備事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 22 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２７，８６４千円

【事業概要】
　羽坂・桑浜地区の防災集団移転団地の飲用水の供給に必要な水道施設及び設備の整備を行
う。
　
【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２５年度）
　平成２６年４月からの宅地供給開始を予定している羽坂・桑浜地区の宅地造成工事完了時
期に合わせ、水道施設の整備を完了させる。
　水道管は道路に沿って敷設する必要があるが、予定されている周辺道路の災害復旧工事の
完了後に水道管の敷設を行う場合は、道路を掘り返す必要が生じるため、周辺道路の災害復
旧工事の時期に合わせて、水道管の敷設を行う。
　

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
　羽坂・桑浜地区水道施設整備工事
　　平成26年度分
　　　延長510ｍ　管路、不断水工事　25,000千円
　　契約後、水道企業団との協議により、仕様の変更
　
　　平成27年度分
　　　送水管等工事　2,864千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１１）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 羽坂・桑浜地区水道施設整備事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 35 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３，０００千円

【事業概要】
　釜谷崎地区の防災集団移転団地の飲用水の供給に必要な水道施設及び設備の整備を行
う。
　
【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２５年度）
　平成２６年４月からの宅地供給開始を予定している釜谷崎地区の宅地造成工事完了時期
に合わせ、水道施設の整備を完了させる。
　水道管は道路に沿って敷設する必要があるが、予定されている周辺道路の災害復旧工事
の完了後に水道管の敷設を行う場合は、道路を掘り返す必要が生じるため、周辺道路の災
害復旧工事の時期に合わせて、水道管の敷設を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当
でないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸
水被害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを
確保するため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
　釜谷崎地区水道施設整備工事
　　　　　　　　延長 40ｍ  管路、不断水工事 　3,000千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 釜谷崎地区水道施設整備事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 7

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２９，３７０千円

【事業概要】
　市内の各地域において、津波到達時間、避難場所までの距離、災害時要援護者の存在、
避難路の状況等のほか、各地域の実情を踏まえ、自動車による避難を抑制させる方策、及
び、自動車により避難せざるを得ない場合においては、避難者が自動車で安全かつ確実に
避難できる方策を検討する。
　検討した結果については、適宜、今年度実施する地域防災計画の改定において、反映す
ることとし、自動車避難の危険性を住民に知らしめることを主な目的とする。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災発災時には、多くの市民が自動車避難による渋滞中に被災、水死している
ことが判明している。
　その後の余震等による避難時においても、市民の約半数が自動車避難を選択しており、
大震災の教訓は生かせず、再度大きな過ちを繰り返す恐れがある。

【基幹事業との関連性】
　主に、既成市街地の区画整理地内へ再び居住する住民に対し、安全かつ確実に避難でき
る避難路及び避難方法を提示することにより、より安心して生活を送られる環境を整え、
定住促進につなげるもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　１　新たな防災体制の構築　　(3)　防災対策の見直し
　　※避難計画策定時に反映

【当面の事業概要】
　自動車避難対策案の検討や津波シミュレーションの実施、対策効果の検証を行う

【事業費内訳】
　別紙のとおり

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（33）地域防災・減災（BCP）計画策定調査事業

細要素事業名 自動車避難計画策定調査事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 7 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １４，１７５千円

【事業概要】
　都市再生区画整理事業により新市街地を形成する新蛇田南地区において、新駅の設置に伴
う公共広場の整備を行う。
　新市街地に移転後の被災者の生活再建には、通勤、通学等のための交通手段の確保が必要
であることから、新市街地形成と同時的・一体的にＪＲ仙石線（陸前赤井駅・蛇田駅間）の
新駅を設置することから、交通空間機能を有した公共広場整備を行うものである。
　
この公共広場整備により、次の点において、新市街地に居住する住民の便益が図られる。
・鉄道駅へのアクセス又は鉄道駅から他へのアクセスに必要な交通空間機能（歩道、駐輪
場、バス乗降場、駐輪場等）を新駅北側（区画整理地内）に整備することで、新市街地に居
住する住民の鉄道駅やバス等を利用する際の快適性・安全性が確保される。
・街区公園隣接地に環境・景観機能を持つ公共広場を整備することで、新市街地に居住する
住民のための交流・憩いの空間としての機能が確保される。

【当面の事業概要】
＜平成25年度＞　14,175千円
　駅前広場・駐輪場実施設計
＜平成27年度＞　108,082千円（参考）
　駅前広場・駐輪場工事
　（公共広場機能：交通処理機能、公衆トイレ、駐輪場、植栽）
※ 当初は市街地復興関連小規模施設整備事業で整備することを予定していたが、事業費が
増額したため、平成27年度工事費については復興地域づくり加速化事業で実施するもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災による津波で住居を失った被災者の住宅再建を促すため、被災者への宅地や
災害公営住宅の供給を目的とした区画整理事業を実施する区域において、被災者の今後の生
活再建を支える重要な公共交通を確保するために新駅を設置し、それに伴い、新市街地居住
者の交通の安全性と快適性を確保できる公共広場を整備するもの。

【基幹事業との関連性】
　新蛇田地区及び新蛇田南地区は、都市再生区画整理事業により６千人程度の人口増加が見
込まれることから、居住する住民が、通勤や通学のために必要となる交通手段の確保策とし
て、新蛇田南地区隣接地への新駅設置にあわせ、新市街地に居住する住民の交通の快適性・
安全性を確保するための公共広場を整備するもの。

【各種計画上の位置付け】
　■石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱1 みんなで築く災害に強いまちづくり
　　３ 減災まちづくりの推進
　　(1) 都市基盤の復旧・復興
　　　◆市街地の整備

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（25）市街地復興関連小規模施設整備事業

細要素事業名 新蛇田南地区公共広場整備事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 5

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １８，５８８千円

【事業概要】
　多くの事業が同時に実施される地域（例；新内海橋の右岸・左岸、鎮守大橋周辺地区
等）において、各事業施工者を一同に介した住民説明会を開催することにより、住民の合
意形成活動を促進し、復興事業の加速化を図るもの。
　
【当面の事業概要】
　複数事業が同時に実施される地域における住民説明会を開催する。
　　※月１回（期間内に６回）実施

【東日本大震災の被害との関係】
　本市においては、東日本大震災からの復興を進めるにあたり膨大な事業が発生してお
り、同一地区において、同時に複数の事業を実施すべき地区が多く存在する。
　それらの地区においては、事業に対する合意形成を個別に進めていては、住民の復興に
対する理解が遅れ、それが復興の遅れにつながることになる。

【基幹事業との関連性】
　既成市街地の区画整理事業地内においては、区画整理事業だけではなく、県道事業や河
川堤防事業、都市公園事業など、施工者が異なる複数事業が同時並行的に実施される。
　これらの施工者が異なる事業を集約して説明会を行うことにより、効率的に住民の合意
形成活動を促進し、区画整理事業の加速化を図るもの。

【各種計画上の位置付け】
　■石巻市震災復興基本計画
　

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（３）住民合意形成促進事業

細要素事業名 市街地整備事業における住民説明会開催事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 6

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３１，８２６千円

【事業概要】
　本市では、多くの住宅再建事業を実施しているが、単に、区画整理事業や復興公営住宅
を整備するだけでは、住宅再建は進まない。
　被災者の不安や心配を取り除くために、安全なまちづくりについてや、住宅再建に係る
様々な支援についての相談を行う場として、個別相談窓口を設置し、被災者の住生活、住
環境の早期復興を促す。
　なお、個別相談において、被災者から寄せられた提案等は、本市の施策を検討するにあ
たり、積極的に活用していく。
　
【当面の事業概要】
　仮設の相談窓口を設置し、個別相談対応を行う。
　（湊地区及び中央地区に仮設の窓口を設ける）

【東日本大震災の被害との関係】
　本市では、市街地の広範において、津波の甚大な被害を受けたものの、既成市街地の区
画整理を行う地域をはじめとして、甚大な被害を受けたにもかかわらず、現地で住宅を再
建する被災者が多く存在する。
　これらの地域に住んでいた被災者の住宅再建を促すため、住民の生活再建等に係る個別
相談対応を実施するものである。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業等を実施する地域における住宅再建を促すために、生活再建に係る個別相
談対応を実施するもの。

【各種計画上の位置付け】
　■石巻市震災復興基本計画
　

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（13）被災者の生活・健康相談支援事業

細要素事業名 住民の生活再建に係る個別相談対応業務（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 12

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２２９，４７９千円

【事業概要】
　本市では震災復興基本計画を確実に遂行するために、500を超える膨大な復興事業を推進
しているところであるが、それに伴い、多くの課題や懸案事項が発生し、復興事業の進捗
に大きな影響を及ぼしている。
　これらの課題等を解決し、復興のスピードを加速させるために、復興に係る施策や事
業、及び、課題を包括的に管理・調整する全体マネジメントを行っている。
　これらのマネジメントをさらに推進していくにあたり、全体調整を行う会議の運営や住
民合意形成に係るきめ細やかな対応を行う説明会等の開催、施策の方針決定等を行うため
に必要な各種情報等の整理が必要になるところ、効率的にマネジメントを行い、復興事業
のスピードを加速するために、当該業務を外部委託する。

【東日本大震災の被害との関係】
　本市の被害は、東日本大震災で被災した自治体の中で最大であり、本市だけで岩手県全
県に匹敵する甚大な被害を受けている。また、平野部の広範なエリアにおいて津波被害を
受けているため、防災集団移転促進事業だけではなく、区画整理事業や河川堤防事業な
ど、あらゆる事業を駆使して復興を進めなければならず、事業の規模が極めて膨大となっ
ている。
　このように、事業の規模が膨大かつ構造が複雑であるため、事業を効率的に進め、早期
の復興（とくに防災集団移転促進事業をはじめとする住宅再建事業の完了）を成し遂げる
ためには、復興交付金事業だけではなく、他の事業も含めた復興事業全体を俯瞰するマネ
ジメントが必要不可欠である。

【基幹事業との関連性】
　本市では、被災者の安全・安心な暮らしを取り戻すために、防災集団移転促進事業を核
として、防災・減災や住宅再建等に係る様々な事業を進めているが、復興事業が多岐に渡
り、事業構造も複雑に絡まりあっているため、多くの課題や懸案事項が発生し、復興を加
速することが難しくなっている。また、事業を単に実施するだけでは、事業を行う効果が
薄くなり、被災者の住宅再建を推進できない。
　本業務は、防災集団移転促進事業をはじめとする復興交付金事業の進捗を進め、早期に
被災者の安全・安心な暮らしを取り戻すため、復興に係る施策や事業、及び、課題を俯瞰
するマネジメントを実施し、適切な本市の復興を実現させるために必要な業務である。

【当面の事業概要】
平成25年度事業費　229,479千円
　※詳細は別紙のとおり

参考
　平成26年度事業費　367,674千円
　平成27年度事業費　294,139千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１）市街地整備コーディネート事業

細要素事業名 復興まちづくりマネジメント支援業務（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 13

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １６，８６５千円

【事業概要】
　本市では、被災市街地を中心に数多くの復興事業が行われているが、市内の中でも特に石
巻広域都市計画区域内における土地利用の方向性については、その見直しや具体な都市計画
による制限等について検討が行われていない。
　そのため、新蛇田地区や新渡波地区といった新市街地の整備や、湊地区や釜地区等の既成
市街地の再整備等が行われている区域を中心に、本市の将来像とそれに向けた具体な土地利
用の在り方について整理・見直しを行い、適切な規制・誘導を図る必要がある。
　本業務は、市街地の復興を踏まえた将来都市像の整理を行うとともに、まちづくりにおけ
る具体な規制・誘導を図る適切な都市計画を定めていくため、それらの課題整理や土地利用
方針を検討するとともに、宮城県の行う区域区分の都市計画決定手続きに合わせた必要な調
査・検討を行うものである。

【当面の事業概要】
　別紙資料のとおり
　　平成25年度事業費　　7,265千円
　　平成26年度事業費　　9,600千円（参考）

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により、市街地の広範が甚大な被害を受け、それに伴い多くの復興事業が行
われているところであるが、各種市街地整備事業が行われている区域においては土地利用の
在り方を整理・見直しをする必要が生じている。

【基幹事業との関連性】
　本業務は、防災集団移転促進事業を行うことにより、土地利用の整理・見直しをする必要
がある区域（移転跡地・移転先地）における新たな土地利用方針を検討し、適切な規制・誘
導を図っていくものである。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　１　減災まちづくりの推進　　(1)　都市基盤の復旧・復興
　
　

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 土地利用計画策定業務（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 14

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ９，９７５千円

【事業概要】
　石巻文化センターは、博物館・美術館機能、社会教育機能、屋外交流機能、情報センター
機能を持ち、本市の文化芸術の中心的施設であり、また、石巻市民会館は、１５００人収容
の大ホールを持ち、文化芸術の発表・鑑賞の場として機能していたが、両施設とも津波の直
撃を受け、使用不能となったため、新たに、博物館機能・文化ホール機能を持った複合文化
施設を整備することとしており、この整備に向けた基本構想を策定するもの。
　※この基本構想において、施設の概要、立地場所等を検討する。

【東日本大震災の被害との関係】
　石巻文化センターは、南浜町に位置し、津波の直撃を受け１階が大破しており、一帯は災
害危険区域となっている。また、石巻市民会館は、旧北上川沿いに位置し、川を遡った津波
が直撃し、使用不能となっており、両施設とも解体されている。

【基幹事業との関連性】
　移転促進区域及び移転促進区域に隣接する地域に所在していた市の代表的な施設を複合施
設として復興させ、また、防災集団移転事業と複合文化施設の整備を併せて行うことによ
り、防災集団移転者を含む被災市民の文化的生活を後押しする。
 また、当該施設については、集団移転促進区域に立地していた施設であるということもあ
り、市街地の防集団地も再建する場所の候補地の一つとなっている。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　第３章　施策の展開
　施策大綱４ 未来のために伝統・文化を守り、人・新たな産業を育てる
　　１ 未来の人を育てる
　　（１）学校教育・社会教育施設等の復旧・復興
　　　「博物館機能及び文化ホール機能施設整備事業」

【当面の事業概要】
平成２５年度　基本構想策定（施設の方向性や場所の検討）
平成２６年度　財源協議、基本計画策定（施設の具体的な内容・場所を決定）
　 　　　設計者選定
平成２７年度　基本設計（施設内の配置、概算事業費の確定、整備方針の決定）
平成２８年度　実施設計
平成２９年度　着工
平成３１年度　開館

【事業費内訳】
平成２５年度　基本構想策定業務委託料  9,975,000円
平成２６年度　基本計画策定業務委託料　8,000,000円（参考）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（６）公共・公益施設整備調査事業

細要素事業名 複合文化施設基本構想策定事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 15

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３６，６４５千円

【事業概要】
　本市では、多くの住宅再建事業を実施しているが、単に、防集の住宅団地や復興公営住
宅を整備するだけでは、住宅再建は進まない。
　そのため、防災集団移転促進事業をはじめとする各種住宅再建事業を進めるにあたり、
被災者の不安や心配を取り除くため、まちづくりの内容や各種支援制度等の個別相談会を
実施する必要があり、防災集団移転促進事業の参加者等に対する相談の場を設け、被災者
の住環境の早期復興を促す。
　なお、個別相談において、被災者から寄せられた提案等は、本市の施策を検討するにあ
たり、積極的に活用していく。
　
【当面の事業概要】
　仮設住宅団地（約100団地）を回り、個別相談対応を行う。
　
【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により、およそ2万棟もの家屋が全壊し、約1万2千世帯、約3万人の住民が
いまだ仮設住宅などの仮住まいでの生活を強いられている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転の住宅団地の整備等と併せ、住宅再建、移転促進に向けた個別相談対応を
実施することにより、被災者の早期住宅再建を促すもの。

【各種計画上の位置付け】
　■石巻市震災復興基本計画
　

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（15）住宅再建等の手続き支援、改修相談・啓発支援事業

細要素事業名 仮設団地における移転促進に向けた個別相談対応（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 44 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １，２６０千円

【事業概要】
　鮎川中心部に立地していた牡鹿ホエールランドは、東日本大震災の津波により甚大な被
害を受け、解体を余儀なくされた。
　今後、防災集団移転促進事業と併せて、鮎川の中心部のまちづくりを進めていくなか
で、商業・観光業を再生させるための中核施設として、ホエールランドを復旧整備してい
くにあたり、基本構想を策定するもの。
　本基本構想は、施設に展示するものなどの施設概要を検討し、施設の規模感を決定する
ものである。
　※施設の規模感を早急に決定しないと、嵩上げすべき範囲を決められない。

【東日本大震災の被害との関係】
　鮎川中心部に立地していた牡鹿ホエールランドは、東日本大震災の津波により、甚大な
被害を受け、すでに解体済みである。

【基幹事業との関連性】
　鮎川地区の防災集団移転促進事業と併せて、鮎川地区中心部のまちづくりを進め、当該
地区、ひいては、牡鹿全体の地域活性化を図るもの。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　第３章　施策の展開
　施策大綱３ 自然への畏怖の念を持ち、自然とともに生きる
　　４ 地域資源を活かす
　　（１）観光業・施設の再生復興

【当面の事業概要】
Ｈ２５年度　　基本構想（概略規模等検討）
Ｈ２６年度　　基本計画・設計
Ｈ２７年度　　実施設計
Ｈ２８年度～　本体工事

【事業費内訳】
Ｈ２５年度　基本構想策定業務委託料 1,260,000円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（６）公共・公益施設整備調査事業

細要素事業名 牡鹿ホエールランド基本構想策定事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 46 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １，２６０千円

【事業概要】
　雄勝中心部に立地していた雄勝硯伝統産業会館、雄勝インフォメーションセンター、雄
勝石ギャラリーの３施設は、東日本大震災の津波により甚大な被害を受け、解体を余儀な
くされた。
　今後、防災集団移転促進事業と併せて、雄勝中心部のまちづくりを進めていくなかで、
商業・観光業を再生させるための中核施設として、雄勝硯伝統産業会館を複合的に整備し
ていくにあたり、基本構想を策定するもの。
　本基本構想は、施設に展示するものなどの施設概要を検討し、施設の規模感を決定する
ものである。
　※施設の規模感を早急に決定しないと、嵩上げすべき範囲を決められない。

【東日本大震災の被害との関係】
　雄勝中心部に立地していた雄勝硯伝統産業会館、雄勝インフォメーションセンター、雄
勝石ギャラリーは、東日本大震災の津波により、甚大な被害を受け、すでに解体済みであ
る。

【基幹事業との関連性】
　雄勝地区の防災集団移転促進事業と併せて、雄勝中心部のまちづくりを進め、当該地
区、ひいては、雄勝全体の地域活性化を図るもの。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　第３章　施策の展開
　施策大綱３ 自然への畏怖の念を持ち、自然とともに生きる
　　４ 地域資源を活かす
　　（１）観光業・施設の再生復興

【当面の事業概要】
Ｈ２５年度　　基本構想（概略規模等検討）
Ｈ２６年度　　基本計画・設計
Ｈ２７年度　　実施設計
Ｈ２８年度～　本体工事

【事業費内訳】
Ｈ２５年度　基本構想策定業務委託料 1,260,000円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（６）公共・公益施設整備調査事業

細要素事業名 雄勝硯伝統産業会館基本構想策定事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 9 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １８，９００千円

【事業概要】
　竹浜地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。
　
【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２５年度）
　平成２６年度からの宅地供給開始を予定している竹浜地区の宅地造成工事完了時期に合
わせ、水道施設の整備を完了させる。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当
でないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸
水被害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを
確保するため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
　竹浜地区水道施設整備工事
　　　   配水管布設工事　　 延長376ｍ　工事費　18,900千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 竹浜地区水道施設整備事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 10 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２１，０００千円

【事業概要】
　鹿立浜地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。
　鹿立浜団地は高台に位置しており既設配水管からの直接供給は困難なことから増圧ポン
プ　施設の整備を併せて行う。
　
【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２５年度）
　平成２６年度からの宅地供給開始を予定している鹿立浜地区の宅地造成工事完了時期に
合わせ、水道施設の整備を完了させる。また、配水管を布設する道路において、道路改修
工事が予定されているため、道路施工前に配水管の敷設を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当
でないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸
水被害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを
確保するため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
　鹿立浜地区水道施設整備工事
　　　配水管布設工事　　　延長114ｍ、増圧ポンプ設備工事　　工事費　21,000千円
　

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 鹿立浜地区水道施設整備事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 17 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ４８，３００千円

【事業概要】
　前網浜地区防災集団移転団地の飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。
　
【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２５年度）
　平成２６年度からの宅地供給開始を予定している前網浜地区の宅地造成工事完了時期に
合わせ、水道施設の整備を完了させる。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当
でないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸
水被害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを
確保するため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
　前網浜地区水道施設整備工事
　　　配水管布設工事　　延長 970ｍ  工事費 　48,300千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 前網浜地区水道施設整備事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 29 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １，５００千円

【事業概要】
　小指地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。
　
【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２５年度）
　平成２６年度からの宅地供給開始を予定している小指地区の宅地造成工事完了時期に合
わせ、水道施設の整備を完了させる。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当
でないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸
水被害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを
確保するため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
　小指地区水道施設整備工事
　　　　配水管布設工事　　延長16ｍ　工事費　1,500千円
　

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 小指地区水道施設整備事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 31 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １３，０００千円

【事業概要】
　小室地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。
　
【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２５年度）
　平成２６年度からの宅地供給開始を予定している小室地区の宅地造成工事完了時期に合
わせ、水道施設の整備を完了させる。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当
でないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸
水被害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを
確保するため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
　小室地区水道施設整備工事
　　　　配水管布設工事　延長157ｍ　工事費　13,000千円
　

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 小室地区水道施設整備事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 16

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ９，２４０千円

【事業概要】
　防災集団移転対象者に提供する移転先住宅用地について、権利所有者や、居住者、借地料
等の情報を管理し、市有財産の適正な維持管理に努めるもの。
　防集団地の維持管理については、膨大な費用が発生すると見込まれるところ、管理システ
ムを構築することにより、維持管理費を抑えることを目的とする。
　なお、構築するシステムの具体的な内容としては、借地する宅地（防集で整備したもの）
の世帯主情報、固定資産評価額、借地料の支払状況、滞納額等の情報を一元的に管理するも
のである。

※防集で整備した宅地を借地する場合、借地料を徴収することになるが、本市では、宅地を
借地した前例がないため、借地料の支払状況、滞納額等を管理するシステムがない。

【東日本大震災の被害との関係】
　本市では、東日本大震災で甚大な被害を受けた地域を移転促進区域（災害危険区域）と
し、その地域に住んでいた方々を防災集団移転により、安全かつ良好な住環境に居住させる
こととしている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転事業により、住居を新しくする被災者のために、防集団地を適正に維持・管
理していくもの（維持管理に膨大な費用が発生することにより、住民サービスの質が落ちな
いよう、維持管理費用を抑えるために、初期投資として、システムを構築するもの）。

【事業費の概要】
　住宅用地管理システム　一式　9,240,000円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１）市街地整備コーディネート事業

細要素事業名 防災集団移転先住宅用地管理事業（平成25年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 16 - 1 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】
　石巻市の中心市街地に位置し、そのランドマーク的な建築物として全国的に著名な「旧観
慶丸商店（現陶芸丸寿かんけい丸　以下「かんけい丸」という。）」の建物について、保存
修復し、中心市街地における文化的な観光交流施設として活用する。
　本事業は、市街地再開発事業や復興公営住宅の整備により、復興を押し進めている中心市
街地の活性化の一助として、観光施設としての文化財展示スペースや住民の交流スペースを
新たに整備するものである。
　具体的には、おもに１階、２階部分を補強・改修し、文化財や震災の記録、復興の歩み等
を展示し、さらには震災語り部を常駐させること等により、全国から訪れる方々に震災の教
訓と復興の状況を知ってもらうとともに、地域住民との交流を目的とした施設とする。
　なお、震災遺構としての保存も検討していたが、被災の程度が比較的小さいことを鑑み、
修繕し、観光交流スペースとして活用する。

【東日本大震災の被害との関係】
　当該建築物は市の中心市街地にあり、東日本大震災で、津波の直撃を受け、一帯は大きな
被害を受けた。かんけい丸自体も、１階は津波被害、全体として地震被害を受けている。
　震災時は営業休止中であったが、その後店舗部分は、ＮＰＯ法人が所有法人の許可を得て
最小限度の補修を施し、交流施設として１階のみを利用している。

【基幹事業との関連性】
　石巻市の中心市街地においては、複数の市街地再開発事業が計画されており、それに伴う
復興公営住宅や生鮮マーケット等の整備により、当該地区の定住人口、交流人口の増加が見
込まれる。
　中心市街地に居住する地区住民の交流スペースとして、また、外から人を呼びこむ観光ス
ポットとして、かんけい丸を整備することにより、再開発事業の効果を高めるものである。

【各種計画上の位置付け】
石巻市震災復興基本計画
　施策大綱４　未来のために伝統・文化を守り、人・新たな産業を育てる
　　１　未来の人を育てる
　　　(1) 学校教育・社会教育施設等の復旧・復興

【当面の事業概要】
※今年度分の24,600千円のみ提出。来年度以降は、暮らしにぎわい再生事業の活用も検討
Ｈ２５年度　応急修繕　　3,000千円
※主に雨水対策として地震により被害を受けた天井の補修、窓（ガラス破損）の応急修繕等
を実施（先に実施しなければ、雨水が建物に入り込み、被害が拡大してしまう）
　　　　　　調査・設計　　21,000千円
Ｈ２６年度　本体工事及び工事監理　　101,600千円
Ｈ２７年度　オープン

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（42）観光交流・物産センター整備事業

細要素事業名 かんけい丸整備事業（平成25年度）

全体事業費 ２４，０００千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 10 - 5

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ９０，０００千円

【事業概要】
　区画整理事業を展開する区域には、津波で流出した建物の基礎や工作物が残存しており、
区画整理事業の円滑な推進に支障をきたすことが考えられる。
　このため、これらの撤去工事を早期に実施することにより、区画整理事業を円滑にし、当
地区の復興を迅速に進めるものとする（平成26年度から着手する整地を行う前に、平成25年
度中にがれきの除去・撤去を行う）。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
第５章重点プロジェクト
　２　住宅再建復興プロジェクト
　　　土地区画整理事業（門脇地区）
　　　津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に整備。
　
■都市計画決定：平成25年2月19日
■事業計画決定：平成25年9月20日
　
【当面の事業概要】新門脇地区　都市再生区画整理事業用地整備事業
　＜平成25年度＞
　　建物基礎・工作物撤去　約140戸

【事業費内訳】
　別紙「（7）市街地整備事業予定地区のがれき除去・撤去事業　事業費内訳 」を参照

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(７) 市街地整備事業予定地区のがれき除去・撤去事業

細要素事業名 新門脇地区区画整理事業地内のがれき撤去事業（平成25年度）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 16 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ７８７，３００千円

【事業概要】
　湊西地区は産業系ゾーンとして位置づけられており、水産加工業等の集積や都市基盤の整
備を行うため、土地区画整理事業により高盛土道路の整備を含めた面的な整備を実施し復興
を推進する。
　また、事業の推進にあたっては、地域の特色、住民等の意向を十分に反映した土地利用計
画を策定する必要があり、そのための基本設計、路線測量等調査設計業務を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災による津波と地盤沈下により壊滅的な被害を受け、大部分の家屋が流失し、
雨水排水ポンプ場も冠水により機能が失われた。また、操業していた事業所についても操業
が不可能となり、金銭的及び人的に甚大な被害を受けた。
　
【基幹事業との関連性】
　区画整理事業実施前に各種基本調査業務を行う。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
　Ｐ99、100　第４章地区別整備方針　２市街地エリア　（２）東部市街地復興整備方針
　②復興整備方針
　・非可住エリアについては、高盛土道路による交通の利便性を活かし、石巻漁港を活用
　　する水産加工業等の集積する産業ゾーンとして整備推進します。
　・産業の活性化や雇用の場の確保と拡充に向け、震災復興特区を活用した企業誘致と
　　新産業の育成を推進します。
　
■都市計画上の位置付け
　平成25年6月21日　都市計画決定
■事業計画上の位置付け
　平成26年1月14日　事業計画決定
　
【当面の事業概要】
＜平成25年度＞　　５０９，８００千円
　　工事基本設計、工事実施設計、路線測量、地質調査、事業調査、換地設計、
　　街区確定測量、画地確定測量、補償調査
＜平成26年度（参考）＞
　　工事実施設計、施工監理、仮換地指定、換地設計、街区・画地点測設、補償調査
＜平成27年度（参考）＞
　　工事実施設計、施工監理、仮換地指定、換地設計、街区・画地点測設、補償調査

【事業費内訳】
別紙、「効果促進事業（調査設計）　事業費内訳」を参照

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 湊西地区土地区画整理事業に係る調査設計等業務（平成25年度）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 17 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １１５，０００千円

【事業概要】
　中央一丁目地区は、住居系ゾーンとして位置づけられており、被災者の住宅再建の場、宅
地取得困難な市民の受け皿として、土地区画整理事業により面的な整備を実施し復興を推進
する地区である。
　事業の推進にあたっては、地域の特色、住民等の意向を十分に反映した土地利用計画を策
定する必要があり、そのための基本設計、路線測量等の調査設計業務を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　本地区は、店舗兼住宅の建物により、石巻市の中心市街地の一画を形成していた市役所大
通りを中心とした地区である。震災による津波被害により建物の数が減り、空き地が増え居
住・営業している建物は散在している状況になり、店舗が連続した“商店街”のイメージで
はなくなってきている。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業実施前に各種基本調査業務を行う。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
第４章地区別整備方針　（1）西部市街地復興整備方針
・中心市街地については、商業機能のみならず、居住機能の充実を図ります。
・中心市街地商店街では復旧・復興に向けて震災復興特区の活用による支援を推進するほ
か、地域住民との連携を図りながら、市街地再開発事業等の導入を見据えた商業・居住の再
生・活性化に向けた取り組みを推進します。

■都市計画上の位置付け
　平成25年8月16日　都市計画決定
■事業計画上の位置付け
　平成26年1月14日　事業計画決定

【当面の事業概要】
＜平成25年度＞　　３３，０００千円
　換地設計、補償調査、街区測量、工事実施設計
＜平成26年度（参考）＞
　工事実施設計、施工管理、補償調査、事業計画変更
＜平成27年度（参考）＞
　工事実施設計、施工管理、補償調査

【事業費内訳】
　別紙、「効果促進事業　事業費内訳」を参照【各種計画上び位置付け】

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 中央一丁目地区土地区画整理事業に係る調査設計等業務（平成25年度）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 45 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １０，８００千円

【事業概要】
　東日本大震災により被災したさけ人工ふ化場を本復旧させるため、震災により変貌した地
盤や水質・水源等を調査・選定し、新たなさけふ化場の基本構想・基本計画の策定を行うも
の。なお、基本的には、現地復旧を見込んでいる。

【東日本大震災の被害との関係】
　市内に２ヶ所あったさけ人工ふ化場（雄勝・大原川、牡鹿・後川）は、東日本大震災での
津波により、壊滅的な被害を受けた。
　牡鹿後川ふ化場については未復旧で、３，０００千尾だった震災前の放流量も、現在は稚
魚を他地域から１，０００千尾購入し放流するにとどまっている。
　このため、早急に放流量を回復させ、数年後に安定した漁獲に戻すため、さけ人工ふ化場
を本復旧させる必要がある。

【基幹事業との関連性】
　牡鹿地区の被災者は漁業を生業としており、さけ漁は、安定した収入源となっていた。防
災集団移転促進事業等により高台移転する被災者には漁業者も多く含まれており、後川ふ化
場を復旧させ、放流量を回復し、安定した漁獲量に戻すことで、被災者の生業の再生を図
り、防災集団移転促進事業の効果を高めるもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　施策大綱３　自然への畏敬の念を持ち、自然とともに生きる
　　１　海とともに生きる　(3)　被災水産業への再建支援　・沿岸漁業の復旧・復興支援
　　　○沿岸漁業の生産環境の早期復旧・復興のため、共同利用施設等の整備や稚魚・稚貝
　　　　の放流及び漁船漁業・養殖業の経営再建の取組みに対する支援を行います。

【当面の事業概要】
　・水源、水質調査　　9,400,000円
　・基本計画策定　　　1,400,000円
　※別添見積書から、端数を切り上げしたもの。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（39）地域振興・産業誘致に向けた調査事業

細要素事業名 さけ人工ふ化場整備基本計画策定事業（牡鹿地区）（平成25年度）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 46 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １２，７００千円

【事業概要】
　　東日本大震災により被災したさけ人工ふ化場を本復旧させるため、震災により変貌した
地盤や水質・水源等を調査し、建設場所、水源等を調査・選定し、新たなふ化場を整備する
ための基本構想・基本計画の策定を行うもの。なお、復旧する場所は３箇所候補地があり、
現地復旧を含めて、基本構想の中で検討する。

【東日本大震災の被害との関係】
　津波により、市内に２ヶ所あったさけ人工ふ化場（雄勝・大原川、牡鹿・後川）が被災
し、壊滅的な被害を受けた。
　現在は雄勝大原川ふ化場については応急復旧を行い、ふ化事業を再開しているものの、震
災前は３，５００千尾であった放流量が１，８００千尾に激減している。
　このため、早急に放流量を回復させ、数年後に安定した漁獲に戻すため、さけ人工ふ化場
を本復旧させる必要がある。

【基幹事業との関連性】
　雄勝地区の被災者は漁業を生業としており、さけ漁は、安定した収入源となっていた。防
災集団移転促進事業等により高台移転する被災者には漁業者も多く含まれており、大原川ふ
化場を復旧させ、放流量を回復し、安定した漁獲量に戻すことで、被災者の生業の再生を図
り、防災集団移転促進事業の効果を高めるもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　施策大綱３　自然への畏敬の念を持ち、自然とともに生きる
　　１　海とともに生きる　(3)　被災水産業への再建支援　・沿岸漁業の復旧・復興支援
　　　○沿岸漁業の生産環境の早期復旧・復興のため、共同利用施設等の整備や稚魚・稚貝
　　　　の放流及び漁船漁業・養殖業の経営再建の取組みに対する支援を行います。

【当面の事業概要】
　・水源、水質調査　　11,300,000円
　・基本計画策定　　 　1,400,000円
　※別添見積書から、端数を切り上げしたもの。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（39）地域振興・産業誘致に向けた調査事業

細要素事業名 さけ人工ふ化場整備基本計画策定事業（雄勝地区）（平成25年度）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 17

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３８，１００千円

【事業概要】
　防災集団移転促進事業の跡地となる中瀬地区を活用し、地区周辺で計画している再開発事
業や河川堤防事業等と一体となり、市街地の暮らし・賑わいの創出、再生に寄与するため、
全域公園化することとしている。
　ついては、中瀬全体の公園設計、調査を行い、地区周辺の再生が早期に進むよう、事業化
に向けた検討を行うもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　中瀬地区は、旧北上川の中州に位置し、無堤防地区でもあったため、津波によりほとんど
の建物が流失した。このことにより、新たな土地利用の検討を余儀なくされ、平成２４年１
２月１日に災害危険区域に指定し、非可住地域となっている

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転跡地を有効に活用するため、移転促進区域の公園整備に必要な調査設計を行
うもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　公園緑地の整備

【当面の事業概要】
　調査設計業務（平成２６年度）
　　測量調査、地質調査、補償調査、公園基本設計

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 中瀬公園基本設計業務（平成26年度分）

単位 数量 金額（千円）
ha 4.2 6,080
本 2 15,900
式 1.0 2,840
ha 4.2 13,280

38,100

項目

測
量
設
計
費

測量調査費
地質調査費
補償調査費
設計費（基本）
測量設計費計



参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

★ Ｄ 16 － 1 － 2

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ０千円

【事業概要】
  市街地再開発事業等により新たに発生する交通需要及び現状の石巻駅前第一自転車駐車場
の機能確保を行う必要があることから、石巻駅前第二自転車駐車場に自転車需要に対応した
自転車駐車場を整備するもの。
　なお、本整備により、震災時の移動手段の確保にも役立つものとなる。
　（２階建て、鉄骨造、自転車600台、バイク60台）
　
【当面の事業概要】
　石巻駅前自転車駐車場整備事業
　　平成26年度　測量費　1,404千円
　　　　　　　　設計費　4,860千円
　　　　　　　　　計　　6,264千円
　　※平成26年度は事業を実施していないことから、事業を廃止する。
　
　　平成27年度　本体工事費：鉄骨造2階建　延床面積854㎡　　83,052千円
　　　　　　　　付帯工事費：駐輪ラック（ラック数600台）　  5,832千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　88,884千円
　
【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により石巻駅周辺は浸水し、また、全国的な物資不足の中で、燃料の確保に
困難を来たし、自動車が機能しなかった状況の中で、自転車が有効的に機能したことから、
自転車駐車場の新たな整備を行うことにより、震災時の移動手段の確保につなげる。

【基幹事業との関連性】
　石巻駅周辺地区においては、多数の市街地再開発事業が予定されており、それに伴い、人
口の増加が見込まれる。そのため、新たに発生する自転車需要に対応した自転車駐車場の整
備を行うもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策の大綱　３自然への畏敬の念を持ち、自然とともに生きる
　　　　　　　節　２川とともに生きる
　　　　　　細節　１中心市街地商店街の復旧・復興
　　　　　事業名　市街地再開発事業

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（25）市街地復興関連小規模施設整備事業

細要素事業名 石巻駅前自転車駐車場整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 18

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １６，８６５千円

【事業概要】
　本市では、被災市街地を中心に数多くの復興事業が行われているが、市内の中でも特に石
巻広域都市計画区域内における土地利用の方向性については、その見直しや具体な都市計画
による制限等について検討が行われていない。
　そのため、新蛇田地区や新渡波地区といった新市街地の整備や、湊地区や釜地区等の既成
市街地の再整備等が行われている区域を中心に、本市の将来像とそれに向けた具体な土地利
用の在り方について整理・見直しを行い、適切な規制・誘導を図る必要がある。
　本業務は、市街地の復興を踏まえた将来都市像の整理を行うとともに、まちづくりにおけ
る具体な規制・誘導を図る適切な都市計画を定めていくため、それらの課題整理や土地利用
方針を検討するとともに、宮城県の行う区域区分の都市計画決定手続きに合わせた必要な調
査・検討を行っているものである。

【当面の事業概要】
　別紙資料のとおり（今回は、平成26年度分を提出するもの）
　　平成25年度事業費　　7,265千円
　　平成26年度事業費　　9,600千円

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により、市街地の広範が甚大な被害を受け、それに伴い多くの復興事業が行
われているところであるが、各種市街地整備事業が行われている区域においては土地利用の
在り方を整理・見直しをする必要が生じている。

【基幹事業との関連性】
　本業務は、防災集団移転促進事業を行うことにより、土地利用の整理・見直しをする必要
がある区域（移転跡地・移転先地）における新たな土地利用方針を検討し、適切な規制・誘
導を図っていくものである。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　１　減災まちづくりの推進　　(1)　都市基盤の復旧・復興
　
　

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 土地利用計画策定業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 19

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ５７，０００千円

【事業概要】
　防災集団移転促進事業による移転対象者の早期生活再建を目的として、従前地の土地売買
契約に係る抵当権や相続に関する司法書士相談を業務委託するとともに、契約日時の予約電
話受付や契約時における事務補助業務委託を行う。
　また、震災復興基本計画に位置づけられた街路整備等を迅速に推進するため、用地補償事
務に係る人的支援の一環として、用地取得に関する業務委託を行う。
　さらには、土地売買契約締結に伴う所有権移転処理を迅速かつ適切に行うため、嘱託登記
業務委託を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　迅速な震災復興事業の推進を図るため、用地取得が停滞することがないよう事務処理体制
を整える必要がある。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業及び街路整備事業等を円滑に推進するため、用地取得に関する体制
を整備するもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１都市基盤の復旧・復興　◆沿岸部集落の整備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◆道路・橋りょうの整備
　　　　事業名　防災集団移転促進事業
　　　　　　　　道路・橋りょう整備事業

【当面の事業概要】
　全体事業費　57,000千円
　①専門家相談業務　7,862,000円
　　・司法書士無料相談会（2名：104日）
　②契約事務補助業務　27,838,000円
　　・各種電話相談事務及び電話予約受付事務（3名：240日）
　　・契約事務補助（3人：240人）
　③用地取得業務　7,300,000円
　　・価格提示から用地交渉までの事務
　④嘱託登記委託業務　14,000,000円
　　・所有権移転登記（約1,000件）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１） 市街地整備コーディネート事業

細要素事業名 土地取得迅速化業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 20

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ８，０００千円

【事業概要】
　石巻文化センターは、博物館・美術館機能、社会教育機能、屋外交流機能、情報センター
機能を持ち、本市の文化芸術の中心的施設であり、また、石巻市民会館は、１５００人収容
の大ホールを持ち、文化芸術の発表・鑑賞の場として機能していたが、両施設とも津波の直
撃を受け、使用不能となったため、新たに、博物館機能・文化ホール機能を持った複合文化
施設を整備することとしている。
　この整備に向けた基本構想を平成２６年度４月までに庁内決定し、その後基本計画の策定
に着手するもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　石巻文化センターは、南浜町に位置し、津波の直撃を受け１階が大破しており、一帯は災
害危険区域となっている。また、石巻市民会館は、旧北上川沿いに位置し、川を遡った津波
が直撃し、使用不能となっており、両施設とも解体されている。

【基幹事業との関連性】
　移転促進区域及び移転促進区域に隣接する地域に所在していた市の代表的な施設を複合施
設として復興させ、また、防災集団移転事業と複合文化施設の整備を併せて行うことによ
り、防災集団移転者を含む被災市民の文化的生活を後押しする。
 また、当該施設については、集団移転促進区域に立地していた施設であるということもあ
り、市街地の防集団地も再建する場所の候補地の一つとなっている。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　第３章　施策の展開
　施策大綱４ 未来のために伝統・文化を守り、人・新たな産業を育てる
　　１ 未来の人を育てる
　　（１）学校教育・社会教育施設等の復旧・復興
　　　「博物館機能及び文化ホール機能施設整備事業」

【当面の事業概要】
平成２５年度　基本構想(案）策定（施設の方向性や場所の検討）
平成２６年度　基本構想策定、財源協議、基本計画策定
　　　　　　　（施設の具体的な内容・場所を決定）、設計者選定
平成２７年度　基本設計（施設内の配置、概算事業費の確定、整備方針の決定）
平成２８年度　実施設計　　平成２９年度　着工　　平成３１年度　開館

【事業費内訳】
平成２６年度　基本計画策定業務　　8,000,000円
　※参考　基本構想策定業務　　9,975,000円（平成25年度）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（６）公共・公益施設整備調査事業

細要素事業名 複合文化施設基本計画策定事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 21

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ６７，２３２千円

【事業概要】
　市立高等学校統合整備事業に関連して、通学路の安全確保及び来校者や大型バスなどの通
路としての市道等を改善整備する（最大幅員4～6ｍから全体10.5ｍに拡幅）。
　当該道路は、隣接する日和山公園の園路で、曲がりが連続し狭隘な箇所であった。統合整
備事業により本道路が正門への連絡路となることから、道路線形の見直し、歩道の整備、車
道の拡幅を実施することにより、高校の玄関口へのアプローチの安全性及び利便性を向上さ
せる。

【東日本大震災の被害との関係】
　渡波地区の沿岸部に立地していた市立女子商業高等学校は、今回の震災の津波により壊滅
的な被害を受け校舎の使用が不可能な状況となっており、現在、市立女子高等学校の敷地内
に仮設校舎を建設して授業を継続している。
　そのため、被災した市立女子商業高等学校を、市立女子高等学校と統合して新たな市立高
等学校を創設することにより、実業系の教育に強みを持つ両校の教育基盤を強化し、震災か
らの復興という「まちづくり」に貢献する生徒を輩出するための教育を展開することとして
いる。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業等により住居を新たにする被災者の教育環境を整えるために、被災
した市立高等学校を統合整備し、それにより、生徒の定員数や校舎の配置等が変わることか
ら、それらに併せた学校周辺の環境整備を行うもの。

【各種計画上の位置付け】
（石巻市震災復興基本計画の該当箇所）
施策大綱４　未来のために伝統・文化を守り、人・新たな産業を育てる
　　　　　　　　　１　未来の人を育てる
　　　　　　　　（１）学校教育・社会教育施設等の復旧・復興

【当面の事業概要】
　平成２６年度　実施設計及び整備工事
　平成２７年度　４月開校

【事業費内訳】
　実施設計費　2,500千円　　用地補償費　2,200千円　　樹木移設費　6,000千円
　石垣等支障物撤去費　4,010千円　　公園整備費（移設）　3,000千円
　本工事費　49,522千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(16) 学校就学環境整備事業

細要素事業名 市立高等学校統合に伴う周辺環境整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 22

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ４０，０００千円

【事業概要】
　災害公営住宅への入居募集に際して、今後の建設計画、家賃制度等を十分に説明し、被
災者の意向に沿った地区への入居案内を行い、入居手続事務補助を行う。
　また、実施結果について十分に分析、検証することで今後の管理運営においても活用が
期待される。

【当面の事業概要】
・入居募集支援業務　40,000千円（民間委託）

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により、全壊22,357棟、半壊11,021棟（平成24年6月末時点）の建物被害が
あり、4,000戸の災害公営住宅整備が必要とされている。

【基幹事業との関連性】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当
でないと認められるため、自力再建の方は防災集団移転促進事業により、自力での再建が
難しい方は災害公営住宅整備事業により地区内住民の移転を行うに当たり、移転希望場所
や入居時期等の受付窓口を設置し、再建を支援するもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　２市民の不安を解消し、これまでの暮らしを取り戻す
　　　　　　節　２住まいの再建
　　　　　細節　１恒久住宅の復旧・復興

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（15）住宅再建等の手続き支援、改修相談・啓発支援事業

細要素事業名 災害公営住宅入居募集支援事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 23

躯体工事

特殊基礎工事

内装工事

（備蓄倉庫）

設備工事

（備蓄倉庫）

※躯体、特殊基礎工事については、避難場所・備蓄倉庫の分を面積按分して算出

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（28）防災拠点施設整備事業

細要素事業名 災害公営住宅津波一時避難施設整備事業（平成26年度分）

全体事業費 ７６，５００千円

【事業概要】
　地域防災計画（津波被害対策編）における避難困難区域に整備する復興公営住宅において
「石巻市津波避難場所等整備事業補助金交付石巻市津波避難場所管理協定基準に係るガイド
ライン」に規定する「津波一時避難施設」を整備し、災害時における防災機能の強化を図
る。
　本事業により、通常時に「備蓄倉庫」と使用し、災害時は「一時避難場所」として使用す
る部屋を災害公営住宅内に整備する。避難場所は、50人程度を収容できる大きさを想定して
いる（避難者が要介護者や老人・子どもの際には、屋上等に長時間滞在することが困難なこ
とから、最低限の人数を収容できるスペースを確保するもの。）

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により甚大な被害を受けた経験を踏まえ、避難者が多数発生した場合にも、
人命を守ることを最優先に、緊急に避難する場所としての津波一時避難スペース及び備蓄倉
庫を整備し、津波来襲時に市民等が円滑に避難できるよう、避難対策を構ずる。

【基幹事業との関連性】
　緊急時において、防災集団移転者を含む周辺住民が一時的に避難する場所を整備する。

【各種計画上の位置付け】
　■ 石巻市震災復興基本計画
　　 施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　 節　１新たな防災体制の構築
　　　　 細節　１防災施設の整備

【当面の事業概要】
　　・平成２５～２６年度実施地区　５地区９箇所
　　（住居を優先することにより、1棟あたりに整備できる避難スペースは限られている
が、
　　　１人でも多くの周辺住民を避難させるため、住宅を複数棟整備する地区については、
　　　棟毎に整備する。）

工種 （内容） 工事費

コンクリート 2,500

鉄筋 2,000

型枠 500

杭工事 2,000

床：フローリング程度 400

壁：断熱材+ボード+クロス 300

天井：ボード+軽鉄下地 300

照明器具 420

配線工事 80

合計 8,500



※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要

素事業ごとに作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

地区 Ｈ25年度 Ｈ26年度 合計

　　４.年度別事業費

今回の要求については、平成26年度分の事業費を要求するもの。

3箇所（3棟）

黄金浜① 6,800 10,200 17,000 2箇所（2棟）

湊 15,300 10,200 25,500

黄金浜② 7,800 9,200 17,000 2箇所（2棟）

渡波新沼 2,550 5,950 8,500

　H25及びH26年度事業費については、災害公営住宅本体の進捗を想定して按分するも
の。要求の5地区については、すでに宮城県と工事代行委託契約を締結し、事業を進
めている。

湊筒場 2,550 5,950 8,500

合計 35,000 41,500 76,500



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 8

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ７３，７６５千円

【事業概要】
　東日本大震災に伴う被災者支援制度は多種あり、すべて並行して相談等の窓口業務を行っ
ている。震災直後から現在までは、窓口業務から生じる人員不足は人材派遣により対応して
きたが、今後の震災復興が復旧期から再生期へと移行していく中で、住宅再建等の支援が更
に拡大し、支援期間も長期化することが予想されるため、震災後４年目を迎える平成２６年
度から被災者支援の窓口業務を委託する。
　市独自の住宅再建支援補助金　　約5,500世帯（見込み）
※ 本市では、住宅再建に係る相談窓口（本庁本設）を3つに分けており、1つ目が防災集団
移転促進事業による住宅再建者用、2つ目が復興公営住宅による住宅再建者用、3つ目とし
て、自力再建者用（区画整理事業参加者等）としている。

【東日本大震災の被害との関係】
　業務委託する事業は、東日本大震災の被災者を対象とするもので、被災者の住宅再建等を
支援する事業内容である。

【基幹事業との関連性】
　震災復興が再生期へと移行していく最中、自力再建する被災者のための相談窓口は、本市
の独自事業である「被災者住宅再建事業」と「危険住宅移転事業」が相談の中心となってい
る。これらは、被災者の住宅再建を促進する事業であり、防災集団移転促進事業（がけ地近
接等危険住宅移転事業含む）や復興公営住宅整備と一体で取り組み、被災地の住まいの再建
を後押しするものである。
　また、既成市街地の区画整理事業地内における自力再建を促す効果を望めるものである。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　２市民の不安を解消し、これまでの暮らしを取り戻す
　　　　　節　１迅速な生活・健康支援と福祉・医療の確保
　　　　細節　１被災者への生活支援

【当面の事業概要】
　下記の相談窓口等の業務（電話対応、窓口相談、申請受付、入力作業等）を委託する。
　１　委託する業務
　　(1) 生活再建支援業務
　　　・被災者生活再建支援金　・災害義援金　・災害弔慰金　・災害援護資金
　　　・被災者住宅再建事業補助金　・被災者危険住宅移転事業補助金　など
　　(2) 仮設住宅支援業務
　　　・仮設住宅の入退去　・仮設住宅での生活全般に関する相談
　　　・仮設住宅からの移転費用補助　など
　２　委託人員　　期間を通して２０人（年）
　３　事 業 費　　７３，７６５千円
　　※ 落札差金により事業費の減額

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（15）住宅再建等の手続き支援、改修相談・啓発支援事業

細要素事業名 生活再建支援事業に係る手続き等支援業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １４，４１８千円

【事業概要】
　雄勝地区に新たに整備する小中学校・保育所・診療所は、雄勝すべての地区の住民が利用す
る公共施設であり、防災集団移転促進事業と併せて公共施設の整備を行い、雄勝地区住民の住
居及び生活利便施設を確保することとしている。
　これらの公共施設の整備に伴い、当該施設の飲用水等の供給に必要な水道施設の整備を行う
もの。
　配水計画の変更に伴い、雄勝小中学校分の水道施設（Φ50mm、L=220m）が災害復旧で実施で
きることとなったため、雄勝小中学校分の事業費を減額する。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災に伴う津波により、雄勝小学校、雄勝中学校、雄勝保育所、及び、雄勝病院
は、甚大な被害を受け全壊し、周辺は災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　雄勝小中学校、保育所、診療所は、雄勝すべての地区の防災集団移転促進事業で居住される
方々が利用する施設となることから、防災集団移転促進事業により雄勝地区に新たに整備され
る住宅団地の配置を踏まえて場所を決定したところであり、防集事業と併せて、これらの施設
を整備することにより、雄勝地区住民の生活利便性を高めるものである。
　
【各種計画上の位置付け】
第3章　施策大綱2　1 迅速な生活・健康支援と福祉・医療の確保
　　　　　　　　　  (4)地域医療の復旧・復興
　　　 施策大綱4　1 未来の人を育てる
　　　　　　　　　  (1)学校教育・社会教育施設等の復旧・復興
  　 　　　　　　   (2)子育て環境の復興

【当面の事業概要】
　配水管敷設及び付帯設備にかかる経費(235mの施工相当)
　平成26年度　10,709千円
　○測量費　3,000千円
　（作業計画協議調査300千円、中心線横断縦断測量1,500千円、一般管理費等1,200千円）
　○設計費　4,000千円
　（協議調査200千円、図面作成1,100千円、数量計算400千円、一般管理費等2,300千円）
　○工事監理費　  265千円
　○工事費　　　3,444千円
　※小中学校分の整備が、災害復旧該当となったため、事業費の減額
　
  平成27年度　3,709千円（参考）
　○工事監理費　　265千円
　○工事費　　　3,444千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 雄勝地区公共施設整備に伴う水道施設整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 24

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２６，０３１千円

【事業概要】
　東日本大震災から３年が経過し、新たな復興のステージへの歩みを進めるため、将来を見
据えた様々な事業の展開が必要となってきており、特に、震災の恐ろしさ、震災を通じて得
た教訓を後世に伝える「震災伝承」の取組は、将来の防災・減災に繋げていく意味でも大変
重要なテーマとなっている。
　本市では、平成25年11月に「石巻市震災伝承検討委員会」を設置し、震災による深い傷
跡、記憶、教訓などを風化させることなく後世に伝えるための各種施策等を検討し、提言を
まとめることとしている。
　このことから、震災の記憶をどのようなかたちで伝承すべきか、また、本市が果たすべき
使命はどのようなものなのかを検討するため、その円滑な実施につなげるための調査（事業
に必要となる諸条件の整理や概算経費の算出）を行う。

【当面の事業概要】
　・震災遺構保存意義の整理
　・震災遺構の候補となる施設等の調査と優先順位付け
　・震災伝承関連施設に必要な機能と規模に係る提案
　・他の被災施設との連携に係る提案
　・概算経費（維持管理費含む）の算出

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災における被災規模は、被災した自治体の中で最大であり、石巻市だけで岩手
県全県に匹敵する甚大な被災を受けている。
　石巻市震災復興基本計画では、東日本大震災による深い傷跡や、震災を通じて得られた教
訓について、全国各地から訪れる多くの人々や、後世の市民に永続的に伝承していくことを
目的とした各種震災伝承事業の実施を掲げており、震災からの教訓を後世に伝承するための
効果的な仕組を確立していく。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業により、多くの市民が津波の恐れのない高台や新市街地へ移住する
まちづくりを進めているが、併せて本事業を実施することにより、津波による被害等を防災
集団移転促進事業の移転先や移転元を含む市民及び来訪者に伝えることで、生涯にわたって
必要な防災能力を習得でき、地域社会における防災力の向上が図られる。また、防災集団移
転促進事業の移転促進区域の利活用も図られる。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　施策大綱１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　１　新たな防災体制の構築　　(4)　震災記録の伝承

【事業費内訳】
　・事業調査　　　15,431千円（H25）；参考
　　　　　　　　　10,600千円（H26)

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

震災・復興記録の収集・整理・保存

細要素事業名 震災伝承調査事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 25

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した

細要素事業ごとに作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １８，０００千円

【事業概要】
　黄金浜地区に整備する復興公営住宅に隣接する既存水路について、復興公営住宅敷地か
らの雨水排水対策として、水路の整備を行う。
　現在の水路は土側溝であり、適正な排水勾配が確保されていないため、降雨時には、水
路周辺に水が溢れ、降雨後は側溝内に雨水が滞る状況である。
　コンクリートＵ側溝の整備により適正な排水勾配を確保することで、雨水排水対策を行
うもの。（施工内容：U型側溝300　L=250m）
　なお、当該復興公営住宅については、工事着手済みであり、H26年度内の完成を見込んで
いる。

【基幹事業との関連性】
　復興公営住宅は、防災集団移転促進事業の移転促進区域に住まわれていた被災者の移転
先の一つである。
　雨水排水対策としての水路を整備することにより、復興公営住宅及び周辺居住者の住環
境の向上に繋がるものである。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により、全壊22,357棟、半壊11,021棟（平成24年6月末時点）の建物被害が
あり、4,000戸の災害公営住宅の整備が必要となっている。

【各種計画上の位置付け】
■石巻市震災復興基本計画の以下の章に位置付けられている。
第3章　施策大綱２　２住まいの再建　（１）恒久住宅の復旧・復興
第5章　重点プロジェクト　２住宅再建復興プロジェクト

【当面の事業概要】
■平成26年度 実施設計　 3,000千円
　　　　　　 工　　事　15,000千円　土　工　1,500千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　 側溝工 13,500千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（25）市街地復興関連小規模施設整備事業

細要素事業名 黄金浜地区復興公営住宅周辺水路整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 10 - 6

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３８，８００千円

【事業概要】
　津波襲来時に市民等が円滑に避難できるよう、緊急に避難するための高台避難路を整備す
るもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災は、かけがえのない生命や財産を一瞬のうちに奪い、本市に未曾有の被害を
もたらした。
　津波被害の発生を完全に防ぐことは不可能であり、津波に対しては「逃げる」ことで被害
を最小化する「減災」の考え方を防災の基本とし、さまざまな対策を組み合わせて津波災害
に備えていくことが必要である。

【基幹事業との関連性】
　新門脇地区区画整理事業と併せて、緊急に高台へ避難するための避難路を整備することに
より、安全・安心なまちづくりを行うものである。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市地域防災計画】
　　　津波対策編
　　　　　　章　２津波予防対策
　　　　　　節　５避難対策

【当面の事業概要】
　照明灯　　３基
　セパレート型照明　　１基－４連
　園路広場整備工（階段・スロープ）
　管理施設整備工（転落防止柵・手すり）
　構造物撤去工

【概算事業費内訳】
　敷地造成工　　　　　639,640円
　擁壁工　　　　　　8,611,464円
　電機設備工　　　　4,666,470円
　園路広場整備工　　3,830,651円
　管理施設整備工　　2,963,350円
　構造物撤去工　　　　 78,046円
　共通仮設費　　　　2,904,500円
　現場管理費　　　　8,276,000円
　一般管理費等　　　3,944,879円
　計　　　　　　　 35,915,000円（税抜）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（28）防災拠点施設整備事業

細要素事業名 赤坂神社西側地区高台避難路整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 10 - 7

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ７，５００千円

【事業概要】
　津波襲来時に市民等が円滑に避難できるよう、緊急に避難するための高台避難路を整備す
るもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災は、かけがえのない生命や財産を一瞬のうちに奪い、本市に未曾有の被害を
もたらした。
　津波被害の発生を完全に防ぐことは不可能であり、津波に対しては「逃げる」ことで被害
を最小化する「減災」の考え方を防災の基本とし、さまざまな対策を組み合わせて津波災害
に備えていくことが必要である。

【基幹事業との関連性】
　新門脇地区区画整理事業と併せて、緊急に高台へ避難するための避難路を整備することに
より、安全・安心なまちづくりを行うものである。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市地域防災計画】
　　　津波対策編
　　　　　　章　２津波予防対策
　　　　　　節　５避難対策

【当面の事業概要】
　照明灯　　２基
　セパレート型照明　　１基－３連

【概算事業費内訳】
　照明設備工　　　　3,610,980円
　ケーブル配管工　　　 66,318円
　作業土工　　　　　　 83,522円
　共通仮設費　　　　　559,500円
　現場管理費　　　　1,753,185円
　一般管理費等　　　　861,680円
　計　　　　　　　　6,935,185円（税抜）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（28）防災拠点施設整備事業

細要素事業名 赤坂神社前地区高台避難路整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 10 - 8

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １５，７００千円

【事業概要】
　津波襲来時に市民等が円滑に避難できるよう、緊急に避難するための高台避難路を整備す
るもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災は、かけがえのない生命や財産を一瞬のうちに奪い、本市に未曾有の被害を
もたらした。
　津波被害の発生を完全に防ぐことは不可能であり、津波に対しては「逃げる」ことで被害
を最小化する「減災」の考え方を防災の基本とし、さまざまな対策を組み合わせて津波災害
に備えていくことが必要である。

【基幹事業との関連性】
　新門脇地区区画整理事業と併せて、緊急に高台へ避難するための避難路を整備することに
より、安全・安心なまちづくりを行うものである。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市地域防災計画】
　　　津波対策編
　　　　　　章　２津波予防対策
　　　　　　節　５避難対策

【当面の事業概要】
　照明灯　　３基
　園路広場整備工（階段・スロープ）
　雨水排水設備工（側溝）
　管理施設整備工（横断防止柵・手すり）
　構造物撤去工

【概算事業費内訳】
　敷地造成工　　　　　 33,604円
　園路広場整備工　　  147,814円
　雨水排水設備工　　　117,270円
　管理施設整備工　　3,401,705円
　電気設備工　　　　3,208,231円
　施設撤去工　　　　   33,709円
　仮設工　　　　　　1,087,920円
　共通仮設費　　　　1,172,300円
　現場管理費　　　　3,611,000円
　一般管理費等　　　1,711,447円
　計　　　　　　　 14,525,000円（税抜）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（28）防災拠点施設整備事業

細要素事業名 観音堂地区高台避難路整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 7

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １３，２００千円

【事業概要】
　津波襲来時に市民等が円滑に避難できるよう、緊急に避難するための高台避難場所を整備
するもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災は、かけがえのない生命や財産を一瞬のうちに奪い、本市に未曾有の被害を
もたらした。
　津波被害の発生を完全に防ぐことは不可能であり、津波に対しては「逃げる」ことで被害
を最小化する「減災」の考え方を防災の基本とし、さまざまな対策を組み合わせて津波災害
に備えていくことが必要である。

【基幹事業との関連性】
　湊北地区区画整理事業と併せて、緊急に避難できる避難場所を整備することにより、安
全・安心なまちづくりを行うものである。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市地域防災計画】
　　　津波対策編
　　　　　　章　２津波予防対策
　　　　　　節　５避難対策

【当面の事業概要】
　園路広場整備工（階段（既設の避難路と避難場所を結ぶ階段））
　管理施設整備工（転落防止柵、手すり）
　照明灯　　３基

【概算事業費内訳】
　敷地造成工　　　　　416,794円
　園路広場整備工　　1,445,672円
　管理施設整備工　　1,544,200円
　電気設備工　　　　3,249,992円
　共通仮設費　　　　　994,000円
　現場管理費　　　　3,070,000円
　一般管理費等　　　1,453,342円
　計　　　　　　　 12,174,000円（税抜）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（28）防災拠点施設整備事業

細要素事業名 古館山地区高台避難場所整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 9

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ４，９０４千円

【事業概要】
　津波災害に対する避難訓練を実施することにより、避難訓練の課題を抽出して改善方策を
研究するなど、津波避難マニュアル策定のための調査を行う。
　なお、調査手法として、新たに、インターネット調査、及び、モバイル回答システムを追
加し、訓練に参加しない市民の防災意識や訓練ニーズの把握・分析に努める。
（インターネット・モバイル調査では、主に避難（参加）をしなかった方々からの意見を徴
収し、分析することにより、津波避難に対する意識醸成のための施策を検討し、避難意識を
高めるための方策を踏まえて津波避難マニュアルを作成するものである）

【東日本大震災の被害との関係】
　甚大な被害が発生した東日本大震災を踏まえ、減災の考え方を基本方針に、ハード面以外
に避難周知などを重視した多重防御の対策を進めるもの。

【基幹事業との関連性】
　釜大街道地区を始めとする既成市街地の区画整理事業予定地区は狭隘道路及び袋小路状道
路などが支障となり、被害が甚大になった地域であることから、面的整備等により狭隘道路
等を解消するとともに、津波避難計画を策定するための基礎となる津波避難の在り方等に関
する調査検討を行い、都市防災の一層の推進を図るもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市地域防災計画】
　　　津波対策編
　　　　　　章　２津波災害予防対策
　　　　　　節　１０津波防災訓練の実施

【当面の事業概要】
　委託料（平成２６年度）
　・災害対応の在り方等調査検討業務　　4,904千円（民間委託）
　　前回提出時；4,234千円から、670千円の増額分を提出するもの。
　　　増額内訳；モバイル回答システム運用費　　216千円
　　　　　　　　インターネット調査費　　　　　130千円
　　　　　　　　上記に係る人件費　　　　　　　324千円
　
　　※避難訓練自体ではなく、津波避難訓練時のアンケート調査等を委託するもの

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（33）地域防災・減災（ＢＣＰ）計画策定調査事業

細要素事業名 津波防災訓練実施検証事業（平成２６年度）



参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 26

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １５４，３３６千円

【事業概要】
　住民への災害情報や行政情報を確実に伝達するための防災行政無線であるが、新たに整備
する新市街地等を含め、屋外拡声子局の放送伝達エリアに含まれない難聴地域が多数あるこ
とから、屋外拡声子局を増設整備し、情報伝達機能を強化する。
　なお、復興交付金事業として整備を行うのは、津波被害を受けた地域、新市街地等、復興
交付金基幹事業との関連性を有する地域に限定する。

【東日本大震災の被害との関係】
　市街地地区においては、東日本大震災による津波により、ほとんどの地区が浸水し、特
に、沿岸部は甚大な被害を受け、防災集団移転促進事業や土地区画整理事業により、新たな
まちづくりを行うこととしている。

【基幹事業との関連性】
　災害に強いまちづくりを基本理念とし、新たなまちづくりを進めていく上では、住民へ災
害情報をいち早く確実に伝達できることが必要不可欠となる。
　防災集団移転促進事業や土地区画整理事業などの面整備と併せて、情報インフラを確実に
整備していくことにより、災害時の難聴エリア対策を行い、確実に住民が避難できるための
ソフト施策を補完するものである。

【各種計画上の位置付け】
　○石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　１　新たな防災体制の構築
　　　　　（２）情報伝達手段の整備
　○石巻市地域防災計画

【当面の事業概要】
平成26年度
　防災行政無線屋外子局整備　１７基　６３，４００千円
　　　　　（うち市街地地区９基、河南地区４基、河北地区３基、北上地区１基）
　※当初は地域ごとに事業分けをしていたが、発注形態と管理形態を鑑み、また、
　　市街地分の事業費は剰余していることから、すべて市街地分として事業を実施する。
　　（平成２７年度以降も同様に一本で実施）

平成27年度（参考）
　防災行政無線屋外子局整備　２４基　９０，９３６千円
　（３，７８９千円　×　２４基　＝　９０，９３６千円（税込））
　
　※平成26年度は11月より事業実施となったため、17基しか実施できなかったが、
　　平成27年度はすでに地区説明会を開催し、地元合意を得ている地区が数地区
　　あるため、平成26年度より多い24基の整備を予定している。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（20）防災行政無線整備

細要素事業名 市街地地区防災行政無線屋外子局整備事業（平成26年度分）



参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

★ Ｄ 23 - 5 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ０千円

【事業概要】
　住民への災害情報や行政情報を確実に伝達するための防災行政無線であるが、新たに整備
する防集団地等を含め、屋外拡声子局の放送伝達エリアに含まれない難聴地域が多数あるこ
とから、屋外拡声子局を増設整備し、情報伝達機能を強化する。

【東日本大震災の被害との関係】
　北上地区においては、東日本大震災による津波により、ほとんどの地区が甚大な浸水被害
を受け、防災集団移転促進事業等により、新たなまちづくりを行うこととしている。

【基幹事業との関連性】
　災害に強いまちづくりを基本理念とし、新たなまちづくりを進めていく上では、住民へ災
害情報をいち早く確実に伝達できることが必要不可欠となる。
　防災集団移転促進事業や漁業集落防災機能強化事業などの面整備と併せて、情報インフラ
を確実に整備していくことにより、災害時の難聴エリア対策を行い、確実に住民が避難でき
るためのソフト施策を補完するものである。

【各種計画上の位置付け】
　○石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　１　新たな防災体制の構築
　　　　　（２）情報伝達手段の整備
　○石巻市地域防災計画

【当面の事業概要】
平成２６年度　防災行政無線屋外子局整備　１基
　
　※市街地分で一本で事業を実施したため、事業を廃止する。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（20）防災行政無線整備

細要素事業名 北上地区防災行政無線屋外子局整備事業（平成26年度分）



参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

★ Ｄ 23 - 6 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ０千円

【事業概要】
　住民への災害情報や行政情報を確実に伝達するための防災行政無線であるが、新たに整備
する防集団地等を含め、屋外拡声子局の放送伝達エリアに含まれない難聴地域が多数あるこ
とから、屋外拡声子局を増設整備し、情報伝達機能を強化する。

【東日本大震災の被害との関係】
　河北地区においては、東日本大震災による津波により、沿岸部の地区が浸水し、甚大な被
害を受けたことから、防災集団移転促進事業等により、新たなまちづくりを行うこととして
いる。

【基幹事業との関連性】
　災害に強いまちづくりを基本理念とし、新たなまちづくりを進めていく上では、住民への
災害情報をいち早く確実に伝達できることが必要不可欠となる。
　防災集団移転促進事業や農場整備事業などの面整備と併せて、情報インフラを確実に整備
していくことにより、災害時の難聴エリア対策を行い、確実に住民が避難できるためのソフ
ト施策を補完するものである。

【各種計画上の位置付け】
　○石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　１　新たな防災体制の構築
　　　　　（２）情報伝達手段の整備
　○石巻市地域防災計画

【当面の事業概要】
平成２６年度　防災行政無線屋外子局整備　３基
　
　※市街地分で一本で事業を実施したため、事業を廃止する。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（20）防災行政無線整備

細要素事業名 河北地区防災行政無線屋外子局整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 11 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １５１，０００千円

【事業概要】
　区画整理事業を展開する区域には、津波で流出した建物の基礎や工作物が残存しており、
区画整理事業の円滑な推進に支障をきたすことが考えられる。
　このため、これらの撤去工事を早期に実施することにより、区画整理事業を円滑にし、当
地区の復興を迅速に進めるものとする（平成26年8月から着手する整地を行う前に、がれき
の除去・撤去を行う）。

【各種計画上び位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
  第５章重点プロジェクト
　　２　住宅再建復興プロジェクト
　　　　土地区画整理事業（湊地区）
　　　　津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に整備。

■都市計画決定：平成25年2月19日
■事業計画決定：平成25年9月20日

【当面の事業概要】湊東地区　都市再生区画整理事業用地整備事業
 ＜平成26年度＞
　 建物基礎・工作物撤去　約150戸

【事業費内訳】
　別紙「明細書、代価表」を参照

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（７）市街地整備事業予定地区のがれき除去・撤去事業

細要素事業名 湊東地区区画整理事業地内のがれき撤去事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 8

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ９９，２００千円

【事業概要】
　区画整理事業を展開する区域には、津波で流出した建物の基礎や工作物が残存しており、
区画整理事業の円滑な推進に支障をきたすことが考えられる。
　このため、これらの撤去工事を早期に実施することにより、区画整理事業を円滑にし、当
地区の復興を迅速に進めるものとする（平成26年8月から着手する整地を行う前に、がれき
の除去・撤去を行う）。

【各種計画上び位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
  第５章重点プロジェクト
　　２　住宅再建復興プロジェクト
　　　　土地区画整理事業（湊地区）
　　　　津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に整備。

■都市計画決定：平成25年3月29日
■事業計画決定：平成25年9月20日

【当面の事業概要】
  ＜平成26年度＞
　   建物基礎・工作物撤去　98箇所
 
【事業費内訳】
　別紙「明細書、代価表」のとおり

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（７）市街地整備事業予定地のがれき除去・撤去事業

細要素事業名 湊北地区区画整理事業地内のがれき撤去事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 14 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２３，４００千円

【事業概要】
　区画整理事業を展開する区域には、津波で流出した建物の基礎や工作物が残存しており、
区画整理事業の円滑な推進に支障をきたすことが考えられる。
　このため、これらの撤去工事を早期に実施することにより、区画整理事業を円滑にし、当
地区の復興を迅速に進めるものとする（平成26年8月から着手する整地を行う前に、平成25
年度中にがれきの除去・撤去を行う）。

【各種計画上び位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
  第５章重点プロジェクト
　　２　住宅再建復興プロジェクト
　　　　土地区画整理事業（釜・大街道地区）
　　　　津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に整備。

■都市計画決定：平成25年3月29日
■事業計画決定：平成25年11月1日

【当面の事業概要】
  ＜平成26年度＞
　  建物基礎　１９件
　　工作物がら撤去　５０件
 
【事業費内訳】
　別紙「明細書、代価表」のとおり

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（７）市街地整備事業予定地区のがれき除去・撤去事業

細要素事業名 下釜第一地区区画整理事業地内のがれき撤去事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 16 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ４２，５００千円

【事業概要】
　区画整理事業を展開する区域には、津波で流出した建物の基礎や工作物が残存しており、
区画整理事業の円滑な推進に支障をきたすことが考えられる。
　このため、これらの撤去工事を早期に実施することにより、区画整理事業を円滑にし、当
地区の復興を迅速に進めるものとする（平成26年8月から着手する整地を行う前に、がれきの
除去・撤去を行う）。

【各種計画上び位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
第４章地区別整備方針　　２　市街地エリア　（２）東部市街地復興整備方針
・非可住エリアについては、高盛土道路による交通の利便性を活かし、石巻漁港を活用する
水産加工業等の集積する産業ゾーンとして整備推進します。
・産業の活性化や雇用の場の確保と拡充に向け、震災復興特区を活用した企業誘致と新産業
の育成を推進します。

■都市計画決定：平成25年6月21日
■事業計画決定：平成26年1月14日
　
【当面の事業概要】
＜平成26年度＞
　建物基礎・工作物撤去　４２件

【事業費内訳】
　別紙「明細書、代価表」のとおり

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（７）市街地整備事業予定地区のがれき除去・撤去事業

細要素事業名 湊西地区区画整理事業地内のがれき撤去事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 10 - 9

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ９，５００千円

【事業概要】
　区画整理事業を展開する区域には、減価補償金による公共施設充当用地及び復興公営住宅
充当用地の先行取得地があり、工事着手までの間、これらの土地に対して除草等の用地管理
が必要になる。
　公共施設充当用地等の適正な管理をしておくことにより、スムーズに工事（整地）に着手
できる効果が期待できる（仮換地指定時期；平成26年6月、工事着手予定；平成26年8月）。
　なお、既成市街地の区画整理事業を行う上では、既に住まわれている住民への配慮が必要
となり、適正な管理を行わなければ、害虫発生やごみなどの不法投棄が発生し、住環境の悪
化につながることとなる。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災による津波と地盤沈下により壊滅的な被害を受けた新門脇地区においては、
大部分の家屋等が流失し、一部地盤沈下による日常的な浸水状況も見受けられる。また、操
業していた事業所についても多大な被害を受けた。
　都市再生区画整理事業を行い、津波からの避難の障害となった狭隘道路及び袋小路状道路
の解消や公園などの都市基盤整備とともに、高盛土道路の整備、復興公営住宅用地の確保、
避難路の整備により、本地区の安心・安全な市街地形成を促進するものである。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業に早期に着手するために、実施するものである。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
第５章重点プロジェクト
　２　住宅再建復興プロジェクト
　　　土地区画整理事業（門脇地区）
　　　津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に整備
　
■都市計画決定：平成25年2月19日
■事業計画決定：平成25年9月20日
　
【当面の事業概要】
　＜平成26年度＞
　　工事の早期着手に向けて、適正な管理を行う
　　※ 先行買収用地面積　58,800㎡

【事業費内訳】
　別紙、「明細書、代価表」を参照

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 新門脇地区区画整理事業地内の先行取得用地管理業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 11 - 3

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ６，０００千円

【事業概要】
　区画整理事業を展開する区域には、減価補償金による公共施設充当用地及び災害公営住宅
充当用地の先行取得地があり、工事着手までの間、これらの土地に対して除草等の用地管理
が必要になる。
　公共施設充当用地等の適正な管理をしておくことにより、スムーズに工事（整地）に着手
できる効果が期待できる（仮換地指定時期；平成26年6月、工事着手予定；平成26年8月）。
　なお、既成市街地の区画整理事業を行う上では、既に住まわれている住民への配慮が必要
となり、適正な管理を行わなければ、害虫発生やごみなどの不法投棄が発生し、住環境の悪
化につながることとなる。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災による津波と地盤沈下により壊滅的な被害を受けた湊東地区においては、大
部分の家屋等が流失し、一部地盤沈下による日常的な浸水状況も見受けられる。また、操業
していた事業所についても操業が不可能となり、財産的及び人的に多大な損害を受けた。
　本地区は、都市再生区画整理事業を行い、津波からの避難の障害となった狭隘道路及び袋
小路状道路の解消や公園などの公共施設の整備を行うことにより、安心・安全な都市基盤施
設の形成を図り、住居系・業務系が共存する復興まちづくりを促進する地区である。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業に早期に着手するために、実施するものである。

【各種計画上び位置付け】
■石巻市震災復興基本計画による位置付け
  第５章重点プロジェクト
　　２　住宅再建復興プロジェクト
　　　　土地区画整理事業（湊地区）
　　　　津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に整備

■都市計画決定　平成25年2月19日
■事業計画決定　平成25年9月20日

【当面の事業概要】
  ＜平成26年度＞
　  工事の早期着手に向けて、適正な管理を行う
　　※ 先行買収用地面積　36,810㎡
 
【事業費内訳】
　別紙「明細書、代価表」を参照

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 湊東地区区画整理事業地内の先行取得用地管理業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 9

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ４，９００千円

【事業概要】
　区画整理事業を展開する区域には、減価補償金による公共施設充当用地及び災害公営住宅
充当用地の先行取得地があり、工事着手までの間、これらの土地に対して除草等の用地管理
が必要になる。
　公共施設充当用地等の適正な管理をしておくことにより、スムーズに工事（整地）に着手
できる効果が期待できる（仮換地指定時期；平成26年6月、工事着手予定；平成26年8月）。
　なお、既成市街地の区画整理事業を行う上では、既に住まわれている住民への配慮が必要
となり、適正な管理を行わなければ、害虫発生やごみなどの不法投棄が発生し、住環境の悪
化につながることとなる。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災による津波と地盤沈下により壊滅的な被害を受けた湊北地区においては、大
部分の家屋等が流失し、一部地盤沈下による日常的な浸水状況も見受けられる。また、操業
していた事業所についても操業が不可能となり、財産的及び人的に多大な損害を受けた。
　本地区は、都市再生区画整理事業を行い、津波からの避難の障害となった狭隘道路及び袋
小路状道路の解消や公園などの公共施設の整備を行うことにより、安心・安全な都市基盤施
設の形成を図り、住居系・業務系が共存する復興まちづくりを促進する地区である。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業に早期に着手するために、実施するものである。

【各種計画上び位置付け】
■石巻市震災復興基本計画による位置付け
  第５章重点プロジェクト
　　２　住宅再建復興プロジェクト
　　　　土地区画整理事業（湊地区）
　　　　津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に整備

■都市計画決定　平成25年2月19日
■事業計画決定　平成25年9月20日

【当面の事業概要】
  ＜平成26年度＞
　  工事の早期着手に向けて、適正な管理を行う
　　※ 先行買収用地面積　29,890㎡
 
【事業費内訳】
　別紙、「明細書、代価表」を参照

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 湊北地区区画整理事業地内の先行取得用地管理業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 14 - 3

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３，５００千円

【事業概要】
　区画整理事業を展開する区域には、減価補償金による公共施設充当用地や災害公営住宅用
地などの先行取得地があり、工事着工までの間これらの土地に対して除草等の用地管理が必
要となる。
　公共施設充当用地等の適正な管理をしておくことにより、スムーズに工事に着手できる効
果が期待できる（仮換地指定時期；平成26年6月、工事着手予定；平成26年8月）。
　なお、既成市街地の区画整理事業を行う上では、既に住まわれている住民への配慮が必要
となり、適正な管理を行わなければ、害虫発生やごみなどの不法投棄が発生し、住環境の悪
化につながることとなる。

【東日本大震災の被害との関係】
　下釜第一地区の東日本大震災に伴う津波による被害は、釜大街道地区の中でも特に甚大な
ものであり、地区内の９割以上の建物が全壊（流失）または半壊となっている。
　本地区では、津波からの避難の際に支障となった狭隘道路及び袋小路状道路の解消など、
地域の安全性と利便性に配慮した道路網を計画し、災害に強いまちづくりを整備することと
している。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業に早期に着手するために、実施するものである。

【各種計画上び位置付け】
■石巻市震災復興基本計画による位置付け
  第５章重点プロジェクト
　　２　住宅再建復興プロジェクト
　　　　土地区画整理事業（釜・大街道地区）
　　　　津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に整備

■都市計画決定　平成25年3月29日
■事業計画決定　平成25年11月1日

【当面の事業概要】
  ＜平成26年度＞
　  工事の早期着手に向けて、適正な管理を行う
　　※ 先行買収用地面積　21,745㎡
 
【事業費内訳】
　別紙「明細書、代価表」を参照

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 下釜第一地区区画整理事業地内の先行取得用地管理業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 16 - 3

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ５，６００千円

【事業概要】
　区画整理事業を展開する区域には、先行取得用地があり、公共施設や宅地の整備工事に至
るまでの間は、これらの土地に対して除草等の用地管理が必要になる。
　公共施設充当用地等の適正な管理をしておくことにより、スムーズに工事（整地）に着手
できる効果が期待できる（仮換地指定時期；平成26年5月、工事着手予定；平成26年8月）。
　なお、既成市街地の区画整理事業を行う上では、既に住まわれている住民への配慮が必要
となり、適正な管理を行わなければ、害虫発生やごみなどの不法投棄が発生し、住環境の悪
化につながることとなる。
　
【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災による津波と地盤沈下により壊滅的な被害を受けた湊西地区においては、大
部分の家屋が流失し、雨水排水ポンプ場も冠水により機能が失われた。また、操業していた
事業所についても操業が不可能となり、金銭的及び人的に甚大な被害を受けた。
　本地区は、災害危険区域に指定して非可住地と位置づけており、区画整理事業を展開する
ことにより、産業地としての道路や街区等の整備を行うとともに、土地の集約を行い、水産
加工業等の集積を目指した、産業集積ゾーンの形成を図る地区である。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業に早期に着手するために、実施するものである。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
　Ｐ99、100　第４章地区別整備方針　２市街地エリア　（２）東部市街地復興整備方針
　②復興整備方針
　・非可住エリアについては、高盛土道路による交通の利便性を活かし、石巻漁港を活用
　　する水産加工業等の集積する産業ゾーンとして整備推進します。
　・産業の活性化や雇用の場の確保と拡充に向け、震災復興特区を活用した企業誘致と
　　新産業の育成を推進します。
　
■都市計画決定　平成25年6月21日
■事業計画決定　平成26年1月14日
　
【当面の事業概要】
＜平成26年度＞
　工事の早期着手に向けて、適正な管理を行う
　※ 先行買収用地面積　34,583㎡
 なお、防集買取分については、面積が確定していないため、確定次第計上する。

【事業費内訳】
別紙、「明細書、代価表」を参照

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 湊西地区区画整理事業地内の先行取得用地管理業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 10 - 10

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １３７，０００千円

【事業概要】
　新門脇地区は、住居ゾーンとして位置づけられており、地区南部に計画した高盛土道路の
整備をはじめ、津波からの避難の際に支障となった道路等の改善と、住宅の立地を図るため
の面的な整備が必要になっている。
　事業の推進にあたり、被災者の早期住宅再建に資する上水道施設の整備や移設を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　本地区は、津波により大部分の家屋等が流失し、一部地盤沈下による日常的な浸水状況も
見受けられる。
　そのため、高盛土道路の整備、津波からの避難の障害となった狭隘道路及び袋小路道路の
解消や公園などの公共施設の整備を行い、安心・安全な都市基盤施設の形成を図り、主に、
住居系としての復興まちづくりを促進するものである。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業地内の上水道施設の整備を行う。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
　第５章重点プロジェクト
　　２　住宅再建復興プロジェクト
　　　　土地区画整理事業（門脇地区）
　　　　津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に整備

■都市計画上の位置付け
　平成25年2月19日　都市計画決定
■事業計画上の位置付け
　平成25年9月20日　事業計画決定

【当面の事業概要】
＜平成26年度＞　８０，０００千円
　法2条2項整備（上水道新設）
＜平成27年度（参考）＞　５７，０００千円
　法2条2項整備（上水道新設）

【事業費内訳】
　別紙、「効果促進事業　事業費内訳」を参照

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 新門脇地区区画整理事業地内の上水道施設整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 11 - 4

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２９３，０００千円

【事業概要】
　湊東地区は、住居ゾーンとして位置づけられており、津波からの避難の際に支障となった
道路等の改善と、甚大な被害が生じた市街地において住宅や業務施設の立地を図るため、面
的な宅地と都市基盤施設の整備を進める必要がある。
　事業の推進にあたり、被災者の早期住宅再建に資する上水道施設の整備や移設を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　本地区は、津波により大部分の家屋等が流失し、一部地盤沈下による日常的な浸水状況も
見受けられる。また、操業していた事業所についても操業が不可能となり、財産的及び人的
に多大な損害を受けた。
　そのため、津波からの避難の障害となった狭隘道路及び袋小路道路の解消や公園などの公
共施設の整備を行い、安心・安全な都市基盤施設の形成を図り、住居系・業務系が共存する
復興まちづくりを促進するものである。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業地内の上水道施設の整備を行う。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
　第５章重点プロジェクト
　　２　住宅再建復興プロジェクト
　　　　土地区画整理事業（湊地区）
　　　　津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に整備

■都市計画上の位置付け　平成25年2月19日　都市計画決定
■事業計画上の位置付け　平成25年9月20日　事業計画決定

【当面の事業概要】
＜平成26年度＞　８３，６００千円
　法2条2項整備（上水道新設）
　※出来高に併せて平成26年度事業費を17,100千円減額するもの。
＜平成27年度（参考）＞　１６７，１００千円
　法2条2項整備（上水道新設）
＜平成28年度（参考）＞　３５，０００千円
　法2条2項整備（上水道新設）
＜平成29年度（参考）＞　７，３００千円
　法2条2項整備（上水道新設）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 湊東地区区画整理事業地内の上水道施設整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 10

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １８５，０００千円

【事業概要】
　湊北地区は、住居ゾーンとして位置づけられており、津波からの避難の際に支障となった
道路等の改善と、甚大な被害が生じた市街地において住宅や産業施設の立地を図るため、面
的な宅地と都市基盤施設の整備を進める必要がある。
　事業の推進にあたり、被災者の早期住宅再建に資する上水道の整備や移設を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　本地区は、津波により大部分の家屋等が流失し、一部地盤沈下による日常的な浸水状況も
見受けられる。また、操業していた事業所についても操業が不可能となり、財産的及び人的
に多大な損害を受けた。
　そのため、津波からの避難の障害となった狭隘道路及び袋小路道路の解消や公園などの公
共施設の整備を行い、安心・安全な都市基盤施設の形成を図り、住居系・業務系が共存する
復興まちづくりを促進するものである。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業地内の上水道施設の整備を行う。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
　第５章重点プロジェクト
　　２　住宅再建復興プロジェクト
　　　　土地区画整理事業（湊地区）
　　　　津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に整備

■都市計画上の位置付け　平成25年3月29日　都市計画決定
■事業計画上の位置付け　平成25年9月20日　事業計画決定

【当面の事業概要】
＜平成26年度＞　６２，９００千円
　法2条2項整備（上水道新設）
　※出来高に併せて平成26年度事業費を27,100千円減額するもの。
＜平成27年度（参考）＞　１２２，１００千円
　法2条2項整備（上水道新設）

　土地利用計画を見直し、区画道路を延長（2,900ｍ→3,200ｍ）したことによる事業費の増
額（14,000千円の増）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 湊北地区区画整理事業地内の上水道施設整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 14 - 4

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １１９，２００千円

【事業概要】
　下釜第一地区は、高盛土道路の北側の住居系ゾーンとして位置づけられており、土地区画
整理事業により、行き止まり道路を解消し、公園を整備するとともに、復興公営住宅等の公
益施設用地を確保することとしている。
　事業の推進にあたり、被災者の早期住宅再建に資する上水道施設の整備や移設を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　本地区は、周辺の地域の中でも最も被害が大きく、地区内185戸のうち、147戸が全壊し、
他の建物もすべて津波の被害を受けている。
　そのことから、津波からの避難の際に支障となった狭隘道路及び袋小路状道路の解消など
地域の安全性と利便性に配慮した道路網の構築、避難経路等の適正な配置を図るため、土地
区画整理事業により面的な基盤整備を進めることとしている。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業地内の上水道施設の整備を行う。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
第４章地区別整備方針　２市街地エリア　（１）西部市街地復興整備方針
②復興整備方針：　釜大街道地区については、土地区画整理事業の導入により、住工用途が
適正に配置された安全な住宅地の形成を図ります。

■都市計画上の位置付け
　平成25年3月29日　都市計画決定
■事業計画上の位置付け
　平成25年11月1日　事業計画決定

【当面の事業概要】
＜平成26年度＞　４８，０００千円
　法2条2項整備（上水道新設）
＜平成27年度（参考）＞　７１，２００千円
　法2条2項整備（上水道新設）
＜平成28年度（参考）＞　３４，６００千円

【事業費内訳】
　別紙「効果促進事業　事業費内訳」を参照

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 下釜第一地区区画整理事業地内の上水道施設整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 16 - 4

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ５１２，４００千円

【事業概要】
　湊西地区は産業系ゾーンとして位置づけており、水産加工業等の集積や都市基盤の整備を
行うため、土地区画整理事業により高盛土道路の整備も含めた面的な整備を行うこととして
いる。
　事業の推進にあたり、被災者の早期住宅再建に資する上水道施設の整備や移設を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災による津波と地盤沈下により壊滅的な被害を受けた湊西地区においては、大
部分の家屋が流失し、雨水排水ポンプ場も冠水により機能が失われた。また、操業していた
事業所についても操業が不可能となり、金銭的及び人的に甚大な被害を受けた。
　本地区は、災害危険区域に指定して非可住地と位置づけており、区画整理事業を展開する
ことにより、産業地としての道路や街区等の整備を行うとともに、土地の集約を行い、水産
加工業等の集積を目指した、産業集積ゾーンの形成を図る地区である。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業地内の上水道施設の整備を行う。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
　Ｐ99、100　第４章地区別整備方針　２市街地エリア　（２）東部市街地復興整備方針
　②復興整備方針
　・非可住エリアについては、高盛土道路による交通の利便性を活かし、石巻漁港を活用
　　する水産加工業等の集積する産業ゾーンとして整備推進します。
　・産業の活性化や雇用の場の確保と拡充に向け、震災復興特区を活用した企業誘致と
　　新産業の育成を推進します。
　
■都市計画決定　平成25年6月21日
■事業計画決定　平成26年1月14日
　
【当面の事業概要】
＜平成26年度＞　７０，２００千円
　上水道管整備　1,243ｍ
＜平成27年度（参考）＞　７９，８００千円
　上水道管整備　1,413ｍ
＜平成28年度（参考）＞　１３７，１００千円
　上水道管整備　2,430ｍ
＜平成29年度（参考）＞　２２５，３００千円
　上水道管整備　3,992ｍ
※施工延長の減により事業費の減額

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 湊西地区区画整理事業地内の上水道施設整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 10 - 11

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ８５３，０００千円

【事業概要】
　新門脇地区は、住居ゾーンとして位置づけられており、地区南部に計画した高盛土道路の
整備をはじめ、津波からの避難の際に支障となった道路等の改善と、住宅の立地を図るため
の面的な整備が必要になっている。
　事業の推進にあたっては、地域の特色、住民等の意向を十分に反映した土地利用計画を策
定する必要があり、そのための基本設計、路線測量等の調査設計業務を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　本地区は、津波により大部分の家屋等が流失し、一部地盤沈下による日常的な浸水状況も
見受けられる。
　そのため、高盛土道路の整備、津波からの避難の障害となった狭隘道路及び袋小路道路の
解消や公園などの公共施設の整備を行い、安心・安全な都市基盤施設の形成を図り、主に、
住居系としての復興まちづくりを促進するものである。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業実施に併せて各種基本調査業務を行う。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」　第５章重点プロジェクト
　　２　住宅再建復興プロジェクト　　土地区画整理事業（門脇地区）
　　　　津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に整備

■都市計画上の位置付け　平成25年2月19日　都市計画決定
■事業計画上の位置付け　平成25年9月20日　事業計画決定

【当面の事業概要】
＜平成26年度＞　１１９，２２４千円
　街区確定測量、実施設計、換地設計、仮換地指定、補償調査、街区点等測設測量
　※出来高に併せ、平成26年度事業費を112,776千円減額する。
＜平成27年度（参考）＞　３２５，７７６千円
　実施設計、補償調査
　※平成26年度減額分112,776千円を合わせて、平成27年度事業として執行する。
＜平成28年度（参考）＞　１５４，０００千円
　確定測量、仮換地指定（変更）、実施設計
＜平成29年度（参考）＞　１３６，０００千円
　事業計画変更、確定測量、換地計画
＜平成30年度（参考）＞　１１８，０００千円
　管理引継ぎ、換地処分、登記

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 新門脇地区区画整理事業に係る調査設計等業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 11 - 5

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３９０，０００千円

【事業概要】
　湊東地区は、住居ゾーンとして位置づけられており、津波からの避難の際に支障となった
道路等の改善と、甚大な被害が生じた市街地において住宅や業務施設の立地を図るため、面
的な宅地と都市基盤施設の整備を進める必要がある。
　事業の推進にあたっては、地域の特色、住民等の意向を十分に反映した土地利用計画を策
定する必要があり、そのための基本設計、路線測量等の調査設計業務を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　本地区は、津波により大部分の家屋等が流失し、一部地盤沈下による日常的な浸水状況も
見受けられる。また、操業していた事業所についても操業が不可能となり、財産的及び人的
に多大な損害を受けた。
　そのため、津波からの避難の障害となった狭隘道路及び袋小路道路の解消や公園などの公
共施設の整備を行い、安心・安全な都市基盤施設の形成を図り、住居系・業務系が共存する
復興まちづくりを促進するものである。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業実施に併せて各種基本調査業務を行う。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
　第５章重点プロジェクト
　　２　住宅再建復興プロジェクト
　　　　土地区画整理事業（湊地区）
　　　　津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に整備

■都市計画上の位置付け
　平成25年2月19日　都市計画決定
■事業計画上の位置付け
　平成25年9月20日　事業計画決定

【当面の事業概要】
＜平成26年度＞　２２０，０００千円
　街区確定測量、実施設計、換地設計、仮換地指定、補償調査、街区点等測設測量
＜平成27年度（参考）＞　１７０，０００千円
　実施設計、補償調査

【事業費内訳】
　別紙「効果促進事業　事業費内訳」を参照

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 湊東地区区画整理事業に係る調査設計等業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 11

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２０４，５００千円

【事業概要】
　湊北地区は、住居ゾーンとして位置づけられており、津波からの避難の際に支障となった
道路等の改善と、甚大な被害が生じた市街地において住宅や産業施設の立地を図るため、面
的な宅地と都市基盤施設の整備を進める必要がある。
　事業の推進にあたっては、地域の特色、住民等の意向を十分に反映した土地利用計画を策
定する必要があり、そのための基本設計、路線測量等の調査設計業務を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　本地区は、津波により大部分の家屋等が流失し、一部地盤沈下による日常的な浸水状況も
見受けられる。また、操業していた事業所についても操業が不可能となり、財産的及び人的
に多大な損害を受けた。
　そのため、津波からの避難の障害となった狭隘道路及び袋小路道路の解消や公園などの公
共施設の整備を行い、安心・安全な都市基盤施設の形成を図り、住居系・業務系が共存する
復興まちづくりを促進するものである。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業実施に併せて各種基本調査業務を行う。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
　第５章重点プロジェクト
　　２　住宅再建復興プロジェクト
　　　　土地区画整理事業（湊地区）
　　　　津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に整備

■都市計画上の位置付け
　平成25年3月29日　都市計画決定
■事業計画上の位置付け
　平成25年9月20日　事業計画決定

【当面の事業概要】
＜平成26年度＞　１０３，０００千円
　街区確定測量、実施設計、換地設計、仮換地指定、補償調査、街区点等測設測量
＜平成27年度（参考）＞　１０１，５００千円
　実施設計、補償調査

【事業費内訳】
　別紙「効果促進事業　事業費内訳」を参照

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 湊北地区区画整理事業に係る調査設計等業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 14 - 5

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３００，８８７千円

【事業概要】
　下釜第一地区は、高盛土道路の北側の住居系ゾーンとして位置づけられており、土地区画
整理事業により、行き止まり道路を解消し、公園を整備するとともに、復興公営住宅等の公
益施設用地を確保することとしている。
　事業の推進にあたっては、地域の特色、住民等の意向を十分に反映した土地利用計画を策
定する必要があり、そのための基本設計、路線測量等の調査設計業務を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　本地区は、周辺の地域の中でも最も被害が大きく、地区内185戸のうち、147戸が全壊し、
他の建物もすべて津波の被害を受けている。
　そのことから、津波からの避難の際に支障となった狭隘道路及び袋小路状道路の解消など
地域の安全性と利便性に配慮した道路網の構築、避難経路等の適正な配置を図るため、土地
区画整理事業により面的な基盤整備を進めることとしている。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業実施に併せて各種基本調査業務を行う。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」　第４章地区別整備方針
　　２　市街地エリア　（１）　西部市街地復興整備方針
　　②　復興整備方針：　釜大街道地区については、土地区画整理事業の導入により、
　　　　　　　　　　　　住工用途が適正に配置された安全な住宅地の形成を図ります。

■都市計画上の位置付け　平成25年3月29日　都市計画決定
■事業計画上の位置付け　平成25年11月1日　事業計画決定

【当面の事業概要】
＜平成26年度＞　１１３，７８７千円
　実施設計、換地設計、建物調査
　※ 出来高に併せ、平成26年度事業費を16,283千円減額する。
＜平成27年度（参考）＞　５９，１８３千円
　工事実施設計、施工管理、補償調査
＜平成28年度（参考）＞　２３，４８７千円
　街区点・画地点測設測量、事業管理、仮換地変更等
＜平成29年度（参考）＞　１０４，４３０千円
　街区点・画地点測設測量、換地計画、仮換地変更等

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 下釜第一地区区画整理事業に係る調査設計等業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 16 - 5

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １，１８６，２００千円

【事業概要】
　湊西地区は産業系ゾーンとして位置づけられており、水産加工業等の集積や都市基盤の整
備を行うため、土地区画整理事業により高盛土道路の整備を含めた面的な整備を実施し復興
を推進する。
　また、事業の推進にあたっては、地域の特色、住民等の意向を十分に反映した土地利用計
画を策定する必要があり、そのための基本設計、路線測量等調査設計業務を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災による津波と地盤沈下により壊滅的な被害を受け、大部分の家屋が流失し、
雨水排水ポンプ場も冠水により機能が失われた。また、操業していた事業所についても操業
が不可能となり、金銭的及び人的に甚大な被害を受けた。
　
【基幹事業との関連性】
　区画整理事業実施に併せて各種基本調査業務を行う。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
　Ｐ99、100　第４章地区別整備方針　２市街地エリア　（２）東部市街地復興整備方針
　②復興整備方針
　・非可住エリアについては、高盛土道路による交通の利便性を活かし、石巻漁港を活用
　　する水産加工業等の集積する産業ゾーンとして整備推進します。
　・産業の活性化や雇用の場の確保と拡充に向け、震災復興特区を活用した企業誘致と
　　新産業の育成を推進します。
　
■都市計画上の位置付け　平成25年6月21日　都市計画決定
■事業計画上の位置付け　平成26年1月14日　事業計画決定
　
【当面の事業概要】
＜平成25年度（参考）＞　５０９，８００千円
　工事基本設計、工事実施設計、路線測量、地質調査、事業調査、換地設計等
＜平成26年度＞　　８７，４００千円
　工事実施設計、施工監理、仮換地指定、換地設計、街区・画地点測設、補償調査
　※ 出来高に併せて、平成26年度事業費を減額する。
＜平成27年度（参考）＞　１１４，５００千円
＜平成28年度（参考）＞　１００，２００千円
＜平成29年度（参考）＞　７６，２００千円
＜平成30年度以降（参考）＞　２９８，１００千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 湊西地区区画整理事業に係る調査設計等業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 17 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １１５，０００千円

【事業概要】
　中央一丁目地区は、住居系ゾーンとして位置づけられており、被災者の住宅再建の場、宅
地取得困難な市民の受け皿として、土地区画整理事業により面的な整備を実施し復興を推進
する地区である。
　事業の推進にあたっては、地域の特色、住民等の意向を十分に反映した土地利用計画を策
定する必要があり、そのための基本設計、路線測量等の調査設計業務を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　本地区は、店舗兼住宅の建物により、石巻市の中心市街地の一画を形成していた市役所大
通りを中心とした地区である。震災による津波被害により建物の数が減り、空き地が増え居
住・営業している建物は散在している状況になり、店舗が連続した“商店街”のイメージで
はなくなってきている。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業実施に併せて各種基本調査業務を行う。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
第４章地区別整備方針　（1）西部市街地復興整備方針
・中心市街地については、商業機能のみならず、居住機能の充実を図ります。
・中心市街地商店街では復旧・復興に向けて震災復興特区の活用による支援を推進するほ
か、地域住民との連携を図りながら、市街地再開発事業等の導入を見据えた商業・居住の再
生・活性化に向けた取り組みを推進します。

■都市計画上の位置付け
　平成25年8月16日　都市計画決定
■事業計画上の位置付け
　平成26年1月14日　事業計画決定

【当面の事業概要】
＜平成25年度（参考）＞　３３，０００千円
　換地設計、補償調査、街区測量、工事実施設計
＜平成26年度＞　　４８，０００千円
　工事実施設計、施工管理、補償調査、事業計画変更
＜平成27年度（参考）＞　３４，０００千円
　工事実施設計、施工管理、補償調査
＜平成28年度（参考）＞　３１，０００千円
＜平成29年度（参考）＞　１７，０００千円

【事業費内訳】
　別紙「効果促進事業　事業費内訳」を参照

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 中央一丁目地区区画整理事業に係る調査設計等業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 27

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３７６，３７０千円

【事業概要】
　本市では震災復興基本計画を確実に遂行するために、500を超える膨大な復興事業を推進
しているところであるが、それに伴い、多くの課題や懸案事項が発生し、復興事業の進捗に
大きな影響を及ぼしている。
　これらの課題等を解決し、復興のスピードを加速させるために、復興に係る施策や事業、
及び、課題を包括的に管理・調整する全体マネジメントを行っている。
　これらのマネジメントをさらに推進していくにあたり、全体調整を行う会議の運営や施策
の方針決定等を行うために必要な各種情報等の整理が必要になるところ、効率的にマネジメ
ントを行い、復興事業のスピードを加速するために、当該業務を外部委託する。

【東日本大震災の被害との関係】
　本市の被害は、東日本大震災で被災した自治体の中で最大であり、本市だけで岩手県全県
に匹敵する甚大な被害を受けている。また、平野部の広範なエリアにおいて津波被害を受け
ているため、防災集団移転促進事業だけではなく、区画整理事業や河川堤防事業など、あら
ゆる事業を駆使して復興を進めなければならず、事業の規模が極めて膨大となっている。
　このように、事業の規模が膨大かつ構造が複雑であるため、事業を効率的に進め、早期の
復興を成し遂げるためには、復興事業全体を俯瞰したマネジメントが必要不可欠である。

【基幹事業との関連性】
　本市では、被災者の安全・安心な暮らしを取り戻すために、防災集団移転促進事業を核と
して、防災・減災や住宅再建等に係る様々な事業を進めているが、復興事業が多岐に渡り、
事業構造も複雑に絡まりあっているため、多くの課題や懸案事項が発生し、復興を加速する
ことが難しくなっている。また、事業を単に実施するだけでは、事業を行う効果が薄くなっ
てしまう。
　本業務は、復興事業を加速し、早期に被災者の安全・安心な暮らしを取り戻すため、復興
に係る施策や事業、及び、課題を俯瞰するマネジメントを実施し、適切な本市の復興を実現
させるために必要な業務である。

【当面の事業概要】
平成26年度事業費　376,370千円
　※詳細は別紙のとおり

参考（前回提示した金額）
　平成26年度事業費　367,674千円（消費税を8％にすると、378,179千円）
　平成27年度事業費　294,139千円
　※平成25年度事業費　229,797千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１）市街地整備コーディネート事業

細要素事業名 復興まちづくりマネジメント支援業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 28

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １０４，６０９千円

【事業概要】
　震災から３年が経ち、多くの住宅再建に係るハード事業は計画が決まり、平成26年度中に
は、ほとんどの事業に着手し、一部の被災者は、仮設住宅から恒久住宅へと移っていくこと
になる。
　その中で、防災集団移転促進事業や復興公営住宅事業の事前登録や、既成市街地の区画整
理事業の買取希望等の状況を踏まえると、単に、復興事業を推し進めるだけでは、復興は成
しえないことが分かってきた。
　そのことから、住民の理解を得ながら復興事業を進めていくために、住民や事業者の意向
の把握や、意見交換の実施、また、双方向コミュニケーションとして、復興情報等を住民に
知らしめるための取組を行うもの。
　
【当面の事業概要】
　(1) 住民や事業者の意向把握
　(2) 復興まちづくりに関する市民への説明会や意見交換会の実施
　(3) 双方向コミュニケーションの支援
　　※ 復興状況を表す資料の作成（市報掲載）
　　　 インターネットを活用した情報発信　等

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により、多くの被災者が仮設暮らしを強いられており、一刻も早く、恒久住
宅に住んでもらえるよう、膨大な量のハード事業を進めているが、それらの情報が、被災者
に行き届いておらず、生活再建等への不安を抱く結果となっている。

【基幹事業との関連性】
　住民のニーズを把握し、それに併せた施策を展開し、その展開した施策を確実に住民に知
らしめることにより、防災集団移転促進事業等の復興事業に対する正しい理解を得ることを
目的とするもの。

【各種計画上の位置付け】
　■石巻市震災復興基本計画

【事業費】
　平成26年度　104,609千円
　※ 平成25年度に実施した類似の事業
　　 住民説明会開催事業（6か月）　18,588千円【復興交付金事業】
　　 復興広報資料等作成事業（1年）10,000千円【市単独費】

　平成26年度からの新たな取組として、双方向コミュニケーションを目的として、「意見交
換会の開催」やインターネットを活用した情報発信等を実施する予定。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（３）住民合意形成促進事業

細要素事業名 復興まちづくりに向けた対住民コミュニケーション促進事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 29

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ４８，０９３千円

【事業概要】
　震災から３年が経ち、多くの住宅再建に係るハード事業は計画が決まり、平成26年度中に
は、ほとんどの事業に着手し、一部の被災者は、仮設住宅から恒久住宅へと移っていくこと
になる。
　その中で、防災集団移転促進事業や復興公営住宅事業の事前登録や、既成市街地の区画整
理事業の買取希望等の状況を踏まえると、単に、復興事業を推し進めるだけでは、復興は成
しえないことが分かってきた。
　そのことから、主に、仮設住宅に住む被災者の生活再建や事業者の産業再生に係る個別相
談対応を行うことにより、ソフト的な面から被災者のサポートを行うもの。
　
【当面の事業概要】
　(1) 生活再建・産業再生に関わる定期的相談対応窓口の開設（8か月）
　　※ 仮設住宅の集会所や空き住宅、公民館等を活用して個別相談対応を実施
　(2) 生活再建・産業再生に関わる個別訪問の実施（8か月）
　　　（仮設住宅の集約整理との連携も含む）

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により、自らの住まいだけではなく、働く場を失い、住宅再建を進める上で
の将来設計をなかなか建てられない被災者が数多くいる。
　これらの被災者には、きめ細やかな個別の対応が必要不可欠となっている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業等の住宅再建事業と併せて、ソフト的な面から被災者のサポートを
行うことにより、被災者の自律した生活を取り戻す真なる復興を目指すもの。

【各種計画上の位置付け】
　■石巻市震災復興基本計画

【事業費】
　平成26年度　48,093千円
　参考；平成25年度　36,645千円（6か月）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（15）住宅再建等の手続き支援、改修相談・啓発支援事業

細要素事業名 仮設団地の移転促進等に向けた個別相談対応（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 10

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １９，４０８千円

【事業概要】
　本市では震災復興基本計画を確実に遂行するために、膨大な復興事業を推進しているとこ
ろであるが、その中でも、中央地区や湊地区などでは、施工主が異なる複数の事業が実施さ
れる予定となっており、これらの調整がうまくなされなければ、事業の進捗にも影響を及ぼ
すと考えられる。
　そのため、市街地の復興事業が輻輳する地域においても、復興事業が滞りなく進捗するよ
う、工事に伴う諸課題の調整等を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　本市の被害は、東日本大震災で被災した自治体の中で最大であり、本市だけで岩手県全県
に匹敵する甚大な被害を受けている。また、平野部の広範なエリアにおいて津波被害を受け
ているため、防災集団移転促進事業だけではなく、区画整理事業や河川堤防事業など、あら
ゆる事業を駆使して復興を進めなければならず、事業の規模が極めて膨大となっている。

【基幹事業との関連性】
　甚大な被害を受けた地域での現地再建を基本とする地域では、被災者の安全・安心な暮ら
しを取り戻すために、土地区画整理事業を核として、防災・減災や住宅再建等に係る様々な
事業を進めているが、平成26年度から、復興事業に係る各種工事が本格化し、混乱を来すこ
とが想定される。
　区画整理事業を遅らせることなく、推進するために、必要なものである。

【当面の事業概要】
(1) 盛土材調達調整支援
　半島部で実施する防災集団移転促進事業の高台造成工事に伴い多数発生する残土・切土
を、市街地地区で活用するための検討、スケジュール調整等
(2) 工事期間内の工事用交通検討支援
　工事が混乱を来さないよう、道路交通事情の調整を行うための検討等

【事業費】
　平成26年度事業費　19,408千円
※ 現時点では、実調整よりも、その前段の検討が主となっているが、検討を行った上で、
工事の進捗が見えてきた段階で、実調整経費を計上する。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（２）工事統括マネジメント事業

細要素事業名 市街地事業輻輳地域における工事統括マネジメント事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２８，４５４千円

【事業概要】
　本庁半島部の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で甚大な被害を受
け、被災者の住まいは防災集団移転促進事業等により、安全な高台等へと移転することとし
ている。
　それに伴い、被災を受けた跡地（低平地）は、土地利用の再編を迫られていることから、
防災集団移転促進事業により購入する被災跡地を含めた低平地全体の将来的な利用の在り方
を検討し、被災者の住生活だけではなく、職や住環境を再生し、真なる復興を成し遂げるた
めの跡地利用計画を策定する。
《対象集落・・・１７集落》

【東日本大震災の被害との関係】
　本庁半島部の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　主に、防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地利用計画を策定するも
のである。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要】
＜平成26年度＞　28,454千円
　・国・県事業の把握
　・土地造成計画図の作成
　・国・県事業等との調整（実務調整会議の実施）
　・住民の合意形成（住民説明会の実施）
　・低平地全体の将来的な利用の在り方を示す土地利用計画図の作成
　　（各集落の再生計画となるもの）

＜上記が終わり次第着手＞
　・基本設計の実施
　（参考；7,515千円×17集落＝127,755千円）
　※ 各項目の事業費は別紙のとおり

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 本庁半島部地区跡地利用計画策定業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 3 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２８，４５４千円

【事業概要】
　牡鹿地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で甚大な被害を受け、
被災者の住まいは防災集団移転促進事業等により、安全な高台等へと移転することとしてい
る。
　それに伴い、被災を受けた跡地（低平地）は、土地利用の再編を迫られていることから、
防災集団移転促進事業により購入する被災跡地を含めた低平地全体の将来的な利用の在り方
を検討し、被災者の住生活だけではなく、職や住環境を再生し、真なる復興を成し遂げるた
めの跡地利用計画を策定する。
《対象集落・・・１７集落》

【東日本大震災の被害との関係】
　牡鹿地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　主に、防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地利用計画を策定するも
のである。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要】
＜平成26年度＞　28,454千円
　・国・県事業の把握
　・土地造成計画図の作成
　・国・県事業等との調整（実務調整会議の実施）
　・住民の合意形成（住民説明会の実施）
　・低平地全体の将来的な利用の在り方を示す土地利用計画図の作成
　　（各集落の再生計画となるもの）

＜上記が終わり次第着手＞
　・基本設計の実施
　（参考；7,515千円×17集落＝127,755千円）
　※ 各項目の事業費は別紙のとおり

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 牡鹿地区跡地利用計画策定業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３５，１４９千円

【事業概要】
　雄勝地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で甚大な被害を受け、
被災者の住まいは防災集団移転促進事業等により、安全な高台等へと移転することとしてい
る。
　それに伴い、被災を受けた跡地（低平地）は、土地利用の再編を迫られていることから、
防災集団移転促進事業により購入する被災跡地を含めた低平地全体の将来的な利用の在り方
を検討し、被災者の住生活だけではなく、職や住環境を再生し、真なる復興を成し遂げるた
めの跡地利用計画を策定する。
《対象集落・・・２１集落》

【東日本大震災の被害との関係】
　雄勝地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　主に、防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地利用計画を策定するも
のである。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要】
＜平成26年度＞　35,149千円
　・国・県事業の把握
　・土地造成計画図の作成
　・国・県事業等との調整（実務調整会議の実施）
　・住民の合意形成（住民説明会の実施）
　・低平地全体の将来的な利用の在り方を示す土地利用計画図の作成
　　（各集落の再生計画となるもの）

＜上記が終わり次第着手＞
　・基本設計の実施
　（参考；7,515千円×21集落＝157,815千円）
　※ 各項目の事業費は別紙のとおり

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 雄勝地区跡地利用計画策定業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 5 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２６，７８０千円

【事業概要】
　北上地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で甚大な被害を受け、
被災者の住まいは防災集団移転促進事業等により、安全な高台等へと移転することとしてい
る。
　それに伴い、被災を受けた跡地（低平地）は、土地利用の再編を迫られていることから、
防災集団移転促進事業により購入する被災跡地を含めた低平地全体の将来的な利用の在り方
を検討し、被災者の住生活だけではなく、職や住環境を再生し、真なる復興を成し遂げるた
めの跡地利用計画を策定する。
《対象集落・・・１６集落》

【東日本大震災の被害との関係】
　北上地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　主に、防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地利用計画を策定するも
のである。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要】
＜平成26年度＞　26,780千円
　・国・県事業の把握
　・土地造成計画図の作成
　・国・県事業等との調整（実務調整会議の実施）
　・住民の合意形成（住民説明会の実施）
　・低平地全体の将来的な利用の在り方を示す土地利用計画図の作成
　　（各集落の再生計画となるもの）

＜上記が終わり次第着手＞
　・基本設計の実施
　（参考；7,515千円×16集落＝120,240千円）
　※ 各項目の事業費は別紙のとおり

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 北上地区跡地利用計画策定業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 6 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ６，６９５千円

【事業概要】
　河北地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で甚大な被害を受け、
被災者の住まいは防災集団移転促進事業等により、安全な内陸等へと移転することとしてい
る。
　それに伴い、被災を受けた跡地（低平地）は、土地利用の再編を迫られていることから、
防災集団移転促進事業により購入する被災跡地を含めた低平地全体の将来的な利用の在り方
を検討し、被災者の住生活だけではなく、職や住環境を再生し、真なる復興を成し遂げるた
めの跡地利用計画を策定する。
《対象集落・・・４集落》

【東日本大震災の被害との関係】
　河北地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　主に、防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地利用計画を策定するも
のである。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要】
＜平成26年度＞　6,695千円
　・国・県事業の把握
　・土地造成計画図の作成
　・国・県事業等との調整（実務調整会議の実施）
　・住民の合意形成（住民説明会の実施）
　・低平地全体の将来的な利用の在り方を示す土地利用計画図の作成
　　（各集落の再生計画となるもの）

＜上記が終わり次第着手＞
　・基本設計の実施
　（参考；7,515千円×4集落＝30,006千円）
　※ 各項目の事業費は別紙のとおり

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 河北地区跡地利用計画策定業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ４９，４３０千円

【事業概要】
　本庁半島部の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で甚大な被害を受
け、被災者の住まいは防災集団移転促進事業等により、安全な高台等へと移転することとし
ている。
　それに伴い、被災を受けた跡地（低平地）は、土地利用の再編を迫られていることから、
防災集団移転促進事業により購入する被災跡地を含めた低平地全体の将来的な利用の在り方
を検討することとしているが、そのために必要な地形測量（現地測量・路線測量）を実施す
る。
《対象集落・・・１７集落》

【東日本大震災の被害との関係】
　本庁半島部の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　主に、防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の地形測量を実施するもので
ある。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要】
＜平成26年度＞
　現地測量　　26,020千円
　路線測量　　19,748千円
　計　　　　　45,768千円（税抜）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（５）移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業

細要素事業名 本庁半島部地区跡地地形測量業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 3 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ９１，９５９千円

【事業概要】
　牡鹿地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で甚大な被害を受け、
被災者の住まいは防災集団移転促進事業等により、安全な高台等へと移転することとしてい
る。
　それに伴い、被災を受けた跡地（低平地）は、土地利用の再編を迫られていることから、
防災集団移転促進事業により購入する被災跡地を含めた低平地全体の将来的な利用の在り方
を検討することとしているが、そのために必要な地形測量（現地測量・路線測量）を実施す
る。
《対象集落・・・１７集落》

【東日本大震災の被害との関係】
　牡鹿地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　主に、防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の地形測量を実施するもので
ある。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要】
＜平成26年度＞
　現地測量　　48,077千円
　路線測量　　37,070千円
　計　　　　　85,147千円（税抜）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（５）移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業

細要素事業名 牡鹿地区跡地地形測量業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ７３，８６１千円

【事業概要】
　雄勝地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で甚大な被害を受け、
被災者の住まいは防災集団移転促進事業等により、安全な高台等へと移転することとしてい
る。
　それに伴い、被災を受けた跡地（低平地）は、土地利用の再編を迫られていることから、
防災集団移転促進事業により購入する被災跡地を含めた低平地全体の将来的な利用の在り方
を検討することとしているが、そのために必要な地形測量（現地測量・路線測量）を実施す
る。
《対象集落・・・２１集落》

【東日本大震災の被害との関係】
　雄勝地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　主に、防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の地形測量を実施するもので
ある。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要】
＜平成26年度＞
　現地測量　　38,484千円
　路線測量　　29,905千円
　計　　　　　68,389千円（税抜）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（５）移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業

細要素事業名 雄勝地区跡地地形測量業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 5 - 3

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １４７，９７１千円

【事業概要】
　北上地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で甚大な被害を受け、
被災者の住まいは防災集団移転促進事業等により、安全な高台等へと移転することとしてい
る。
　それに伴い、被災を受けた跡地（低平地）は、土地利用の再編を迫られていることから、
防災集団移転促進事業により購入する被災跡地を含めた低平地全体の将来的な利用の在り方
を検討することとしているが、そのために必要な地形測量（現地測量・路線測量）を実施す
る。
《対象集落・・・１６集落》

【東日本大震災の被害との関係】
　北上地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　主に、防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の地形測量を実施するもので
ある。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要】
＜平成26年度＞
　現地測量　　77,074千円
　路線測量　　59,936千円
　計　　　　 137,010千円（税抜）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（５）移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業

細要素事業名 北上地区跡地地形測量業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 6 - 3

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２３，５４８千円

【事業概要】
　河北地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で甚大な被害を受け、
被災者の住まいは防災集団移転促進事業等により、安全な内陸等へと移転することとしてい
る。
　それに伴い、被災を受けた跡地（低平地）は、土地利用の再編を迫られていることから、
防災集団移転促進事業により購入する被災跡地を含めた低平地全体の将来的な利用の在り方
を検討することとしているが、そのために必要な地形測量（現地測量・路線測量）を実施す
る。
《対象集落・・・４集落》

【東日本大震災の被害との関係】
　河北地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　主に、防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の地形測量を実施するもので
ある。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要】
＜平成26年度＞
　現地測量　　12,542千円
　路線測量　　 9,261千円
　計　　　　　21,803千円（税抜）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（５）移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業

細要素事業名 河北地区跡地地形測量業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 30

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ７０，０００千円

【事業概要】
　防災集団移転対象者に対し、移転希望場所や、入居時期等を正確に説明し、対象者がス
ムーズに移転するための支援を行う。また、平成26年度から開始する宅地供給に対応し
て、移転者の各種手続き支援を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被害を受けない安全で安心な土地へ
災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保するとともに良好な住環境を備え
る。

【基幹事業との関連性】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当
でないと認められるため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行うに
当たり、移転希望場所や入居時期等の受付窓口を設置し、再建を支援するもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　２市民の不安を解消し、これまでの暮らしを取り戻す
　　　　　　節　２住まいの再建
　　　　　細節　１恒久住宅の復旧・復興
　
【当面の事業概要】
　入居募集支援業務　30,000千円
　※平成25年度事業費　40,000千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（15）住宅再建等の手続き支援、改修相談・啓発支援事業

細要素事業名 防災集団移転者支援事業（平成26年度）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 31

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要

素事業ごとに作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 みなし仮設の現状に係る調査事業（平成26年度分）

全体事業費 ２０，０００千円

【事業概要】
　本市における復興公営住宅の整備については、現在4,000戸を目標に整備を進めている
が、昨年9月から11月に実施した事前登録（仮申込）において約5,000世帯の登録があり、計
画を大きく上回る結果となった。加えて未登録世帯のうち、住まいの再建について意思表明
されていない世帯もあり、更に入居希望者が増える可能性もある。
　不足分について、恒久住宅の新築により整備を進めることは、避難生活の長期化に繋がる
だけではなく、将来空家ストックを抱えることも懸念される。よって、現在みなし仮設住宅
として活用されている民間賃貸住宅について、借上型復興公営住宅として供給することを検
討しているところである。
　本事業では、石巻市内約3,200戸のみなし仮設住宅の構造等の調査、所有者の意向調査
等、事業化に向けた基礎調査を実施するもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により、全壊19,974棟、半壊13,098棟（平成26年2月末時点）の建物被害が
あり、4,000戸の計画で災害公営住宅の整備を進めている。

【基幹事業との関連性】
　移転促進区域に住む被災者の早期住宅再建に資するため、みなし仮設住宅を借上型復興公
営住宅に移行するために必要な調査を実施するもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　２市民の不安を解消し、これまでの暮らしを取り戻す
　　　　　　節　２住まいの再建
　　　　　細節　１恒久住宅の復旧・復興

【当面の事業概要】
　　平成２６年５～　６月　対象みなし仮設住宅の整理
　　　　　　　７～　８月　所有者の意向調査
　　　　　　　９～１２月　制度策定

　【事業費算定根拠】

項目 金額（円）

１　対象住宅の整理 1,000,000

２　建物状況調査 3,000,000

４　所有者の意向調査 5,000,000

５　打合協議 500,000

６　直接経費 2,000,000

合計 20,000,000

３　現地調査 8,500,000



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 4

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ９７，４９７千円

【事業概要】
　雄勝地区に新たに整備する保育所は、雄勝すべての地区の住民が利用する公共施設であり、
防災集団移転促進事業と併せて保育所の整備を行い、雄勝地区住民の住居及び生活利便施設を
確保することとしている。
　本事業は、雄勝地区保育所の整備に伴い、用地の造成工事を行うものである。
※雄勝保育所は、災害復旧事業で整備するものであるが、用地の造成は災害復旧に該当しな
い。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災に伴う津波により、雄勝保育所は甚大な被害を受け全壊し、周辺は災害危険区
域となっている。

【基幹事業との関連性】
　雄勝保育所は、雄勝すべての地区の防災集団移転促進事業で居住される方々が利用する施設
となることから、防災集団移転促進事業により雄勝地区に新たに整備される住宅団地の配置を
踏まえて場所を決定したところであり、防集事業と併せて、雄勝保育所を整備することによ
り、雄勝地区住民の生活利便性を高めるものである。
　
【各種計画上の位置付け】
第3章　施策大綱4　1 未来の人を育てる
　　　　　　　　  (1)学校教育・社会教育施設等の復旧・復興
  　 　　　　　   (2)子育て環境の復興

【当面の事業概要】
　平成26年度
　　・用地造成基本設計・実施設計　7,792千円
　　　造成基本設計業務 7,078,240円＋開発許認可申請 136,886円＝7,215,126円（税抜）
　　・用地造成工事　44,852千円
　　　※平成26年度提出済み額から676千円控除する
　　　　（実際の落札率を乗じ、施設間事業費の按分率を変更したため減額）
　
　平成27年度（参考）
　　・用地造成工事　44,853千円
　　　※平成27年度分の保育所整備に係る造成工事費を提出するもの。
　　　　（平成25年度市街地復興効果促進事業として実施）

　　※前払い金として、平成26年度に50％支出することから、年度割を50：50としている。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 雄勝保育所整備に伴う用地造成事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 5

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ７８，２６６千円

【事業概要】
　雄勝地区に新たに整備する診療所は、雄勝すべての地区の住民が利用する公共施設であり、
防災集団移転促進事業と併せて診療所の整備を行い、雄勝地区住民の住居及び生活利便施設を
確保することとしている。
　本事業は、雄勝診療所の整備に伴い、用地の造成工事を行うものである。
※雄勝診療所は、災害復旧事業として医療再生基金にて整備するものであるが、用地の造成
は、災害復旧事業として該当しない。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災に伴う津波により、雄勝病院は甚大な被害を受け全壊し、周辺は災害危険区域
となっている。

【基幹事業との関連性】
　雄勝診療所は、雄勝すべての地区の防災集団移転促進事業で居住される方々が利用する施設
となることから、防災集団移転促進事業により雄勝地区に新たに整備される住宅団地の配置を
踏まえて場所を決定したところであり、防集事業と併せて、雄勝診療所を整備することによ
り、雄勝地区住民の生活利便性を高めるものである。
　
【各種計画上の位置付け】
第3章　施策大綱2　1 迅速な生活・健康支援と福祉・医療の確保
　　　　　　　　　  (4)地域医療の復旧・復興

【当面の事業概要】
　平成26年度
　　・用地造成基本設計・実施設計　7,792千円
　　　造成基本設計業務 7,078,240円＋開発許認可申請 136,886円＝7,215,126円（税抜）
　　・用地造成工事　35,237千円
　　　※平成26年度提出済み額から10,777千円控除する
　　　　（実際の落札率を乗じ、施設間事業費の按分率を変更したため減額）

　平成27年度（参考）
　　・用地造成工事　35,237千円
　　　※平成27年度分の保育所整備に係る造成工事費を提出するもの。
　
　　※前払い金として、平成26年度に50％支出することから、年度割を50：50としている。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 雄勝診療所整備に伴う用地造成事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 8 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ７，８３０千円

【事業概要】
　新渡波地区の区画整理事業地内に新たに整備する渡波保育所は、主に、新渡波地区、新渡波
西地区の住民が利用する保育所であり、区画整理事業と併せて保育所の整備を行い、新渡波地
区住民の住居及び生活利便施設を確保することとしている。
　本業務は、渡波保育所の整備に伴い、基本計画の策定、及び、建設用地に係る地質調査を行
うものである。
※渡波保育所は、災害復旧事業として整備するものであるが、基本計画の策定、及び、建設用
地に係る地質調査については、災害復旧事業として該当しない。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災に伴う津波により、旧渡波保育所、及び、はまなす保育所は甚大な被害を受け
全壊した。はまなす保育所の建っていた場所は、災害危険区域になっている。

【基幹事業との関連性】
　渡波保育所は、主に新渡波地区、及び、新渡波西地区の区画整理事業地内に住まわれる方々
が利用する施設となることから、区画整理事業と併せて、渡波保育所を整備することにより、
新渡波地区及び新渡波西地区住民の生活利便性を高めるものである。
　
【各種計画上の位置付け】
第3章　施策大綱4　1 未来の人を育てる
　　　　　　　　  (1)学校教育・社会教育施設等の復旧・復興
  　 　　　　　   (2)子育て環境の復興

【当面の事業概要】
　平成26年度
　　基本構想策定業務　1,360千円
　　基本計画策定業務　1,200千円
　　建設に係る地質調査　5,270千円
　　※詳細は別紙のとおり

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（６）公共・公益施設整備調査事業

細要素事業名 渡波保育所基本計画策定等業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 32

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １０，８００千円

【事業概要】
　東日本大震災から３年が経過し、これから取り組むべき復旧・復興事業の情報発信と、防
災集団移転事業による、仮設住宅から恒久住宅への移動の本格化に伴う地域コミュニティ対
策は、復興ステージの変化への対応を見据えた重要なテーマとなっている。
　このため、これまでの復旧・復興事業の進捗と将来像について、主に、市民向けに発信す
ることにより、被災住民が恒常的に集まる交流の拠点として、「（仮称）石巻市復興まちづ
くり情報交流館」を整備するにあたり、基本計画の策定を行うもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災における本市の被災規模は、被災した自治体の中で最大であり、本市だけで
岩手県全県に匹敵する甚大な被災を受けている。そのため、多くの被災者が、震災前の住ん
でいた場所から遠く離れた仮設住宅で、不安な日々を送っており、被災者にとっては、新し
い情報をいち早く入手できることを求めている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業により、多くの市民が津波の恐れのない高台や新市街地へ移住する
まちづくりを進めている。
　主に、防災集団移転促進事業に参加する市民に対し、復興状況の「いま」を発信すること
は、これからの生活再建のイメージをし易くするとともに、住民間におけるワークショップ
等を開催することにより、域内の交流を効果的に生み出し、地域コミュニティの再生にもつ
ながるものである。
　また、市民・地域、行政等が一体となって復興事業に邁進する取り組みを進める効果も期
待できる。

【各種計画上の位置付け】
■【石巻市震災復興基本計画】
　施策大綱１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　２　地域の力でみんなで守る
　　　　 (1)　地域コミュニティの再生支援

【当面の事業概要】
　基本計画策定業務　１０，０００千円（税抜）
　・施設整備個所の調査
　・展示イメージ、展示内容に必要な機能と規模に係る提案
　・構造・仕様の設定による概算経費（維持管理費含む）の算出
　※施設の整備にあたっては、「被災者へのコミュニティ活動支援事業」を活用する予定

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（６）公共・公益施設整備調査事業

細要素事業名 （仮称）石巻市復興まちづくり情報交流館基本計画策定事業（平成26年度）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 3 - 3

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １７，３８８千円

【事業概要】
　震災前、観光物産店や牡鹿ホエールランドなどの商業・観光施設が集積し、にぎわっていた
牡鹿鮎川地区は、東日本大震災に伴う津波により、壊滅的な被害を受け、施設自体も流出、ま
たは、全壊したことにより解体済みである。
　そのため、東日本大震災からの復興を推し進めるにあたり、地盤については、防災集団移転
促進事業の残土を活用して盛土を行い、また、効果促進事業により道路・広場等の基盤施設を
整備することとしているが、それに併せて、拠点施設を整備することにより、住宅、商業施
設、観光施設が一体となった新たなまちづくりを行うものである。
　本業務は、拠点施設を整備するにあたり、各施設の基本計画を策定するもの。
※拠点施設には、災害復旧事業として実施する施設もあるが、基本計画策定に係る経費は災害
復旧事業として、該当しない。

【東日本大震災の被害との関係】
　今回整備する施設については、東日本大震災に伴う津波により、壊滅的な被害を受け、流
出、または、全壊したことにより解体済みである。
　また、商業観光施設については、民間事業者が営んでいた商業店舗が壊滅的な被害を受け、
多くの事業者の再建が困難となっていることから、主に、来訪者が利用する商業観光施設を整
備する必要が生じている。
（本業務にて、商業観光施設の在り方を検討する（公設か民設かも含めて））

【基幹事業との関連性】
　鮎川浜に整備する拠点施設は、牡鹿すべての地区の防災集団移転促進事業で居住される方々
が便益を受ける施設となることから、防集事業と併せて、鮎川浜の拠点エリアを整備すること
により、牡鹿地区住民の生活利便性を高めるものである。
　
【各種計画上の位置付け】
第３章　施策大綱３：自然への畏敬の念を持ち、自然とともに生きる
　　　　　　　節１：地域資源を活かす
　　　　　　細節１：観光業・施設の再生復興

【当面の事業概要】
　平成26年度
　　基本計画策定業務　17,388千円
　　　うちホエールランド分　4,644千円　　　うち商業施設分　4,644千円
　　　うちビジターセンター（他の施設に併せて計画の修正を行う）分　3,888千円
　　　うちその他（駐車場・イベント広場等）分　4,212千円
　
　なお、防集の残土を活用して実施する盛土造成事業については、現在、基本設計・実施設
計業務中であり、防集事業の進捗に併せて、造成工事に着手する予定である。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（６）公共・公益施設整備調査事業

細要素事業名 鮎川浜拠点施設基本計画策定業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 3 - 4

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １７，１５９千円

【事業概要】
　牡鹿寄磯地区に新たに整備する診療所は、牡鹿裏浜地区の住民が利用する公共施設であり、
防災集団移転促進事業と併せて診療所の整備を行い、牡鹿裏浜地区住民の住居及び生活利便施
設を確保することとしている。
　本事業は、寄磯診療所の整備に伴い、地形測量、用地造成、及び、建設用地に係る地質調査
を行うものである。
※寄磯診療所は、災害復旧事業（医療再生基金）で整備するものであるが、地形測量、用地造
成、及び建設用地に係る地質調査は災害復旧事業に該当しない。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災に伴う津波により、寄磯診療所は甚大な被害を受け全壊し、周辺は災害危険区
域となっている。

【基幹事業との関連性】
　寄磯診療所は、牡鹿裏浜地区の防災集団移転促進事業で居住される方々が利用する施設とな
ることから、防集事業と併せて、寄磯診療所を整備することにより、牡鹿裏浜地区住民の生活
利便性を高めるものである。
　
【各種計画上の位置付け】
　第3章　施策大綱2　1 迅速な生活・健康支援と福祉・医療の確保
　　　　　　　　　  (4)地域医療の復旧・復興

【当面の事業概要】
　平成26年度　17,159千円
　　・土地境界確定・鑑定に係る経費　　1,384千円
　　　（境界確定地積更生業務 1,227千円、土地鑑定評価業務 157千円）
　　・地形測量・造成設計に係る経費　　1,242千円
　　　（用地造成測量設計業務 1,242千円）
　　・用地取得に係る経費　　8,586千円
　　・用地造成に係る経費　　5,947千円

　※ 用地取得に係る経費まで提出済（11,439千円）
　　 用地造成に係る実施設計が完了したことから、用地造成に係る経費分を提出する。
　　（今回提出額 17,159千円－11,439千円＝5,720千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 寄磯診療所整備に伴う用地造成等事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 6

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ８，５００千円

【事業概要】
　雄勝地区に新たに整備する診療所は、雄勝すべての地区の住民が利用する公共施設であり、
防災集団移転促進事業と併せて診療所の整備を行い、雄勝地区住民の住居及び生活利便施設を
確保することとしている。
　本業務は、雄勝診療所の整備に伴い、基本計画の策定、及び、建設に係る地質調査を行うも
のである。
※雄勝診療所は、災害復旧事業として整備するものであるが、基本計画の策定、及び、地質調
査については、災害復旧事業として該当しない。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災に伴う津波により、雄勝病院は甚大な被害を受け全壊し、周辺は災害危険区域
となっている。

【基幹事業との関連性】
　雄勝診療所は、雄勝すべての地区の防災集団移転促進事業で居住される方々が利用する施設
となることから、防災集団移転促進事業により雄勝地区に新たに整備される住宅団地の配置を
踏まえて場所を決定したところであり、防集事業と併せて、雄勝診療所を整備することによ
り、雄勝地区住民の生活利便性を高めるものである。
　
【各種計画上の位置付け】
第3章　施策大綱2　1 迅速な生活・健康支援と福祉・医療の確保
　　　　　　　　　  (4)地域医療の復旧・復興

【当面の事業概要】
　平成26年度
　　基本計画策定業務　3,500千円
　　建設に係る地質調査業務　5,000千円
　　※詳細は別紙のとおり

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（６）公共・公益施設整備調査事業

細要素事業名 雄勝診療所基本計画策定等業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 7

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ６，７００千円

【事業概要】
　雄勝地区に新たに整備する保育所は、雄勝すべての地区の住民が利用する公共施設であり、
防災集団移転促進事業と併せて保育所の整備を行い、雄勝地区住民の住居及び生活利便施設を
確保することとしている。
　本業務は、雄勝保育所の整備に伴い、基本計画の策定、及び、基本設計業務、並びに、建設
用地に係る地質調査を行うものである。
※雄勝保育所は、災害復旧事業として整備するものであるが、基本計画の策定、及び、基本設
計業務、並びに、建設用地に係る地質調査については、災害復旧事業として該当しない。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災に伴う津波により、雄勝保育所は甚大な被害を受け全壊し、周辺は災害危険区
域となっている。

【基幹事業との関連性】
　雄勝保育所は、雄勝すべての地区の防災集団移転促進事業で居住される方々が利用する施設
となることから、防災集団移転促進事業により雄勝地区に新たに整備される住宅団地の配置を
踏まえて場所を決定したところであり、防集事業と併せて、雄勝保育所を整備することによ
り、雄勝地区住民の生活利便性を高めるものである。
　
【各種計画上の位置付け】
第3章　施策大綱4　1 未来の人を育てる
　　　　　　　　  (1)学校教育・社会教育施設等の復旧・復興
  　 　　　　　   (2)子育て環境の復興

【当面の事業概要】
　平成26年度
　　基本計画・基本設計業務　1,700千円
　　建設に係る地質調査　5,000千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（６）公共・公益施設整備調査事業

細要素事業名 雄勝保育所基本計画策定等業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 8

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３２，４００千円

【事業概要】
　震災前、総合支所等の公共公益施設、商店街、雄勝硯伝統産業会館などの商業・観光施設が
集積していた雄勝伊勢畑地区、下雄勝地区は、東日本大震災に伴う津波により、壊滅的な被害
を受け、施設自体も流出、または、全壊したことにより解体済みである。
　そのため、東日本大震災からの復興を推し進めるにあたり、地盤については、防災集団移転
促進事業の残土を活用して盛土を行い、また、効果促進事業により道路・広場等の基盤施設を
整備することとしているが、それに併せて、拠点施設を整備することにより、住宅、公共公益
施設、商業施設、観光施設が一体となった新たなまちづくりを行うものである。
　本業務は、拠点施設を整備するにあたり、各施設の基本計画を策定するもの。
※拠点施設には、災害復旧事業として実施する施設もあるが、基本計画策定に係る経費は災害
復旧事業として、該当しない。

【東日本大震災の被害との関係】
　今回整備する施設については、東日本大震災に伴う津波により、壊滅的な被害を受け、流
出、または、全壊したことにより解体済みである。
　また、商業施設については、民間事業者が営んでいた商業店舗が壊滅的な被害を受け、再建
が困難となっていることから、地域住民及び来訪者の利便施設を確保する必要が生じている。
（本業務にて、商業・観光施設の在り方を検討する（公設か民設かも含めて））

【基幹事業との関連性】
　雄勝中心部に整備する拠点施設は、雄勝すべての地区の防災集団移転促進事業で居住される
方々が便益を受ける施設となることから、防集事業と併せて、雄勝中心部の拠点エリアを整備
することにより、雄勝地区住民の生活利便性を高めるものである。
　
【各種計画上の位置付け】
第３章　施策大綱３：自然への畏敬の念を持ち、自然とともに生きる
　　　　　　　節１：地域資源を活かす
　　　　　　細節１：観光業・施設の再生復興

【当面の事業概要】
　平成26年度
　　基本計画策定業務　32,400千円
　　　うち総合支所分　6,804千円　　　うち消防署出張所分　3,888千円
　　　うち硯伝統産業会館分　6,804千円　　　うち商業施設分　3,888千円
　　　うち体育施設分　4,428千円　　　うち艇庫分　2,376千円
　　　うちその他（駐車場・イベント広場等）分　4,212千円
　
　なお、防集の残土を活用して実施する盛土造成事業については、現在、基本設計・実施設
計業務中であり、防集事業の進捗に併せて、造成工事に着手する予定である。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（６）公共・公益施設整備調査事業

細要素事業名 雄勝中心部拠点施設基本計画策定業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 9

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２９，６６２千円

【事業概要】
　雄勝地区に新たに整備する小中学校は、雄勝すべての地区の児童生徒が通学する学校施設で
あり、防災集団移転促進事業と併せて公共施設の整備を行い、雄勝地区住民の住居及び生活利
便施設を確保することとしている。
　本事業は、雄勝地区統合小中学校の整備に伴い、道路側溝の改修、乗り入れ加工及び交通安
全施設の設置を行い、雄勝地区小中学生の就学環境を確保するもの。
※雄勝地区統合小中学校は、災害復旧事業で整備するものであるが、学校敷地外である道路側
溝の改修、乗り入れ加工及び交通安全施設の設置は災害復旧に該当しない。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災に伴う津波により、雄勝小学校、雄勝中学校は、甚大な被害を受け全壊し、周
辺は災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　雄勝地区統合小中学校は、雄勝すべての地区の防災集団移転促進事業で居住される児童生徒
が通学する学校施設となることから、防災集団移転促進事業により雄勝地区に新たに整備され
る住宅団地の配置を踏まえて場所を決定したところであり、防集事業と併せて、雄勝地区統合
小中学校を整備することにより、雄勝地区住民の生活利便性を高めるものである。
　
【各種計画上の位置付け】
第3章　施策大綱4　1 未来の人を育てる　(1)学校教育・社会教育施設等の復旧・復興

【当面の事業概要】
　平成26年度　4,364千円
　　・実施設計費　　　　　　　4,100千円
　　・県道道路側溝改修工事費　　233千円
　　・工事監理費　　　　　　　　 31千円
　　※ 事業の進捗に伴い、事業費を後ろ倒しするもの。

　平成27年度　16,051千円　（参考）
　　・道路側溝改修等工事費　　14,136千円
    ・交通安全施設設置工事費　　　 0千円
　　・工事監理費（道路側溝改修等）　1,915千円
    ・工事監理費（交通安全施設の設置）　0千円
　
　平成28年度　9,247千円　（参考）
　　・道路側溝改修等工事費　　　　1,726千円
    ・交通安全施設設置工事費　　　5,887千円
　　・工事監理費（道路側溝改修等）　234千円
    ・工事監理費（交通安全施設の設置）　1,400千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（16）学校就学環境整備事業

細要素事業名 雄勝地区統合小中学校整備に伴う道路側溝等整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 5 - 4

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １５，１２０千円

【事業概要】
　北上地区は、東日本大震災に伴う津波により全域が大きな被害を受け、各地区に立地してい
た公共施設についても同様、甚大な被害を受けた。また、震災時には、総合支所が壊滅的な被
害を受けたため、北上中学校が所在しているにっこり地区が災害拠点として機能していた。
　そのため、東日本大震災からの復興を推し進めるにあたり、各地区に点在していた拠点とな
る公共施設をにっこり地区に集約整備し、新たなまちづくりを進めることとしている。
　本業務は、拠点施設を整備するにあたり、各施設の基本計画を策定するもの。
※拠点施設には、災害復旧事業として実施する施設もあるが、基本計画策定に係る経費は災害
復旧事業として、該当しない。

【東日本大震災の被害との関係】
　今回整備する施設のうち、総合支所及び消防署については、東日本大震災に伴う津波によ
り、壊滅的な被害を受け、流失、または、全壊したことにより解体済みである。
　一方、保育所については、北上地区に3施設あり、そのうち2施設は津波により被害を受けた
ものの、子どもの早期受け入れのために災害復旧事業にて応急的に復旧して対応している。し
かしながら、防集事業を踏まえた今後のまちづくりを考慮した上で、2施設を統合し、安全な
高台であるにっこり地区に移転することとしている。

【基幹事業との関連性】
　にっこり地区に整備する拠点施設は、北上すべての地区の防災集団移転促進事業で居住され
る方々が便益を受ける施設であり、防集事業と併せて、北上にっこり地区の拠点エリアを整備
することにより、北上地区住民の生活利便性を高めるものである。
　
【各種計画上の位置付け】
第３章　施策大綱２：市民の不安を解消し、これまでの暮らしを取り戻す
　　　　　　　節４：各種公共施設の復旧と復興
　　　　　　細節１：行政庁舎の復旧整備
　　　　　　細節２：消防施設等の復旧・再編

【当面の事業概要】
　平成26年度
　　基本計画策定業務　15,120千円
　　　うち総合支所分　6,804千円　　　うち消防署出張所分　3,888千円
　　　うち保育所分　4,428千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（６）公共・公益施設整備調査事業

細要素事業名 北上にっこり地区拠点施設基本計画策定業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 15 - 1 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２１，４４６千円

【事業概要】
　石巻駅周辺地区に市役所を核とした強靭な防災拠点を構築し、災害時の復旧・復興司令塔と
しての役割を迅速に発動できる環境を整えるため、津波拠点地区の形成に必要な（仮称）防災
センター、（仮称）ささえあいセンターを市役所と連携した位置に整備することとしている。
　事業の早期着手のために、用地取得を迅速に進める必要があり、そのためには、補償金額を
早期に提示することが必要不可欠であることから、今回、復興交付金基幹事業で整備する（仮
称）防災センター、（仮称）ささえあいセンター区域の不動産鑑定調査及び建物補償調査を効
果促進事業で実施するもの。
　都市計画決定までの手続きをスムーズに進めるために必要な用地買収への早期理解を得るべ
く、正確な情報を地権者に伝えるために行うもの。
※ 地権者にとっては、具体的な情報を提示されないことが、用地買収に反対する大きな要因
となっている。
　
【東日本大震災の被害との関係】
　石巻駅周辺地区は、今次津波により浸水したものの、被災後は石巻市役所を中心として復興
が進められてきたことから、今後いかなる災害が発生しても、市役所を中心としたこの地区が
被災地の復興を先導する拠点となる責務を担っている。
　このため、石巻駅周辺地区を津波からの防災性を高める拠点として整備し、想定を超える自
然災害から市民と来訪者の命を守り、命を救う砦（市街地形成形態と体制）を築き上げてい
く。

【基幹事業との関連性】
　基幹事業の早期着手に資する、「用地買収への理解を高める」ために、不動産鑑定調査、建
物補償調査を実施するもの。

【各種計画上の位置付け】
　震災復興基本計画
　施策大綱3　減災まちづくりの推進
　　　　　　(1) 都市基盤の復旧・復興
　　　　　　　　市街地の整備

【当面の事業概要】
　平成26年度
　　不動産鑑定調査費　 1,086千円
　　建物補償調査費　　20,360千円
　　　　　計　　　　　21,446千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 石巻駅周辺整備に伴う用地に係る基礎調査事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 14 - 6

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した

細要素事業ごとに作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ４３，０７１千円

【事業概要】
　下釜第一地区区画整理事業地内の下水道施設（汚水）の整備に係る基本設計及び実施設
計業務を行う。

【基幹事業との関連性】
　下釜第一地区の区画整理事業地内の下水道施設整備に係る各種設計業務を行うもの。

　本来であれば、基幹事業（下水道事業）で実施すべきものであるが、区画整理事業の進
捗に併せて、下水道整備に係る設計業務を進めることにより、区画整理事業の進捗を早め
るもの。
※第１０回時に実施設計費を申請していては、工事費（下水道）の申請が遅れ、区画整理
事業も遅れてしまう。早急に設計業務に着手することにより、遅くとも第１１回には工事
費を申請したい。

【東日本大震災の被害との関係】
　釜・大街道地区は、東日本大震災に伴う津波により全域が浸水被害を受け、下釜第一地
区は、防潮堤・高盛土道路の整備等による多重防御と、区画整理事業により、災害に強い
街づくりを進めている。

【各種計画上の位置付け】
■【石巻市震災復興基本計画】
第４章地区別整備方針　２市街地エリア　（１）西部市街地復興整備方針
復興整備方針：
　災害時において円滑かつ早急に避難するため、日和山や市街地内陸部への逃げ道となる
避難路を確保する。
　釜大街道地区については、土地区画整理事業の導入により、住工用途が適正に配置され
た安全な住宅地の形成を図ります。

【当面の事業概要】
■平成26年度　基本設計・実施設計　43,071千円
　※詳細は別紙のとおり

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 下釜第一地区区画整理事業地内の下水道施設設計業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 33

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した

細要素事業ごとに作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ５５，０００千円

【事業概要】
　泉町四丁目地区復興公営住宅に住む方々が利用する下水道施設について、住宅建設地か
ら下水道本管まで約320ｍの管渠の整備を行う。
　当該住宅の汚水処理については、当初、合併処理浄化槽を想定していたが、建設地周辺
まで下水道本管が敷設されており、下水道整備を行う方が効率的であることから、建設地
から下水道本管までの管渠の整備を行う。
　なお、当該住宅については、工事着手済みであり、平成27年6月の完成を見込んでいる。
　施工内容：管渠PRPφ200ｍｍ　L=320ｍ、マンホール10箇所

【基幹事業との関連性】
　当該復興公営住宅は、防災集団移転促進事業による移転促進区域内居住者の移転先であ
りる。当該施設の整備により、復興公営住宅及び周辺居住者の住環境向上に繋がり、復興
に寄与するものである。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により、全壊22,357棟、半壊11,021棟（平成24年6月末時点）の建物被害が
あり、4,000戸の復興公営住宅整備が必要とされている。

【各種計画上の位置付け】
■石巻市震災復興基本計画の以下の章に位置付けられている。
施策大綱２　２住まいの再建　（１）恒久住宅の復旧・復興

【当面の事業概要】
■平成26年度
　工　事　55,000千円
　　土　　　　工 　10,000千円
　　管　 渠 　工 　20,000千円
　　マンホール工  　5,000千円
　　水道管移設工 　10,000千円
　　附　 帯　 工 　10,000千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 泉町四丁目地区復興公営住宅下水道整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 6 - 4

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １，２６４千円

【事業概要】
　津波による被災を免れた河北大森地区には、仮設住宅が建設され、約４５０世帯の被災者が
生活を送っている。
　この仮設住宅の建設と地盤沈下の影響により、この仮設住宅団地に隣接する道路が頻繁に冠
水し、仮設住宅のみならず、同じく道路に隣接する二俣保育所にも浸水被害を及ぼすことか
ら、取り得る冠水対策を検討するもの。
※取り得る対策としては、ポンプを設置する方法、水路を改修する方法、道路を嵩上げする方
法の3つが考えられ、うち一番安価な方法を選択したい。
　
【東日本大震災の被害との関係】
　河北地区沿岸部の住家が甚大な被害を受け、多くの被災者が、仮設住宅にて仮暮らしを強い
られているところであるが、緊急的に仮設住宅を整備したことによる隣接地の沈下や、通行量
の増加による路面の悪化、排水量の増加等により、隣接する道路の自然排水が困難な状況と
なっている。なお、自然排水が困難な要因としては、東日本大震災による地盤沈下も考えられ
る。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業に参加する被災者の一時的な住まいとなる仮設住宅の周辺環境を改善
する対策を講じることにより、被災者の生活環境を維持するもの。
　また、防災集団移転促進事業により、二子地区に移転される方々が利用する二俣保育所の浸
水被害を防ぐための対策を講じるもの。
※ 仮設住宅団地の解消については、概ね平成29年度以降となる見込み（二子地区の防集の完
了後）。本対策については、検討業務完了後速やかに実施し、平成27年度上半期までには完了
予定。

【各種計画上の位置付け】
　震災復興基本計画
　施策大綱3　減災まちづくりの推進
　　　　　　(1) 都市基盤の復旧・復興
　
【当面の事業概要】
　平成26年度
　　対策検討業務　　1,170千円（税抜）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（６）公共・公益施設整備調査事業

細要素事業名 大森仮設住宅隣接地域における冠水対策検討業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 7 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３０，３１１千円

【事業概要】
　桃浦地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。
  桃浦団地は高台に位置しており既設配水管からの直接供給は困難なことから増圧ポンプ施
設の整備を併せて行う。

【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２６年度）
　　平成２７年度からの宅地供給開始を予定している桃浦地区の宅地造成工事完了時期に
　合わせ、水道施設の整備を完了させる。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津内の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３　減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１　都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
桃浦地区水道施設整備工事
　　　　排水管布設工事　　延長３９５ｍ　　工事費　30,310,200円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 桃浦地区水道施設整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 39 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３８，６５４千円

【事業概要】
　月浦地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。
  月浦団地は高台に位置しており既設配水管からの直接供給は困難なことから増圧ポンプ施
設の整備を併せて行う。

【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２６年度）
　　平成２６年度からの宅地供給開始を予定している月浦地区の宅地造成工事完了時期に
　合わせ、水道施設の整備を完了させる。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津内の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３　減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１　都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
月浦地区水道施設整備工事
　　　　排水管布設工事　　延長６８５ｍ　　工事費　38,653,200円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 月浦地区水道施設整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 44 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ５７，９９０千円

【事業概要】
　鮎川浜地区の移転促進区域を含む低平地については、防災集団移転促進事業で整備する高
台と一体的に、拠点エリアとして整備を進めている。
　その中で、低平地の盛土造成は、防災集団移転促進事業の残土を活用して実施することに
しているが、建物基礎や道路の舗装、地下埋設物等の除去が課題となっていることから、拠
点エリア整備事業の早期着手に資するがれき除去・撤去を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　鮎川浜地区の低平地に所在していた商業施設や集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が
流出するなど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、残土の処理を迅速に行
う上でも、当該業務は必要である（高台近隣の低平地に残土を処理するためには、早期にが
れきを撤去することが必要である）。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
　道路舗装の撤去・処分　22,920千円
　上水道管の撤去・処分　11,740千円
　その他（電柱等）　　　23,330千円
　計　　　　　　 　　　 57,990千円
　※ 下水道本管の撤去については災害復旧該当
　（今後の利用がある場合のみ、撤去費は災害復旧該当）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 鮎川浜地区拠点エリア整備に係るがれき除去事業（平成26年度）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 46 - 3

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ７８，５６０千円

【事業概要】
　雄勝中心部地区の移転促進区域を含む低平地については、防災集団移転促進事業で整備す
る高台と一体的に、拠点エリアとして整備を進めている。
　その中で、低平地の盛土造成は、防災集団移転促進事業の残土を活用して実施することに
しているが、建物基礎や道路の舗装、地下埋設物等の除去が課題となっていることから、拠
点エリア整備事業の早期着手に資するがれき除去・撤去を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　雄勝中心部地区の低平地に所在していた商業施設や集落は、東日本大震災に伴う津波で家
屋が流出するなど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、残土の処理を迅速に行
う上でも、当該業務は必要である（高台近隣の低平地に残土を処理するためには、早期にが
れきを撤去することが必要である）。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
　道路舗装の撤去・処分　26,930千円
　上水道管の撤去・処分  13,200千円
　下水道管の撤去・処分　13,370千円
　その他（電柱等）      25,060千円
　計　 　　　　　　     78,560千円
　※ 下水道本管の撤去については災害復旧非該当
　（今後の利用がある場合のみ、撤去費は災害復旧該当）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 雄勝中心部地区拠点エリア整備に係るがれき除去事業（平成26年度）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 34

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した

細要素事業ごとに作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ９，０００千円

【事業概要】
　中里一丁目地区復興公営住宅に隣接する既存水路について、復興公営住宅の整備と併せ
て改善整備を行う。
　現在の水路は土側溝であり、適正な排水勾配が確保されておらず、また、公営住宅の建
設による排水量の増加に伴い、降雨後は側溝内に雨水が滞る恐れがある。
　コンクリートＵ型側溝の整備により適正な排水勾配を確保することで、雨水排水対策を
行うもの。（施工内容：U型側溝300　L=50m）
　なお、当該復興公営住宅については、工事着手済みであり、平成27年度内の完成を見込
んでいる。

【基幹事業との関連性】
　当該復興公営住宅は、防災集団移転促進事業による移転促進区域内居住者の移転先の一
つであり、当該施設の整備により、復興公営住宅居住者の住環境向上に繋がり、復興に寄
与するものである。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により、全壊22,357棟、半壊11,021棟（平成24年6月末時点）の建物被害が
あり、4,000戸の災害公営住宅整備が必要とされている。

【各種計画上の位置付け】
■石巻市震災復興基本計画の以下の章に位置付けられている。
　第3章　施策大綱２　　　　２ 住まいの再建
　　　　　　　　　　　　（１）恒久住宅の復旧・復興
　第5章　重点プロジェクト　２ 住宅再建復興プロジェクト

【当面の事業概要】
平成26年度　実施設計　2,000千円
　　　　　　工　　事　7,000千円　土　工　3,000千円
　　　　　　 　　　　　　　　　　側溝工  4,000千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（25）市街地復興関連小規模施設整備事業

細要素事業名 中里一丁目地区復興公営住宅周辺水路整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 16 - 7 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ７４，３９３千円

【事業概要】
　中央二丁目11番地区（以下11番街区）において、生鮮マーケットを核とする第2種施行の
市街地再開発事業を展開することとしているが、事業を推進するにあたっては、専門的ノウ
ハウを要することが必要不可欠となっている。
　そのため、11番街区の市街地再開発事業を実施するにあたっては、専門的ノウハウを有す
る外部機関に事業監理を含めたすべての業務を委託することとしている。
　本業務は、計画策定業務等における事業監理業務を外部機関に委託するもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　本市の中心市街地は駅前から旧北上川の河口まで広がっており、商業や観光の拠点であっ
たが、東日本大震災に伴う津波により多くの建物・駐車場が被災し、多くの店舗が消失・閉
鎖に追い込まれている。そのため、市街地再開発事業により、商業や観光の拠点となる施設
を整備することとしている。

【基幹事業との関連性】
　11番街区の市街地再開発事業を効率的に推進するにあたり、業務監理業務を外部委託する
もの。

【各種計画上の位置付け】
石巻市震災復興基本計画
第４章　地区別整備方針　２市街地エリア　（１）西部市街地復興整備方針
「中心市街地商店街では復旧・復興に向けて、震災復興特区の活用による支援を推進するほ
か、地域住民との連携を図りながら、市街地再開発事業等の導入を見据えた商業・居住の再
生・活性化に向けた取組みを推進します。」

【当面の事業概要】
　平成26年度　　事業監理業務
　※ 詳細は別紙のとおり

【事業費内訳】
　業務監理業務　一式　74,393千円
　　うち平成26年度分　29,757千円（前払金）
　　　※出来高に併せて1千円減額
　　うち平成27年度分　44,636千円（参考）
　　　※平成26年度より1千円増額

　　※ 詳細は別紙のとおり

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１）市街地整備コーディネート事業

細要素事業名 中央二丁目11番地区市街地再開発事業発注者支援業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 16 - 7 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２９，８７７千円

【事業概要】
　中心市街地のまちづくりにおいては、今後仮設商店街の本設移行先の確保や地域経済の拠
点整備を進めていくこととしており、現在、中央二丁目11番地区において観光交流拠点施設
の整備について検討されているほか、中央三丁目１番地区や中央二丁目４番地区、立町一丁
目４番・５番地区においても商業施設を含んだ建物の整備が検討されている。
　これらの整備にあたっては、単一の施設で規模やコンセプトを考えるのではなく、中心市
街地全体として適切な商業規模を分析・算定するとともに、被災商業者、キーテナント、新
規出店者等とのテナントミックスを考慮の上、魅力的な商業エリアを形成することが必要で
ある。
　このため、地域住民にとって利便性のある適正規模の商業エリアの整備に資するべく、今
般中心市街地における適切な商業規模の分析、被災事業者や再開発組合等への聞き取り、地
域住民のニーズ把握、新規出店候補者へのリーシング等を行うものである。

【東日本大震災の被害との関係】
　本市の中心市街地は駅前から旧北上川の河口まで広がっており、商業や観光の拠点であっ
たが、東日本大震災に伴う津波により多くの建物・駐車場が被災し、多くの店舗が消失・閉
鎖に追い込まれている。

【基幹事業との関連性】
　中心市街地では中央二丁目11番地区をはじめとして、商業床を含んだ市街地再開発事業が
多数進行中であり、被災者の住まいの再建と併せて、商業（雇用）の再生を進めるために、
中心市街地の商業復興に係る各種調査・分析等を行うもの。

【各種計画上の位置付け】
石巻市震災復興基本計画
第４章　地区別整備方針　２市街地エリア　（１）西部市街地復興整備方針
「中心市街地商店街では復旧・復興に向けて、震災復興特区の活用による支援を推進するほ
か、地域住民との連携を図りながら、市街地再開発事業等の導入を見据えた商業・居住の再
生・活性化に向けた取組みを推進します。」

【当面の事業概要】
　平成26年度　中心市街地の商業復興に係る各種調査・分析 　29,877千円
　※ 詳細は別紙のとおり

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（39）地域振興・産業誘致に向けた調査事業

細要素事業名 中心市街地における商業復興に係る調査・調整業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 35

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３８，７７１千円

【事業概要】
　復興推進区域の新たな都市形成に合わせた下水道整備の再編や復興事業に伴う新市街地の
都市施設としての下水道整備計画とあわせ、被災により全体的な見直しが必要となる市全域
の下水道計画を一体的に策定し、下水道施設の復興整備を円滑に進めるもの。

【当面の事業概要】
　都市計画変更、事業計画変更、基本設計等  38,771千円
　　うち雨水排水施設分　　27,387千円
　　うち汚水排水施設分　　11,384千円
　
＜増額要因＞
　１．効率的な雨水整備計画とするため、既存の排水区にとらわれず、排水区の統廃合を
　　踏まえた検討を行うことにより増額
　　　検討対象面積；1,227ha→1,517ha（約2,500千円）
　２．１に付随し、雨水流出抑制対策の検討対象面積も増加することにより増額
　　　検討対象面積；1,080ha→1,535ha（約600千円）
　３．現地調査の結果測量延長が増加したことによる増額
　　　測量延長；219.8ｋｍ→226.0ｋｍ（約700千円）
　　その他合わせて3,935千円の増額となる。
　　※一方、前回提出後に、260,280円の事業費の削減をした上で契約した。
　　　（都市計画書の作成にあたり、資料を準用する等業務を効率化した）

　　○平成25年度事業として、117,921千円を執行（うち雨水分は101,526千円）

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により、大規模かつ広範囲で被害を受けており、市全域の下水道計画につい
て、全体的な見直しが必要となっている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業を初めとする様々な面整備により、新たなまちづくりを進めている
が、復興事業に合わせた下水道施設の全体計画を策定するもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　下水道施設の整備

【事業費内訳】
　別紙のとおり

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（６）公共・公益施設整備調査事業

細要素事業名 下水道復興整備円滑化事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 36

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２０，２７６千円

【事業概要】
　市立桜坂高等学校の統合整備に関連して、主に、被災した女子商業高校※分の備品を整備
するもの。
※ 復興交付金（防災集団移転促進事業の効果促進事業）で整備する校舎において、最低限
必要となる備品を整備するもの。（災害復旧対象外）
　
【東日本大震災の被害との関係】
　渡波地区の沿岸部に立地していた市立女子商業高等学校は、今回の震災の津波により壊滅
的な被害を受け校舎の使用が不可能な状況となっており、現在、市立女子高等学校の敷地内
に仮設校舎を建設して授業を継続している。
　そのため、被災した市立女子商業高等学校を、市立女子高等学校と統合して新たな市立高
等学校を創設することにより、実業系の教育に強みを持つ両校の教育基盤を強化し、震災か
らの復興という「まちづくり」に貢献する生徒を輩出するための教育を展開することとして
いる。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業等により住居を新たにする被災者の教育環境を整えるために、被災
した市立高等学校を統合整備することとしており、最低限、震災前の就学環境を整えるため
に、学校備品を整備するもの。

【各種計画上の位置付け】
（石巻市震災復興基本計画の該当箇所）
施策大綱４　未来のために伝統・文化を守り、人・新たな産業を育てる
　　　　　　　　　１　未来の人を育てる
　　　　　　　　（１）学校教育・社会教育施設等の復旧・復興

【当面の事業概要】
　平成２６年度　備品整備
　平成２７年度　４月開校

【事業費内訳】
　備品購入　　20,276千円
　　購入する備品については、別紙のとおり。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 市立桜坂高等学校統合に伴う学校備品整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 37

 

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ５２，６９６千円

【事業概要】
　東日本大震災から３年が経過し、これから取り組むべき復旧・復興事業の情報発信と、防
災集団移転事業による、仮設住宅から恒久住宅への移動の本格化に伴う地域コミュニティの
形成は、復興ステージの変化への対応を見据えた重要なテーマとなっている。
　このため、これまでの復旧・復興事業の進捗とまちの将来像について、主に、被災者向け
に発信することにより、被災者が恒常的に集まる交流の拠点として、仮設の「（仮称）復興
まちづくり情報交流館」の整備を各地に行うこととしている。
　中心市街地に整備する「まちなか館」は、当該地区に所在する様々な施設の中心となり、
仮設商店街との連携も可能とする交流会館として位置付けている。
　本事業では「まちなか館」を整備するにあたり、実施設計および建築工事等を行うもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　本市の東日本大震災における被災規模は被災した自治体の中で最大であり、長引く復興に
対し、多くの被災者が元の住まいから離れた仮設住宅で不安な日々を送っている。
　そのため、被災者にとって復興事業の進捗状況を確認できる場や、人が気軽に集まり話し
合うことで日々のストレスから開放される場、今後できるまちの情報を得ることで将来につ
いて考えることができる場が求められている。

【基幹事業との関連性】
　本市では、防災集団移転促進事業等により、多くの市民が津波の恐れのない高台や新市街
地へ移住するまちづくりを進めている。主に、防災集団移転促進事業に参加する市民に対
し、復興状況の「いま」を発信することは、これからの生活再建のイメージをし易くすると
ともに、住民間におけるワークショップ等を開催することにより、域内の交流を効果的に生
み出し、地域コミュニティの再生にもつながるものである。

【各種計画上の位置付け】
■【石巻市震災復興基本計画】
　施策大綱１　みんなで築く災害に強いまちづくり　　２　地域の力でみんなで守る
　　　　 (1)　地域コミュニティの再生支援

【当面の事業概要】
　全体事業費　48,792千円（税抜）
　　平成26年度　　実施設計・工事管理費　　5,622千円
　　　　　　　　　建築工事　　　　　　　 38,390千円
　　　　　　　　　外構工事　　　　　　　　　967千円
　　平成29年度　　建築撤去費　　　　　　　3,813千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（19）被災者へのコミュニティ活動支援事業

細要素事業名 （仮称）復興まちづくり情報交流館整備事業[まちなか館]（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 38

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ５，６５８千円

【事業概要】
　復興まちづくり情報交流館[まちなか館]の整備に係る展示コンテンツの作成を行う。

　作成する展示コンテンツは、限られたスペースの中で、欲しい復興事業に関する情報が簡
単に得られ、より深い理解を得られる場所・展示媒体とする。
　そのため、展示手法は情報の更新度や求められる情報発信力に併せたものとし、過去から
未来までの時間軸を扱うことで、計画を知る・考えるだけでなく、未来についてもイメージ
できるような展示とする。
　本事業では、「まちなか館」を整備するにあたり展示の設計および製作を行うもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　本市の東日本大震災における被災規模は被災した自治体の中で最大であり、長引く復興に
対し、多くの被災者が元の住まいから離れた仮設住宅で不安な日々を送っている。
　そのため、被災者にとっては、復興事業の進捗状況をいち早く知れることが必要不可欠と
なっている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業により、多くの市民が津波の恐れのない高台や新市街地へ移住する
まちづくりを進めている。主に、防災集団移転促進事業に参加する市民に対し、復興状況の
「いま」を発信することは、これからの生活再建のイメージをし易くするとともに、市民・
地域、行政等が一体となって復興事業に邁進する取り組みを進める効果も期待できる。

【各種計画上の位置付け】
■【石巻市震災復興基本計画】
　施策大綱１　みんなで築く災害に強いまちづくり　　２　地域の力でみんなで守る
　　　　 (1)　地域コミュニティの再生支援

【当面の事業概要】
　全体事業費　5,238千円（税抜）
　　平成26年度　　展示設計費　　　　　　　　681千円
　　　　　　　　　展示工事費　　　　　　　3,892千円
　　平成27年度　　リース費・展示更新費　　　164千円
　　平成28年度　　リース費・展示更新費　　　164千円
　　平成29年度　　リース費・展示更新費　　　164千円
　　　　　　　　　展示撤去費　　　　　　　　173千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（3）住民合意形成促進事業

細要素事業名 （仮称）まちなか館復興情報展示コンテンツ作成事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 39

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ４，９６１千円

【事業概要】
　日和山は、市内最大規模の被災を受けた「南浜地区・門脇地区」や、中心市街地の象徴で
ある「中瀬地区」を見渡すことができる場所であり、震災後、市民に限らず、多くの方々が
この地を訪れ、震災の悲惨さを感じている。
　そのため、当該地区は、震災の記憶を発信する場としての役割を果たす必要があるが、効
果的に震災の傷跡とそこからの復興を伝えられるよう、被災状況や復興情報等を展示するス
ペースを確保することとしている。
　本事業では、震災・復興を知りに訪れる市民・来訪者等に対し、効果的に被害状況・復興
状況を発信するために、展示物、屋外展示空間、付帯施設等を整備するもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　本市の東日本大震災における被災規模は被災した自治体の中で最大であり、東日本大震災
の悲惨さを知り、今後の防災啓発等に活かすために、たくさんの方々が本市に訪れている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業により、多くの市民が津波の恐れのない高台や新市街地へ移住する
防災まちづくりを進めているが、併せて本事業を実施することにより、津波による被害等を
防災集団移転促進事業の移転先や移転元を含む市民及び来訪者に伝えることで、生涯にわ
たって必要な防災能力を習得でき、地域社会における防災力の向上が図られる。

【各種計画上の位置付け】
■【石巻市震災復興基本計画】
　　施策大綱１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　１　新たな防災体制の構築　　(4)　震災記録の伝承
　　　　「東日本大震災に関連する写真、映像、図書、新聞・広報誌等の多様な情報のほ
　　　　　か、被災者やボランティアなど本震災に関わった方々のメッセージなどを、震災
　　　　　発生直後・復旧期・再生期・発展期ごとに分けて収集・保存し、広く公開するた
　　　　　めの施設整備を促進します。」

【当面の事業概要】
　全体事業費　4,593千円（税抜）
　　平成26年度　　展示設計費　　 460千円
　　　　　　　　　展示工事費　 4,133千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（37）震災・復興記録の収集・整理・保存

細要素事業名 日和山復興情報展示コンテンツ作成事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 3 - 5

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ４７，４６１千円

【事業概要】
　東日本大震災から３年が経過し、これから取り組むべき復旧・復興事業の情報発信と、防
災集団移転事業による、仮設住宅から恒久住宅への移動の本格化に伴う地域コミュニティの
形成は、復興ステージの変化への対応を見据えた重要なテーマとなっている。
　このため、これまでの復旧・復興事業の進捗とまちの将来像について、主に、被災者向け
に発信することにより、被災者が恒常的に集まる交流の拠点として、仮設の「（仮称）復興
まちづくり情報交流館」の整備を各地に行うこととしている。
　牡鹿館は旧牡鹿町中心部の将来の拠点エリアとなる場所に、仮設商店街との連携を可能と
する交流会館として整備する。
　本事業では「牡鹿館」を整備するにあたり、実施設計および建築工事等を行うもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　本市の東日本大震災における被災規模は被災した自治体の中で最大であり、長引く復興に
対し、多くの被災者が元の住まいから離れた仮設住宅で不安な日々を送っている。
　そのため、被災者にとって復興事業の進捗状況を確認できる場や、人が気軽に集まり話し
合うことで日々のストレスから開放される場、今後できるまちの情報を得ることで将来につ
いて考えることができる場が求められている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業等により、牡鹿地区の住民は、津波の恐れのない高台へ移住するま
ちづくりを進めている。主に、防災集団移転促進事業に参加する市民に対し、復興状況の
「いま」を発信することは、これからの生活再建のイメージをし易くするとともに、住民間
におけるワークショップ等を開催することにより、域内の交流を効果的に生み出し、地域コ
ミュニティの再生にもつながるものである。

【各種計画上の位置付け】
■【石巻市震災復興基本計画】
　施策大綱１　みんなで築く災害に強いまちづくり　　２　地域の力でみんなで守る
　　　　 (1)　地域コミュニティの再生支援

【当面の事業概要】
　全体事業費　43,945千円（税抜）
　　平成26年度　　実施設計・工事管理費　　5,561千円
　　　　　　　　　建築工事　　　　　　　 31,967千円
　　　　　　　　　外構工事　　　　　　　　2,367千円
　　平成29年度　　建築撤去費　　　　　　　4,050千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（19）被災者へのコミュニティ活動支援事業

細要素事業名 （仮称）復興まちづくり情報交流館整備事業[牡鹿館]（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 3 - 6

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ８，７４４千円

【事業概要】
　復興まちづくり情報交流館[牡鹿館]の整備に係る展示コンテンツの作成を行う。

　作成する展示コンテンツは、限られたスペースの中で、欲しい復興事業に関する情報が簡
単に得られ、より深い理解を得られる場所・展示媒体とする。
　そのため、展示手法は情報の更新度や求められる情報発信力に併せたものとし、過去から
未来までの時間軸を扱うことで、計画を知る・考えるだけでなく、未来についてもイメージ
できるような展示とする。
　本事業では、「牡鹿館」を整備するにあたり展示の設計および製作を行うもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　本市の東日本大震災における被災規模は被災した自治体の中で最大であり、長引く復興に
対し、多くの被災者が元の住まいから離れた仮設住宅で不安な日々を送っている。
　そのため、被災者にとっては、復興事業の進捗状況をいち早く知れることが必要不可欠と
なっている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業により、牡鹿地区の住民は、津波の恐れのない高台へ移住するまち
づくりを進めている。主に、防災集団移転促進事業に参加する市民に対し、復興状況の「い
ま」を発信することは、これからの生活再建のイメージをし易くするとともに、市民・地
域、行政等が一体となって復興事業に邁進する取り組みを進める効果も期待できる。

【各種計画上の位置付け】
■【石巻市震災復興基本計画】
　施策大綱１　みんなで築く災害に強いまちづくり　　２　地域の力でみんなで守る
　　　　 (1)　地域コミュニティの再生支援

【当面の事業概要】
　全体事業費　8,096千円（税抜）
　　平成26年度　　展示設計費　　　　　　　  898千円
　　　　　　　　　展示工事費　　　　　　  5,705千円
　　平成27年度　　リース費・展示更新費　　  390千円
　　平成28年度　　リース費・展示更新費　　  389千円
　　平成29年度　　リース費・展示更新費　　　389千円
　　　　　　　　　展示撤去費　　　　　　　　325千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（3）住民合意形成促進事業

細要素事業名 （仮称）牡鹿館復興情報展示コンテンツ作成事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 10

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ４７，２６１千円

【事業概要】
　東日本大震災から３年が経過し、これから取り組むべき復旧・復興事業の情報発信と、防
災集団移転事業による、仮設住宅から恒久住宅への移動の本格化に伴う地域コミュニティの
形成は、復興ステージの変化への対応を見据えた重要なテーマとなっている。
　このため、これまでの復旧・復興事業の進捗とまちの将来像について、主に、被災者向け
に発信することにより、被災者が恒常的に集まる交流の拠点として、仮設の「（仮称）復興
まちづくり情報交流館」の整備を各地に行うこととしている。
　雄勝館は旧雄勝町中心部に、仮設商店街との連携も可能となる交流館として整備する。
　本事業では「雄勝館」を整備するにあたり、実施設計および建築工事等を行うもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　本市の東日本大震災における被災規模は被災した自治体の中で最大であり、長引く復興に
対し、多くの被災者が元の住まいから離れた仮設住宅で不安な日々を送っている。
　そのため、被災者にとって復興事業の進捗状況を確認できる場や、人が気軽に集まり話し
合うことで日々のストレスから開放される場、今後できるまちの情報を得ることで将来につ
いて考えることができる場が求められている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業等により、雄勝地区の住民は、津波の恐れのない高台へ移住するま
ちづくりを進めている。主に、防災集団移転促進事業に参加する市民に対し、復興状況の
「いま」を発信することは、これからの生活再建のイメージをし易くするとともに、住民間
におけるワークショップ等を開催することにより、域内の交流を効果的に生み出し、地域コ
ミュニティの再生にもつながるものである。

【各種計画上の位置付け】
■【石巻市震災復興基本計画】
　施策大綱１　みんなで築く災害に強いまちづくり　　２　地域の力でみんなで守る
　　　　 (1)　地域コミュニティの再生支援

【当面の事業概要】
　全体事業費　43,760千円（税抜）
　　平成26年度　　実施設計・工事管理費　　5,493千円
　　　　　　　　　建築工事　　　　　　　 33,158千円
　　　　　　　　　外構工事　　　　　　　　2,087千円
　　平成29年度　　建築撤去費　　　　　　　3,022千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（19）被災者へのコミュニティ活動支援事業

細要素事業名 （仮称）復興まちづくり情報交流館整備事業[雄勝館]（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 11

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ６，７１１千円

【事業概要】
　復興まちづくり情報交流館[雄勝館]の整備に係る展示コンテンツの作成を行う。

　作成する展示コンテンツは、限られたスペースの中で、欲しい復興事業に関する情報が簡
単に得られ、より深い理解を得られる場所・展示媒体とする。
　そのため、展示手法は情報の更新度や求められる情報発信力に併せたものとし、過去から
未来までの時間軸を扱うことで、計画を知る・考えるだけでなく、未来についてもイメージ
できるような展示とする。
　本事業では、「雄勝館」を整備するにあたり展示の設計および製作を行うもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　本市の東日本大震災における被災規模は被災した自治体の中で最大であり、長引く復興に
対し、多くの被災者が元の住まいから離れた仮設住宅で不安な日々を送っている。
　そのため、被災者にとっては、復興事業の進捗状況をいち早く知れることが必要不可欠と
なっている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業により、雄勝地区の住民は、津波の恐れのない高台へ移住するまち
づくりを進めている。主に、防災集団移転促進事業に参加する市民に対し、復興状況の「い
ま」を発信することは、これからの生活再建のイメージをし易くするとともに、市民・地
域、行政等が一体となって復興事業に邁進する取り組みを進める効果も期待できる。

【各種計画上の位置付け】
■【石巻市震災復興基本計画】
　施策大綱１　みんなで築く災害に強いまちづくり　　２　地域の力でみんなで守る
　　　　 (1)　地域コミュニティの再生支援

【当面の事業概要】
　全体事業費　6,213千円（税抜）
　　平成26年度　　展示設計費　　　　　　　  763千円
　　　　　　　　　展示工事費　　　　　　  4,060千円
　　平成27年度　　リース費・展示更新費　　　374千円
　　平成28年度　　リース費・展示更新費　　　374千円
　　平成29年度　　リース費・展示更新費　　　374千円
　　　　　　　　　展示撤去費　　　　　　　　268千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（3）住民合意形成促進事業

細要素事業名 （仮称）雄勝館復興情報展示コンテンツ作成事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 12

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２５，６９１千円

【事業概要】
　雄勝地区に新たに整備する保育所及び診療所は、雄勝すべての地区の住民が利用する公共施
設であり、防災集団移転促進事業と併せて保育所及び診療所の整備を行い、雄勝地区住民の住
居及び生活利便施設を確保することとしている。
　本事業は、雄勝保育所及び診療所の整備に伴い、敷地内道路及び排水施設の整備を行うもの
である。
※本道路及び排水施設については、それぞれの施設の付帯施設としてではなく、保育所及び診
療所に接続する道路、及び、排水施設として整備するため、事業を別建てする。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災に伴う津波により、雄勝保育所及び雄勝病院は甚大な被害を受け全壊し、周辺
は災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　雄勝保育所及び雄勝診療所は、雄勝すべての地区の防災集団移転促進事業で居住される方々
が利用する施設となることから、防災集団移転促進事業により雄勝地区に新たに整備される住
宅団地の配置を踏まえて場所を決定したところであり、防集事業と併せて、雄勝保育所及び雄
勝診療所を整備することにより、雄勝地区住民の生活利便性を高めるものである。
　
【各種計画上の位置付け】
第3章　施策大綱2　1 迅速な生活・健康支援と福祉・医療の確保
　　　　　　　　　  (4)地域医療の復旧・復興

【当面の事業概要】
　平成26年度
　　・道路施設及び排水路整備　12,845千円
　　　※平成26年度提出済み額から2,940千円控除する
　　　　（実際の落札率を乗じ、施設間事業費の按分率を変更したため減額）

　平成27年度（参考）
　　・道路施設及び排水路整備　12,846千円
　　　※平成27年度分の道路等整備に係る経費を提出するもの。

　　※前払い金として、平成26年度に50％支出することから、年度割を50：50としている。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（25）市街地復興関連小規模施設整備事業

細要素事業名 雄勝保育所・診療所に係る接続道路等整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 13

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １３，４０８千円

【事業概要】
　雄勝地区に新たに整備する保育所及び診療所は、雄勝すべての地区の住民が利用する公共施
設であり、防災集団移転促進事業と併せて保育所及び診療所の整備を行い、雄勝地区住民の住
居及び生活利便施設を確保することとしている。
　本業務は、雄勝保育所及び診療所の整備に伴う造成工事等に係る施工監理を行うものであ
る。（周辺では多くの復興事業を実施しており、施工監理を効率的に行うことにより、事業の
スピードアップを図るもの。）

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災に伴う津波により、雄勝保育所及び雄勝病院は甚大な被害を受け全壊し、周辺
は災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　雄勝保育所及び雄勝診療所は、雄勝すべての地区の防災集団移転促進事業で居住される方々
が利用する施設となることから、防災集団移転促進事業により雄勝地区に新たに整備される住
宅団地の配置を踏まえて場所を決定したところであり、防集事業と併せて、雄勝保育所及び雄
勝診療所を整備することにより、雄勝地区住民の生活利便性を高めるものである。
　
【各種計画上の位置付け】
第3章　施策大綱2　1 迅速な生活・健康支援と福祉・医療の確保
　　　　　　　　　  (4)地域医療の復旧・復興

【当面の事業概要】
　平成26年度
　　・造成工事等に係る工事施工監理業務　5,363千円
　　　（26年度前払い金を40％として計上）

　平成27年度；参考
　　・造成工事等に係る工事施工監理業務　8,045千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（２）工事統括マネジメント

細要素事業名 雄勝保育所・診療所造成事業等に係る工事施工監理業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 6 - 5

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ６，５５１千円

【事業概要】
　復興まちづくり情報交流館[河北館]の整備に係る展示コンテンツの作成を行う。

　作成する展示コンテンツは、限られたスペースの中で、欲しい復興事業に関する情報が簡
単に得られ、より深い理解を得られる場所・展示媒体とする。
　そのため、展示手法は情報の更新度や求められる情報発信力に併せたものとし、過去から
未来までの時間軸を扱うことで、計画を知る・考えるだけでなく、未来についてもイメージ
できるような展示とする。
　本事業では、「河北館」を整備するにあたり展示の設計および製作を行うもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　本市の東日本大震災における被災規模は被災した自治体の中で最大であり、長引く復興に
対し、多くの被災者が元の住まいから離れた仮設住宅で不安な日々を送っている。
　そのため、被災者にとっては、復興事業の進捗状況をいち早く知れることが必要不可欠と
なっている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業により、河北地区の住民は、津波の恐れのない高台や内陸へ移住す
るまちづくりを進めている。主に、防災集団移転促進事業に参加する市民に対し、復興状況
の「いま」を発信することは、これからの生活再建のイメージをし易くするとともに、市
民・地域、行政等が一体となって復興事業に邁進する取り組みを進める効果も期待できる。

【各種計画上の位置付け】
■【石巻市震災復興基本計画】
　施策大綱１　みんなで築く災害に強いまちづくり　　２　地域の力でみんなで守る
　　　　 (1)　地域コミュニティの再生支援

【当面の事業概要】
　全体事業費　6,065千円（税抜）
　　平成26年度　　展示設計費　　　　　　　  727千円
　　　　　　　　　展示工事費　　　　　　  4,674千円
　　平成27年度　　リース費・展示更新費　　　150千円
　　平成28年度　　リース費・展示更新費　　　150千円
　　平成29年度　　リース費・展示更新費　　　150千円
　　　　　　　　　展示撤去費　　　　　　　　214千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（3）住民合意形成促進事業

細要素事業名 （仮称）河北館復興情報展示コンテンツ作成事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 11 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ６０，１２５千円

【事業概要】
　小網倉浜・清水田浜地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行
う。
  小網倉浜・清水田浜団地は高台に位置しており既設配水管からの直接供給は困難なことか
ら増圧ポンプ施設の整備を併せて行う。

【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２６年度）
　　平成２６年度からの宅地供給開始を予定している小網倉浜・清水田浜地区の宅地造成
　工事完了時期に合わせ、水道施設の整備を完了させる。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津内の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３　減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１　都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
小網倉浜・清水田浜地区水道施設整備工事
　　　　排水管布設工事　　延長６１６ｍ　　工事費　60,124,680円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 小網倉浜・清水田浜地区水道施設整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 12 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３８，９６１千円

【事業概要】
　給分浜地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。
  給分浜団地は高台に位置しており既設配水管からの直接供給は困難なことから増圧ポンプ
施設の整備を併せて行う。

【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２６年度）
　　平成２７年度からの宅地供給開始を予定している給分浜地区の宅地造成工事完了時期に
　合わせ、水道施設の整備を完了させる。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津内の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３　減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１　都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
給分浜地区水道施設整備工事
　　　　排水管布設工事　　延長３８８ｍ　　工事費　38,961,000円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 給分浜地区水道施設整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 13 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２０，９０４千円

【事業概要】
　十八成浜地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。
  十八成浜団地は高台に位置しており既設配水管からの直接供給は困難なことから増圧ポン
プ施設の整備を併せて行う。

【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２６年度）
　　平成２７年度からの宅地供給開始を予定している十八成浜地区の宅地造成工事完了時期
　に合わせ、水道施設の整備を完了させる。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３　減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１　都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
十八成浜地区水道施設整備工事
　　　　排水管布設工事　　延長３３７ｍ　　工事費　20,903,400円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 十八成浜地区水道施設整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 14 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２９，９５９千円

【事業概要】
　泊浜地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。
  泊浜団地は高台に位置しており既設配水管からの直接供給は困難なことから増圧ポンプ施
設の整備を併せて行う。

【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２６年度）
　　平成２７年度からの宅地供給開始を予定している泊浜地区の宅地造成工事完了時期に
　合わせ、水道施設の整備を完了させる。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３　減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１　都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
泊浜地区水道施設整備工事
　　　　排水管布設工事　　延長３３７ｍ　　工事費　29,958,120円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 泊浜地区水道施設整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 19 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ７，６８５千円

【事業概要】
　名振地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。

【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２６年度）
　　平成２７年度からの宅地供給開始を予定している名振地区の宅地造成工事完了時期に
　合わせ、水道施設の整備を完了させる。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３　減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１　都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
名振地区水道施設整備工事
　　　　排水管布設工事　　延長３８ｍ　　工事費　7,696,200円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 名振地区水道施設整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 21 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ８，０９３千円

【事業概要】
　熊沢地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。

【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２６年度）
　　平成２６年度からの宅地供給開始を予定している熊沢地区の宅地造成工事完了時期に
　合わせ、水道施設の整備を完了させる。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３　減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１　都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
熊沢地区水道施設整備工事
　　　　排水管布設工事　　延長１９４ｍ　　工事費　8,092,440円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 熊沢地区水道施設整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 34 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ７，０２３千円

【事業概要】
　大浜地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。

【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２６年度）
　　平成２７年度からの宅地供給開始を予定している大浜地区の宅地造成工事完了時期に
　合わせ、水道施設の整備を完了させる。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３　減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１　都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
大浜地区水道施設整備工事
　　　　排水管布設工事　　延長１４０ｍ　　工事費　7,022,160円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 大浜地区水道施設整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 41 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２１，５０１千円

【事業概要】
　福貴浦地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。
  福貴浦団地は高台に位置しており既設配水管からの直接供給は困難なことから増圧ポンプ
施設の整備を併せて行う。

【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２６年度）
　　平成２６年度からの宅地供給開始を予定している福貴浦地区の宅地造成工事完了時期に
　合わせ、水道施設の整備を完了させる。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３　減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１　都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
福貴浦地区水道施設整備工事
　　排水管布設工事　　延長６３ｍ　　工事費　21,500,640円
　　※ 本年度は、②地区分のみであり、①・③地区分については、平成27年度以降実施。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 福貴浦地区水道施設整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 52 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ６，３８４千円

【事業概要】
　祝田地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。

【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２６年度）
　　平成２６年度からの宅地供給開始を予定している祝田地区の宅地造成工事完了時期に
　合わせ、水道施設の整備を完了させる。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３　減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１　都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
祝田地区水道施設整備工事
　　　　排水管布設工事　　延長６２ｍ　　工事費　6,383,880円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 祝田地区水道施設整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 54 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２，５３５千円

【事業概要】
　間垣地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。

【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２６年度）
　　平成２７年度からの宅地供給開始を予定している間垣地区の宅地造成工事完了時期に
　合わせ、水道施設の整備を完了させる。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３　減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１　都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
間垣地区水道施設整備工事
　　排水管布設工事　　延長９０ｍ　　工事費　2,534,760円
　現地調査の結果、配水管布設工をL=90.9mから1.0m減工し、L=89.9mに変更する。
　また、水路下越部の配水管布設及び指導本管取出し部において、地下湧水量が多いため、
ポンプ運転工及び裾付・撤去工を変更する。
　今回は、65千円分の工事費を増額するもの。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 間垣地区水道施設整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 10 - 12

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３，８５６千円

【事業概要】
　既成市街地における区画整理事業を成立させるためには、区画整理後にも、継続的に住民
に住んでもらうことが必要不可欠であり、住民との対話の上事業を進めていく中で、将来的
な利用の見込みが少ない地権者から用地買収を行い、主に、被災者や被災事業者に売却する
ことにより、区画整理事業地内の賑わいを創出し、区画整理事業参加者の住環境（便益施設
の誘致、地域コミュニティの活性化等）を整えることが重要となっている。
　そのため、本業務では市が単費買収した換地用地に係る土地台帳の作成、分筆登記、売却
価格の設定を通じて、地域振興や産業誘致のための基礎的調査を行う。（意向調査は、すで
に提出済みの「仮設団地の移転促進等に向けた個別相談対応」等にて実施中）
　なお、本調査結果に基づき、近隣の災害危険区域（南浜町）等に住んでいた被災者や被災
事業者等に売却することができれば、被災者の生活再建を後押しする効果も見込まれる。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災による津波と地盤沈下により壊滅的な被害を受けた新門脇地区においては、
大部分の家屋等が流失し、一部地盤沈下による日常的な浸水状況も見受けられる。また、操
業していた事業所についても多大な被害を受けた。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業地内の住環境（便益施設の誘致、地域コミュニティの活性化）のために、実
施するものである。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
第５章重点プロジェクト
　２　住宅再建復興プロジェクト
　　　土地区画整理事業（門脇地区）
　　　津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に整備
　
■都市計画決定：平成25年2月19日
■事業計画決定：平成25年9月20日
　
【当面の事業概要】
　＜平成26年度＞（税抜）
　　土地台帳作成　　279千円
　　分筆登記　　　1,015千円
　　売却価格設定　2,276千円
　※ 先行買収用地面積　58,800㎡

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（39）地域振興・産業誘致に向けた調査事業

細要素事業名 新門脇地区区画整理事業地内換地用地売却支援業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 11 - 6

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ６，０８８千円

【事業概要】
　既成市街地における区画整理事業を成立させるためには、区画整理後にも、継続的に住民
に住んでもらうことが必要不可欠であり、住民との対話の上事業を進めていく中で、将来的
な利用の見込みが少ない地権者から用地買収を行い、主に、被災者や被災事業者に売却する
ことにより、区画整理事業地内の賑わいを創出し、区画整理事業参加者の住環境（便益施設
の誘致、地域コミュニティの活性化等）を整えることが重要となっている。
　そのため、本業務では市が単費買収した換地用地に係る土地台帳の作成、分筆登記、売却
価格の設定を通じて、地域振興や産業誘致のための基礎的調査を行う。（意向調査は、すで
に提出済みの「仮設団地の移転促進等に向けた個別相談対応」等にて実施中）
　なお、本調査結果に基づき、近隣の災害危険区域（川口町・大門町）等に住んでいた被災
者や被災事業者等に売却することができれば、被災者の生活再建を後押しする効果も見込ま
れる。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災による津波と地盤沈下により壊滅的な被害を受けた湊東地区においては、大
部分の家屋等が流失し、一部地盤沈下による日常的な浸水状況も見受けられる。また、操業
していた事業所についても多大な被害を受けた。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業地内の住環境（便益施設の誘致、地域コミュニティの活性化）のために、実
施するものである。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
第５章重点プロジェクト
　２　住宅再建復興プロジェクト
　　　土地区画整理事業（湊地区）
　　　津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に整備
　
■都市計画決定：平成25年2月19日
■事業計画決定：平成25年9月20日
　
【当面の事業概要】
　＜平成26年度＞（税抜）
　　土地台帳作成　　325千円
　　分筆登記　　　　761千円
　　売却価格設定　4,551千円
　※ 先行買収用地面積　36,810㎡

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（39）地域振興・産業誘致に向けた調査事業

細要素事業名 湊東地区区画整理事業地内換地用地売却支援業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 12

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ５，４９２千円

【事業概要】
　既成市街地における区画整理事業を成立させるためには、区画整理後にも、継続的に住民
に住んでもらうことが必要不可欠であり、住民との対話の上事業を進めていく中で、将来的
な利用の見込みが少ない地権者から用地買収を行い、主に、被災者や被災事業者に売却する
ことにより、区画整理事業地内の賑わいを創出し、区画整理事業参加者の住環境（便益施設
の誘致、地域コミュニティの活性化等）を整えることが重要となっている。
　そのため、本業務では市が単費買収した換地用地に係る土地台帳の作成、分筆登記、売却
価格の設定を通じて、地域振興や産業誘致のための基礎的調査を行う。（意向調査は、すで
に提出済みの「仮設団地の移転促進等に向けた個別相談対応」等にて実施中）
　なお、本調査結果に基づき、近隣の災害危険区域（川口町・大門町）等に住んでいた被災
者や被災事業者等に売却することができれば、被災者の生活再建を後押しする効果も見込ま
れる。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災による津波と地盤沈下により壊滅的な被害を受けた湊北地区においては、大
部分の家屋等が流失し、一部地盤沈下による日常的な浸水状況も見受けられる。また、操業
していた事業所についても多大な被害を受けた。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業地内の住環境（便益施設の誘致、地域コミュニティの活性化）のために、実
施するものである。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
第５章重点プロジェクト
　２　住宅再建復興プロジェクト
　　　土地区画整理事業（湊地区）
　　　津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に整備
　
■都市計画決定：平成25年2月19日
■事業計画決定：平成25年9月20日
　
【当面の事業概要】
　＜平成26年度＞（税抜）
　　土地台帳作成　　216千円
　　分筆登記　　　　831千円
　　売却価格設定　4,038千円
　※ 先行買収用地面積　29,890㎡

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（39）地域振興・産業誘致に向けた調査事業

細要素事業名 湊北地区区画整理事業地内換地用地売却支援業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 14 - 7

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３，１１０千円

【事業概要】
　既成市街地における区画整理事業を成立させるためには、区画整理後にも、継続的に住民
に住んでもらうことが必要不可欠であり、住民との対話の上事業を進めていく中で、将来的
な利用の見込みが少ない地権者から用地買収を行い、主に、被災者や被災事業者に売却する
ことにより、区画整理事業地内の賑わいを創出し、区画整理事業参加者の住環境（便益施設
の誘致、地域コミュニティの活性化等）を整えることが重要となっている。
　そのため、本業務では市が単費買収した換地用地に係る土地台帳の作成、分筆登記、売却
価格の設定を通じて、地域振興や産業誘致のための基礎的調査を行う。（意向調査は、すで
に提出済みの「仮設団地の移転促進等に向けた個別相談対応」等にて実施中）
　なお、本調査結果に基づき、近隣の災害危険区域（釜・大街道地区）等に住んでいた被災
者や被災事業者等に売却することができれば、被災者の生活再建を後押しする効果も見込ま
れる。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災による津波と地盤沈下により壊滅的な被害を受けた下釜第一地区において
は、大部分の家屋等が流失し、一部地盤沈下による日常的な浸水状況も見受けられる。ま
た、操業していた事業所についても多大な被害を受けた。

【基幹事業との関連性】
　区画整理事業地内の住環境（便益施設の誘致、地域コミュニティの活性化）のために、実
施するものである。

【各種計画上の位置付け】
「石巻市震災復興基本計画」
第５章重点プロジェクト
　２　住宅再建復興プロジェクト
　　　土地区画整理事業（釜大街道地区）
　　　津波により被害を受けた地域を災害に強い良好な住宅地に整備
　
■都市計画決定：平成25年3月29日
■事業計画決定：平成25年11月1日
　
【当面の事業概要】
　＜平成26年度＞（税抜）
　　土地台帳作成　　 176千円
　　分筆登記　　　 　420千円
　　売却価格設定　 2,283千円
　※ 先行買収用地面積　21,745㎡

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（39）地域振興・産業誘致に向けた調査事業

細要素事業名 下釜第一地区区画整理事業地内換地用地売却支援業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 22 - 2

全体事業費 ２７，８６４千円

【事業概要】
　羽坂・桑浜地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。

【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２６年度）
　平成２６年１２月からの宅地供給開始を予定している羽坂・桑浜地区の宅地造成工事完了
時期に合わせ、水道施設の整備を完了させる。また、水道管は道路に沿って敷設するので、
予定されている周辺道路の災害復旧工事の完了後に、道路を掘り返すという無駄を避けるた
め、周辺道路の災害復旧工事の時期に合わせ、水道管の敷設を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３　減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１　都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
＜平成26・27年度＞
　羽坂・桑浜地区水道施設整備工事
　　　送水管延長320ｍ、受水槽、加圧ポンプ設置工事　27,864千円
　うち、平成25年度分として、25,000千円の計画を提出済みであることから、差額の2,864千円を平
成26年度分として提出する。（平成25年度に契約し、繰越して対応してきたが、今般変更契約を行
う。）

【今回の変更】
　水道企業団との協議の結果、当初予定の配水管から直接給水する計画では、水圧不足が生
じるとのことから、送水管から分岐し、一旦受水槽で受け加圧ポンプにて配水する計画に変
更となった。（契約後の仕様変更）

　配水管　　　延長510ｍ　   ⇒　　0ｍ　　送水管　　　延長　0ｍ　   ⇒　320ｍ
　受水槽　　　　　　0池　   ⇒　　1池　　加圧ポンプ　　　　0　　　 ⇒　　1式
　工事費　　　25,000千円　　⇒　27,864千円（2,864千円の増額）

【スケジュールの変更】
　当初は、平成26年4月からの供給を予定していたが、主に水道施設整備のための調整、ポ
ンプ等の材料の手配に時間を要したため、供給時期が8か月程度遅れたもの。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１１）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 羽坂・桑浜地区水道施設整備事業（平成26年度分）



　　この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】
　羽坂・桑浜地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。

【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２６年度）
　平成２６年１２月からの宅地供給開始を予定している羽坂・桑浜地区の宅地造成工事完了
時期に合わせ、水道施設の整備を完了させる。また、水道管は道路に沿って敷設するので、
予定されている周辺道路の災害復旧工事の完了後に、道路を掘り返すという無駄を避けるた
め、周辺道路の災害復旧工事の時期に合わせ、水道管の敷設を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３　減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１　都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
＜平成26・27年度＞
　羽坂・桑浜地区水道施設整備工事
　　　送水管延長320ｍ、受水槽、加圧ポンプ設置工事　27,864千円
　うち、平成25年度分として、25,000千円の計画を提出済みであることから、差額の2,864千円を平
成26年度分として提出する。（平成25年度に契約し、繰越して対応してきたが、今般変更契約を行
う。）

【今回の変更】
　水道企業団との協議の結果、当初予定の配水管から直接給水する計画では、水圧不足が生
じるとのことから、送水管から分岐し、一旦受水槽で受け加圧ポンプにて配水する計画に変
更となった。（契約後の仕様変更）

　配水管　　　延長510ｍ　   ⇒　　0ｍ　　送水管　　　延長　0ｍ　   ⇒　320ｍ
　受水槽　　　　　　0池　   ⇒　　1池　　加圧ポンプ　　　　0　　　 ⇒　　1式
　工事費　　　25,000千円　　⇒　27,864千円（2,864千円の増額）

【スケジュールの変更】
　当初は、平成26年4月からの供給を予定していたが、主に水道施設整備のための調整、ポ
ンプ等の材料の手配に時間を要したため、供給時期が8か月程度遅れたもの。



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 5 - 5

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ６，４７０千円

【事業概要】
　白浜地区の移転促進区域を含む低平地については、砂浜資源を核とした観光エリアとして
の整備を予定している。
　その中で、当該地区の観光産業の復興に資する施設として「ビーチパーク、デイキャンプ
場、それに付随する駐車場」の整備を予定しているが、当該整備予定地における用地購入を
行うもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　白浜地区の低平地に所在していた商業施設は、東日本大震災に伴う津波で流出するなど、
甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。
　また、同じく砂浜についても、東日本大震災に伴う地盤沈下により面積が減少したため、
当地区の観光産業を復興させるためには、背後地を活用した観光施設の整備が必要となって
いる。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、白浜地区の観光施設の復興を通じて、北上地域の域外交流を再生させ、地域産業の
観点から、防集移転者を含む被災者の生活を再生させるもの。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　３　自然への畏敬の念を持ち、自然とともに生きる
　　　　節４　地域資源を活かす
　　　細節１　観光業・施設の再生復興
　　　事業名　観光施設の復旧・復興

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　用地補償費　　　　 6,470千円

参考；事業規模も含めて検討中（事業費は目安）
　実施設計費　　　 　9,553千円
　ビーチパーク　　　17,900千円
　デイキャンプ場　　48,700千円
　駐車場ほか　　　　16,500千円
※全体事業費については観光交流・物産センター整備事業の上限額に収まるよう検討する。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（42）観光交流・物産センター整備事業

細要素事業名 白浜地区観光施設整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 32 - 2

　 この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ８４，８５４千円

【事業概要】
　白浜地区の移転促進区域を含む低平地については、砂浜資源を核とした観光エリアとして
の整備を予定している。
　その中で、低平地の排水対策に資する盛土造成は、防災集団移転促進事業の残土を活用し
て実施し、それに併せて「ビーチパーク、デイキャンプ場、広場、民間活用地（水産業、農
業、家庭菜園等）」の整備を行うことにしているが、当該整備事業地内の建物基礎や道路の
舗装、地下埋設物等の除去が課題となっていることから、低平地整備事業の早期着手に資す
る支障物の除去とともに整地を行うもの。（盛土に伴う仮設費も経費に含む）

【東日本大震災の被害との関係】
　白浜地区の低平地に所在していた商業施設や集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流
出するなど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、残土の処理を迅速に行
う上でも、当該業務は必要である（高台近隣の低平地に残土を処理するためには、早期に支
障物を撤去することが必要である）。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　支障物の除去　　46,893千円
　整地工　　　　　30,943千円
　仮設工　　　　　 7,018千円
　　計　　　　　　84,854千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 白浜地区低平地整備事業に係る支障物除去等事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 32 - 3

　 この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １４，３９３千円

【事業概要】
　白浜地区の移転促進区域を含む低平地については、砂浜資源を核とした観光エリアとして
の整備を予定している。
　本業務では、防集残土を活用した低平地の盛土を行う上でも必要となる、水路、道路、水
道、整地等に係る基本設計業務を行うもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　白浜地区の低平地に所在していた商業施設や集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流
出するなど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　地区界測量　　　   598千円
　補償調査　　　　 1,158千円
　基本設計業務　　12,637千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（６）公共・公益施設整備調査事業

細要素事業名 白浜地区低平地整備事業に係る基本設計業務（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 32 - 4

　 この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １，６００千円

【事業概要】
　白浜地区の移転促進区域を含む低平地については、砂浜資源を核とした観光エリアとして
の整備を予定している。
　その中で、砂浜背後地の利用計画に併せて、道路の集約再整備や水路の再整備を行う必要
があることから、将来的な利用を踏まえた道路・水路等の整備を行うもの。
　本事業では、道路事業用地に係る用地取得を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　白浜地区の低平地に所在していた商業施設は、東日本大震災に伴う津波で流出するなど、
甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。
　また、同じく砂浜についても、東日本大震災に伴う地盤沈下により面積が減少したため、
当地区の観光産業を復興させるためには、背後地を活用した観光施設の整備が必要となって
いる。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の効率的な跡地活用のために実施す
るものである。
　また、白浜地区の観光施設の復興を通じて、北上地域の域外交流を再生させ、地域産業の
観点から、防集移転者を含む被災者の生活を再生させるもの。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　用地費　　　1,600千円

参考；事業規模も含めて検討中（事業費は目安）
　実施設計費　　 2,957千円
　道路整備費　　35,100千円
　水路整備費　　30,400千円
　水道整備費　　16,600千円
※全体事業費については市街地復興小規模施設整備事業の上限額に収まるよう検討する。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（25）市街地復興関連小規模施設整備事業

細要素事業名 白浜地区低平地における道路等整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 32 - 5

　 この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ４，２００千円

【事業概要】
　被災した防災集団移転促進区域等を活用し、主に、白浜防集団地に住む住民のための地域
コミュニティを再生させるために必要な広場の整備を検討している。
　なお、本地区は、砂浜を活用した観光拠点としての整備を検討しており、砂浜に訪れた観
光客も利用でき、観光交流の効果も併せ持つ広場を想定している。
　本事業では、広場整備用地に係る用地取得を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　白浜地区の低平地に所在していた住居は、東日本大震災に伴う津波で流出するなど、甚大
な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の効率的な跡地活用のために実施す
るものである。
　また、主に、防災集団移転促進事業により高台に移転する被災者の地域コミュニティを再
生させるために整備するものである。（地元管理を予定しており、地域自治を通じて、地意
味コミュニティを再生する）

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　用地費　　　4,200千円

参考；事業規模も含めて検討中（事業費は目安）
　実施設計費　　10,235千円
　広場整備費　　22,000千円
　設備整備費　　 4,300千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（19）被災者へのコミュニティ活動支援事業

細要素事業名 白浜地区低平地における広場整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 25 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １０，０２１千円

【事業概要】
　小島地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。

【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２６年度）
　　平成２７年度からの宅地供給開始を予定している小島地区の宅地造成工事完了時期に
　合わせ、水道施設の整備を完了させる。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３　減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１　都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
小島地区水道施設整備工事
　　　　排水管布設工事　　延長１６６ｍ　　工事費　10,020,240円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 小島地区水道施設整備事業（平成２６年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 26 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １８，１３２千円

【事業概要】
　明神地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。

【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２６年度）
　　平成２７年度からの宅地供給開始を予定している明神地区の宅地造成工事完了時期に
　合わせ、水道施設の整備を完了させる。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３　減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１　都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
明神地区水道施設整備工事
　　　　排水管布設工事　　延長４１９ｍ　　工事費　18,131,040円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 明神地区水道施設整備事業（平成２６年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 11

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２５，２８３千円

【事業概要】
　本市では、震災による地盤沈下の状況を踏まえ、雨水排水計画を策定し、雨水排水施設の
整備を進めている。
　一方、雨水浸水被害からの市民の生命や財産等を守るための取組は、施設整備による「公
助」だけではなく、併せて、住民の「自助・共助」を促す取組を行うことが重要であること
から、雨水浸水シミュレーションを実施することにより弱点箇所を把握し、住民への周知を
図る「ソフト施策（ハザードマップの作成、配布等）」を行うことで、恒久的な減災対策を
行うもの。
　
　具体的には、時間当たり雨量を複数ケース（10m～20m、20m～30m、30m～50m等）設定し、
ケースごとの雨水浸水想定範囲や深度等を分析し、降雨時の安全性及び住民の行動の制限
（通行止め、避難場所等）等について検証するもの。
　※10m～20m；やや強い雨、20m～30m；強い雨、30m～50m；激しい雨

【東日本大震災の被害との関係】
　本市においては、広域において、約1ｍの地盤沈下が生じており、市内の至る所で排水不
良が生じている。下水道事業を実施することにより、排水不良対策を講じているが、1ｍの
地盤沈下に対応する施策として、基盤施設（ハード）の整備だけではなく、危険箇所を住民
に広く知らしめるソフト施策を併せて講じることにより、未然に災害を防止するものであ
る。

【基幹事業との関連性】
　本市では、区画整理事業による津波からの新たなまちづくりと併せて、雨水排水対策を講
じるための下水道整備を進めており、主に、既成市街地の区画整理事業地内で生活を営む被
災者の住環境を整えるために行うものである。

【当面の事業概要】
　平成26年度
　　雨水浸水シミュレーション一式　23,410千円（税抜）
　　　※詳細は別紙のとおり

　平成27年度以降、ハザードマップの作成を予定
　　※津波浸水ハザードマップと併せて住民に提供予定
　　　（どのように提供すべきか検討中）

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　１新たな防災体制の構築
　　　　　細節　３防災対策の見直し

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（32） ハザードマップ整備事業

細要素事業名 雨水浸水シミュレーション・ハザードマップ整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 7 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ５１，７００千円

【事業概要】
　桃浦地区の移転促進区域を含む低平地については、防災集団移転促進事業の残土を活用
し、排水対策のための盛土造成を行い、それに併せて、「広場、民間活用地（水産業・工場
誘致）」の整備を行うことを検討しているが、当該整備事業地内の建物基礎や道路の舗装、
地下埋設物等の除去が課題となっていることから、低平地整備事業の早期着手に資する支障
物の除去とともに整地を行うもの。（盛土に伴う仮設費も経費に含む）

【東日本大震災の被害との関係】
　桃浦地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。
　また、1ｍ程度の広域地盤沈下により、雨水の自然排水が困難な状況にある。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、残土処理を迅速に行う
上でも、当該業務は必要である（高台近隣の低平地に残土を処理するためには、早期に支障
物を撤去することが必要である）。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　支障物の除去　　33,370千円
　整地工　　　　　11,515千円
　仮設工　　　　　 6,815千円
　　計　　　　　　51,700千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 桃浦地区低平地整備事業に係る支障物除去等事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 8 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３５，２００千円

【事業概要】
　荻浜地区の移転促進区域を含む低平地については、防災集団移転促進事業の残土を活用
し、排水対策のための盛土造成を行い、それに併せて、「商業用地、駐車場、広場、民間活
用地（水産業）」の整備を行うことを検討しているが、当該整備事業地内の建物基礎や道路
の舗装、地下埋設物等の除去が課題となっていることから、低平地整備事業の早期着手に資
する支障物の除去とともに整地を行うもの。（盛土に伴う仮設費も経費に含む）

【東日本大震災の被害との関係】
　荻浜地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。
　また、1ｍ程度の広域地盤沈下により、雨水の自然排水が困難な状況にある。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、荻浜地区の残土処理を
迅速に行う上でも、当該業務は必要である（高台近隣の低平地に残土を処理するためには、
早期に支障物を撤去することが必要である）。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　支障物の除去　　22,720千円
　整地工　　　　　 7,840千円
　仮設工　　　　　 4,640千円
　　計　　　　　　35,200千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 荻浜地区低平地整備事業に係る支障物除去等事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 9 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １１，４４０千円

【事業概要】
　竹浜地区の移転促進区域を含む低平地については、防災集団移転促進事業の残土を活用
し、排水対策のための盛土造成を行い、それに併せて、「広場、民間活用地（水産業）」の
整備を行うことを検討しているが、当該整備事業地内の建物基礎や道路の舗装、地下埋設物
等の除去が課題となっていることから、低平地整備事業の早期着手に資する支障物の除去と
ともに整地を行うもの。（盛土に伴う仮設費も経費に含む）

【東日本大震災の被害との関係】
　竹浜地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。
　また、1ｍ程度の広域地盤沈下により、雨水の自然排水が困難な状況にある。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、残土処理を迅速に行う
上でも、当該業務は必要である（高台近隣の低平地に残土を処理するためには、早期に支障
物を撤去することが必要である）。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　支障物の除去　　 7,384千円
　整地工　　　　　 2,548千円
　仮設工　　　　　 1,508千円
　　計　　　　　　11,440千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 竹浜地区低平地整備事業に係る支障物除去等事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 10 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １１，２２０千円

【事業概要】
　鹿立浜地区の移転促進区域を含む低平地については、防災集団移転促進事業の残土を活用
し、排水対策のための盛土造成を行い、それに併せて、「広場、民間活用地（水産業）」の
整備を行うことを検討しているが、当該整備事業地内の建物基礎や道路の舗装、地下埋設物
等の除去が課題となっていることから、低平地整備事業の早期着手に資する支障物の除去と
ともに整地を行うもの。（盛土に伴う仮設費も経費に含む）

【東日本大震災の被害との関係】
　鹿立浜地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。
　また、1ｍ程度の広域地盤沈下により、雨水の自然排水が困難な状況にある。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、残土処理を迅速に行う
上でも、当該業務は必要である（高台近隣の低平地に残土を処理するためには、早期に支障
物を撤去することが必要である）。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　支障物の除去　　 7,242千円
　整地工　　　　　 2,499千円
　仮設工　　　　　 1,479千円
　　計　　　　　　11,220千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 鹿立浜地区低平地整備事業に係る支障物除去等事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 11 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ４０，９２０千円

【事業概要】
　小網倉浜・清水田浜地区の移転促進区域を含む低平地については、防災集団移転促進事業
の残土を活用し、排水対策のための盛土造成を行い、それに併せて、「商業用地、広場、民
間活用地（水産業・工場誘致）」の整備を行うことを検討しているが、当該整備事業地内の
建物基礎や道路の舗装、地下埋設物等の除去が課題となっていることから、低平地整備事業
の早期着手に資する支障物の除去とともに整地を行うもの。（盛土に伴う仮設費も経費に含
む）

【東日本大震災の被害との関係】
　小網倉浜・清水田浜地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋
が流出するなど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。
　また、1ｍ程度の広域地盤沈下により、雨水の自然排水が困難な状況にある。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、残土処理を迅速に行う
上でも、当該業務は必要である（高台近隣の低平地に残土を処理するためには、早期に支障
物を撤去することが必要である）。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　支障物の除去　　26,412千円
　整地工　　　　　 9,114千円
　仮設工　　　　　 5,394千円
　　計　　　　　　40,920千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名
小網倉浜・清水田浜地区低平地整備事業に係る支障物除去等事業（平成26年
度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 13 - 3

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ６５，１８２千円

【事業概要】
　十八成浜地区の移転促進区域を含む低平地については、砂浜を活かした観光地としての整
備を検討しており、それに併せて排水対策のための盛土造成とともに、「広場、商業用地、
民間活用地（水産業・観光業、工場誘致）等」の整備を行うことを検討しているが、当該整
備事業地内の建物基礎や道路の舗装、地下埋設物等の除去が課題となっていることから、低
平地整備事業の早期着手に資する支障物の除去とともに整地を行うもの。（盛土に伴う仮設
費も経費に含む）

【東日本大震災の被害との関係】
　十八成浜地区の低平地に所在していた商業施設や集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋
が流出するなど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。
　また、1ｍ程度の広域地盤沈下により、雨水の自然排水が困難な状況にある。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、残土処理を迅速に行う
上でも、当該業務は必要である（高台近隣の低平地に残土を処理するためには、早期に支障
物を撤去することが必要である）。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　支障物の除去　　35,483千円
　整地工　　　　　22,188千円
　仮設工　　　　　 7,511千円
　　計　　　　　　65,182千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 十八成浜地区低平地整備事業に係る支障物除去等事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 16 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３１，２４０千円

【事業概要】
　鮫浦地区の移転促進区域を含む低平地については、防災集団移転促進事業の残土を活用
し、排水対策のための盛土造成を行い、それに併せて、「広場、民間活用地（水産業、工場
誘致）、駐車場」の整備を行うことを検討しているが、当該整備事業地内の建物基礎や道路
の舗装、地下埋設物等の除去が課題となっていることから、低平地整備事業の早期着手に資
する支障物の除去とともに整地を行うもの。（盛土に伴う仮設費も経費に含む）

【東日本大震災の被害との関係】
　鮫浦地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。
　また、1ｍ程度の広域地盤沈下により、雨水の自然排水が困難な状況にある。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、残土処理を迅速に行う
上でも、当該業務は必要である（高台近隣の低平地に残土を処理するためには、早期に支障
物を撤去することが必要である）。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　支障物の除去　　20,164千円
　整地工　　　　　 6,958千円
　仮設工　　　　　 4,118千円
　　計　　　　　　31,240千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 鮫浦地区低平地整備事業に係る支障物除去等事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 20 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３５，７６４千円

【事業概要】
　船越地区の移転促進区域を含む低平地については、防災集団移転促進事業の残土を活用
し、排水対策のための盛土造成を行い、それに併せて、「広場、民間活用地（水産業、工場
誘致用地）」の整備を行うことを検討しているが、当該整備事業地内の建物基礎や道路の舗
装、地下埋設物等の除去が課題となっていることから、低平地整備事業の早期着手に資する
支障物の除去とともに整地を行うもの。（盛土に伴う仮設費も経費に含む）

【東日本大震災の被害との関係】
　船越地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。
　また、1ｍ程度の広域地盤沈下により、雨水の自然排水が困難な状況にある。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、船越地区の残土処理を
迅速に行う上でも、当該業務は必要である（高台近隣の低平地に残土を処理するためには、
早期に支障物を撤去することが必要である）。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　支障物の除去　　25,298千円
　整地工　　　　　 5,916千円
　仮設工　　　　　 4,550千円
　　計　　　　　　35,764千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 船越地区低平地整備事業に係る支障物除去等事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 24 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２５，１５５千円

【事業概要】
　立浜地区の移転促進区域を含む低平地については、防災集団移転促進事業の残土を活用
し、排水対策のための盛土造成を行い、それに併せて、「広場、民間活用地（水産業）等」
の整備を行うことを検討しているが、当該整備事業地内の建物基礎や道路の舗装、地下埋設
物等の除去が課題となっていることから、低平地整備事業の早期着手に資する支障物の除去
とともに整地を行うもの。（盛土に伴う仮設費も経費に含む）

【東日本大震災の被害との関係】
　立浜地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。
　また、1ｍ程度の広域地盤沈下により、雨水の自然排水が困難な状況にある。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、立浜地区の残土処理を
迅速に行う上でも、当該業務は必要である（高台近隣の低平地に残土を処理するためには、
早期に支障物を撤去することが必要である）。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　支障物の除去　　16,263千円
　整地工　　　　　 5,967千円
　仮設工　　　　　 2,925千円
　　計　　　　　　25,155千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 立浜地区低平地整備事業に係る支障物除去等事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 30 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ５９，９８２千円

【事業概要】
　相川地区の移転促進区域を含む低平地については、防災集団移転促進事業の残土を活用
し、排水対策のための盛土造成を行い、それに併せて、「商業用地（６次化産業）、駐車
場、広場、民間活用地（水産業、農業、家庭菜園等）」の整備を行うことを検討している
が、当該整備事業地内の建物基礎や道路の舗装、地下埋設物等の除去が課題となっているこ
とから、低平地整備事業の早期着手に資する支障物の除去とともに整地を行うもの。（盛土
に伴う仮設費も経費に含む）

【東日本大震災の被害との関係】
　相川地区の低平地に所在していた商業施設や集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流
出するなど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。
　また、1ｍ程度の広域地盤沈下により、雨水の自然排水が困難な状況にある。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、小泊・大室地区の残土
処理を迅速に行う上でも、当該業務は必要である（高台近隣の低平地に残土を処理するため
には、早期に支障物を撤去することが必要である）。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　支障物の除去　　38,073千円
　整地工　　　　　14,715千円
　仮設工　　　　　 7,194千円
　　計　　　　　　59,982千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 相川地区低平地整備事業に係る支障物除去等事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 34 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３５，６７６千円

【事業概要】
　大浜地区の移転促進区域を含む低平地については、防災集団移転促進事業の残土を活用
し、排水対策のための盛土造成を行い、それに併せて、「広場、民間活用地（水産業・農
業・工場誘致）」の整備を行うことを検討しているが、当該整備事業地内の建物基礎や道路
の舗装、地下埋設物等の除去が課題となっていることから、低平地整備事業の早期着手に資
する支障物の除去とともに整地を行うもの。（盛土に伴う仮設費も経費に含む）

【東日本大震災の被害との関係】
　大浜地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。
　また、1ｍ程度の広域地盤沈下により、雨水の自然排水が困難な状況にある。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、残土処理を迅速に行う
上でも、当該業務は必要である（高台近隣の低平地に残土を処理するためには、早期に支障
物を撤去することが必要である）。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　支障物の除去　　24,186千円
　整地工　　　　　 7,140千円
　仮設工　　　　　 4,350千円
　　計　　　　　　35,676千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 大浜地区低平地整備事業に係る支障物除去等事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 35 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ６３，６７２千円

【事業概要】
　釜谷崎地区の移転促進区域を含む低平地については、農業の復興に資する産業基盤等の整
備を予定している。
　具体的には、「食物工場の誘致を行う産業用地、農地、農業倉庫等用地」を整備する予定
であるが、当該整備事業地内の建物基礎や道路の舗装、地下埋設物等の除去が課題となって
いることから、低平地整備事業の早期着手に資する支障物の除去とともに整地を行うもの。
（盛土に伴う仮設費も経費に含む）
　なお、産業用地内の道路、水路等を含む造成については、復興交付金で実施しない。

【東日本大震災の被害との関係】
　釜谷崎地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、残土の処理を迅速に行
う上でも、当該業務は必要である（高台近隣の低平地に残土を処理するためには、早期に支
障物を撤去することが必要である）。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　３　自然への畏敬の念を持ち、自然とともに生きる
　　　　節３　大地とともに生きる
　　　細節１　被災農林業への再建支援
　　　事業名　農業の復旧・復興支援

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　支障物の除去　　48,852千円
　整地工　　　　　 9,100千円
　仮設工　　　　　 5,720千円
　　計　　　　　　63,672千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 釜谷崎地区低平地整備事業に係る支障物除去等事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 42 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ６８，２００千円

【事業概要】
　大原浜地区の移転促進区域を含む低平地については、防災集団移転促進事業の残土を活用
し、排水対策のための盛土造成を行い、それに併せて、「商業用地、広場、民間活用地（水
産業・工場誘致）」の整備を行うことを検討しているが、当該整備事業地内の建物基礎や道
路の舗装、地下埋設物等の除去が課題となっていることから、低平地整備事業の早期着手に
資する支障物の除去とともに整地を行うもの。（盛土に伴う仮設費も経費に含む）

【東日本大震災の被害との関係】
　大原浜地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。
　また、1ｍ程度の広域地盤沈下により、雨水の自然排水が困難な状況にある。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、大原浜地区の残土処理
を迅速に行う上でも、当該業務は必要である（高台近隣の低平地に残土を処理するために
は、早期に支障物を撤去することが必要である）。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　支障物の除去　　44,020千円
　整地工　　　　　15,190千円
　仮設工　　　　　 8,990千円
　　計　　　　　　68,200千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 大原浜地区低平地整備事業に係る支障物除去等事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 48 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ５８，７８４千円

【事業概要】
　水浜地区の移転促進区域を含む低平地については、防災集団移転促進事業の残土を活用
し、排水対策のための盛土造成を行い、それに併せて、「広場、民間活用地（水産業・農
業・工場誘致）等」の整備を行うことを検討しているが、当該整備事業地内の建物基礎や道
路の舗装、地下埋設物等の除去が課題となっていることから、低平地整備事業の早期着手に
資する支障物の除去とともに整地を行うもの。（盛土に伴う仮設費も経費に含む）

【東日本大震災の被害との関係】
　水浜地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。
　また、1ｍ程度の広域地盤沈下により、雨水の自然排水が困難な状況にある。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、水浜地区の残土処理を
迅速に行う上でも、当該業務は必要である（高台近隣の低平地に残土を処理するためには、
早期に支障物を撤去することが必要である）。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　支障物の除去　　41,005千円
　整地工　　　　　10,404千円
　仮設工　　　　　 7,375千円
　　計　　　　　　58,784千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 水浜地区低平地整備事業に係る支障物除去等事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 50 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ６４，３８６千円

【事業概要】
　月浜地区の移転促進区域を含む低平地については、環境省直轄事業であるフィールド
ミュージアムを核とした自然を生かした施設の整備を予定している。
　その中で、低平地の排水対策に資する盛土造成は、防災集団移転促進事業の残土を活用し
て実施し、それに併せて「緑地、商業用地、祈念公園等」の整備を行うことにしているが、
当該整備事業地内の建物基礎や道路の舗装、地下埋設物等の除去が課題となっていることか
ら、低平地整備事業の早期着手に資する支障物の除去とともに整地を行うもの。（盛土に伴
う仮設費も経費に含む）

【東日本大震災の被害との関係】
　白浜地区の低平地に所在していた商業施設や集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流
出するなど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、残土の処理を迅速に行
う上でも、当該業務は必要である（高台近隣の低平地に残土を処理するためには、早期に支
障物を撤去することが必要である）。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　公園緑地の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　支障物の除去　　60,168千円
　整地工　　　　　 2,590千円
　仮設工　　　　　 1,628千円
　　計　　　　　　64,386千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 月浜地区低平地整備事業に係る支障物除去等事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 50 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １８，５０９千円

【事業概要】
　月浜地区防災集団移転団地に接続する集落道路の整備を行うもの。
　本事業では、道路整備に係る測量業務、地質調査業務、調査設計業務を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転する被災者の生活上必要不可欠な防集接続道路の整備を行うもの。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成26年度＞
　測量費　　　　4,179千円
　地質調査費　　3,045千円
　調査設計費　 11,285千円

参考；検討中（事業費は目安）
　道路工事費　 48,280千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（25）市街地復興関連小規模施設整備事業

細要素事業名 月浜地区防集接続道路整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 4 - 31 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した

細要素事業ごとに作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ９，５００千円

【事業概要】
　二番谷地地区復興公営住宅に隣接する既存水路について、復興公営住宅と併せて整備を
行う。現在の道路は、一部未舗装であり、適正な排水勾配が確保されておらず、また、道
路側溝が整備されていないため、降雨後は道路内に雨水が滞っている。
　道路舗装により適正な排水勾配を確保し、また、雨水排水施設としての道路側溝の整備
を行う。（施工内容：側溝整備L=100.5m、舗装A=630.0㎡）
　なお、当該復興公営住宅については、工事着手済みであり、H26年度内に完成する見込で
ある。

【基幹事業との関連性】
　当該事業により、主に、復興公営住宅居住者の住環境向上に繋がるものである。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により、全壊22,357棟、半壊11,021棟（平成24年6月末時点）の建物被害が
あり、4,500戸の災害公営住宅整備が必要とされている。

【各種計画上の位置付け】
■石巻市震災復興基本計画の以下の章に位置付けられている。
　第3章　施策大綱２　２住まいの再建　（１）恒久住宅の復旧・復興
　第5章　重点プロジェクト　２住宅再建復興プロジェクト

【当面の事業概要】
　平成26年度　9,500千円
　
　　＜内　訳＞
　　　土　工　1,500千円
　　　側溝工  3,500千円
　　　舗装工　4,500千円
　
　※ 実施設計については、本体工事と一体的に基幹事業で実施

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（25）市街地復興関連小規模施設整備事業

細要素事業名 二番谷地地区復興公営住宅周辺道路整備事業（平成26年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 16 - 7 - 3

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ７４，３９３千円

【事業概要】
　中央二丁目11番地区（以下11番街区）において、生鮮マーケットを核とする第2種施行の
市街地再開発事業を展開することとしているが、事業を推進するにあたっては、専門的ノウ
ハウを要することが必要不可欠となっている。
　そのため、11番街区の市街地再開発事業を実施するにあたっては、専門的ノウハウを有す
る外部機関に事業監理を含めたすべての業務を委託することとしている。
　本業務は、計画策定業務等における事業監理業務を外部機関に委託するもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　本市の中心市街地は駅前から旧北上川の河口まで広がっており、商業や観光の拠点であっ
たが、東日本大震災に伴う津波により多くの建物・駐車場が被災し、多くの店舗が消失・閉
鎖に追い込まれている。そのため、市街地再開発事業により、商業や観光の拠点となる施設
を整備することとしている。

【基幹事業との関連性】
　11番街区の市街地再開発事業を効率的に推進するにあたり、業務監理業務を外部委託する
もの。

【各種計画上の位置付け】
石巻市震災復興基本計画
第４章　地区別整備方針　２市街地エリア　（１）西部市街地復興整備方針
「中心市街地商店街では復旧・復興に向けて、震災復興特区の活用による支援を推進するほ
か、地域住民との連携を図りながら、市街地再開発事業等の導入を見据えた商業・居住の再
生・活性化に向けた取組みを推進します。」

【当面の事業概要】
　平成26年度　　事業監理業務
　※ 詳細は別紙のとおり

【事業費内訳】
　業務監理業務　一式　74,393千円
　　うち平成26年度分　29,757千円（参考）
　　　※出来高に併せて1千円減額
　　うち平成27年度分　44,636千円
　　　※平成26年度より1千円増額

　　※ 詳細は別紙のとおり

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１）市街地整備コーディネート事業

細要素事業名 中央二丁目11番地区市街地再開発事業発注者支援業務（平成27年度分）



参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 12

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ５，９０６千円

【事業概要】
　地域ごとの津波災害に対する現状・課題を整理し、地域版の津波避難計画を策定するため
の基礎調査・手法検討を行うもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　甚大な被害が発生した東日本大震災を踏まえ、減災の考え方を基本方針に、地域ごとの実
状に合わせた地域版の避難計画を策定し、より実効性の高い津波避難を行うもの。

【基幹事業との関連性】
　釜大街道地区を始めとする既成市街地の区画整理事業予定地区は狭隘道路及び袋小路状道
路などが支障となり、被害が甚大になった地域であることから、面的整備等により狭隘道路
等を解消するとともに、津波避難計画を策定するための基礎となる津波避難の在り方等に関
する調査検討を行い、都市防災の一層の推進を図るもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市地域防災計画】
　　　津波災害対策編
　　　　　　章　２　災害時前対策
　　　　　　節　４　津波に強いまちづくり

【当面の事業概要】
　平成27年度
　・基礎調査及び手法等の検討業務　　5,906千円
　　※モデル的に地域版津波避難計画を作成する地区を選定し、作成手法を実証する
　　　支援業務を追加したため549千円の増額

　平成28年度以降
　・地域版津波避難計画の策定

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（33）地域防災・減災（BCP）計画策定調査事業

細要素事業名 地域版津波避難計画策定のための基礎調査及び手法等検討業務（平成27年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 13

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２６，３５６千円

【事業概要】
　津波から命を守るためには、津波からいち早く逃ることが最も重要である。住民だけでな
く観光者等が速やかに避難することができるように、高台や津波浸水区域外の目標地点、避
難所や避難ビル、避難タワーへの「誘導表示板」、集客施設における地図上に避難所等を明
示した「津波避難案内表示板」、避難所等を分かりやすく明示するための「避難所看板」の
整備が必要であることから、「防災サイン基本計画」を策定した。
　
　本業務では、この基本計画の整備方針を検証するため、試行エリアを設定し、簡易的な試
行実験を行い、試行エリアの住民参画を通じて、意見収集、評価を行い、評価結果を反映さ
せるとともに、基本計画を実現化する「防災サイン実施計画」を策定するもの。
　※ 防災サイン・・・誘導表示板、津波避難案内表示板、避難所看板

【東日本大震災の被害との関係】
　本市に未曾有の被害をもたらした東日本大震災を踏まえ、津波からの避難が最も重要であ
ることから、ハード面以外に避難周知などを重視した多重防御の対策を進めるもの。

【基幹事業との関連性】
　釜大街道地区を始めとする既成市街地の区画整理事業予定地区は狭隘道路及び袋小路状道
路などが支障となり、被害が甚大になった地域であることから、面的整備等により狭隘道路
等を解消するとともに、地域防災計画を踏まえた避難場所等への誘導表示板を設置し、都市
防災の一層の推進を図るもの。

【当面の事業概要】
　平成27年度　26,356千円
　　防災サイン実施計画策定業務　　　　21,356千円
　　　　　　上記のうち試行実験　　　 　5,000千円
※実施計画を踏まえ、平成27年度後半から誘導表示板等の設置を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　１新たな防災体制の構築
　　　　　細節　３防災対策の見直し

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（23） 避難誘導機器整備事業

細要素事業名 津波誘導表示板等実施計画策定及び試行実験事業（平成27年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 14

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ７５，０００千円

【事業概要】
　東日本大震災に伴う被災者支援制度は多種あり、すべて並行して相談等の窓口業務を行っ
ている。震災直後から平成25年度までは、窓口業務から生じる人員不足は人材派遣により対
応してきたが、震災復興が復旧期から再生期へと移行していく中で、住宅再建等の支援が更
に拡大し、支援期間も長期化することが予想されるため、平成26年度から被災者支援の窓口
業務を外部委託している。
　平成27年度においても、窓口業務の外部委託を継続するもの。
《対象者》
　市独自の住宅再建支援補助金　　約2,400世帯
　平成25・26年度に交付済み被災者の遡及適応分　　約6,000世帯
※ 平成27年度より支援の拡充を行うため、遡及適応分が約6,000件見込まれる（全体として
対応すべき件数は増となるが、窓口体制は平成26年度と同等とする）
　住宅建設の利子補給上限；300万円→444万円　住宅取得補助上限；150万円→250万円
　かさ上げ補助・補修；1/2→1/1（上限はともに100万円）

【東日本大震災の被害との関係】
　業務委託する事業は、東日本大震災の被災者を対象とするもので、被災者の住宅再建等を
支援する事業内容である。

【基幹事業との関連性】
　震災復興が再生期へと移行していく最中、自力再建する被災者のための相談窓口は、本市
の独自事業である「被災者住宅再建事業」と「危険住宅移転事業」が相談の中心となってい
る。これらは、被災者の住宅再建を促進する事業であり、防災集団移転促進事業（がけ地近
接等危険住宅移転事業含む）や復興公営住宅整備と一体で取り組み、被災地の住まいの再建
を後押しするものである。
　また、既成市街地の区画整理事業地内における自力再建を促す効果を望めるものである。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　２市民の不安を解消し、これまでの暮らしを取り戻す
　　　　　節　１迅速な生活・健康支援と福祉・医療の確保
　　　　細節　１被災者への生活支援

【当面の事業概要】
　下記の相談窓口等の業務（電話対応、窓口相談、申請受付、入力作業等）を委託する。
　１　委託する業務
　　(1) 生活再建支援業務
　　(2) 仮設住宅支援業務
　２　委託人員　　期間を通して２０人（年）
　３　事 業 費　　７５，０００千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（15）住宅再建等の手続き支援、改修相談・啓発支援事業

細要素事業名 生活再建支援事業に係る手続き等支援業務（平成27年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 7 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １０８，０８２千円

【事業概要】
　都市再生区画整理事業により新市街地を形成する新蛇田南地区において、新駅の設置に伴
う公共広場の整備を行う。
　新市街地に移転後の被災者の生活再建には、通勤、通学等のための交通手段の確保が必要
であることから、新市街地形成と同時的・一体的にＪＲ仙石線（陸前赤井駅・蛇田駅間）の
新駅を設置することから、交通空間機能を有した公共広場整備を行うものである。
　
この公共広場整備により、次の点において、新市街地に居住する住民の便益が図られる。
・鉄道駅へのアクセス又は鉄道駅から他へのアクセスに必要な交通空間機能（歩道、駐輪
場、バス乗降場、駐輪場等）を新駅北側（区画整理地内）に整備することで、新市街地に居
住する住民の鉄道駅やバス等を利用する際の快適性・安全性が確保される。
・街区公園隣接地に環境・景観機能を持つ公共広場を整備することで、新市街地に居住する
住民のための交流・憩いの空間としての機能が確保される。

【当面の事業概要】
＜平成25年度＞　 14,175千円（参考）
　駅前広場・駐輪場実施設計
＜平成27年度＞　108,082千円
　駅前広場・駐輪場工事
　（公共広場機能：交通処理機能、公衆トイレ、駐輪場、植栽）
　※当初は市街地復興関連小規模施設整備事業で整備することを予定していたが、事業費
　　が増加したため、復興地域づくり加速化事業で実施するもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災による津波で住居を失った被災者の住宅再建を促すため、被災者への宅地や
災害公営住宅の供給を目的とした区画整理事業を実施する区域において、被災者の今後の生
活再建を支える重要な公共交通を確保するために新駅を設置し、それに伴い、新市街地居住
者の交通の安全性と快適性を確保できる公共広場を整備するもの。

【基幹事業との関連性】
　新蛇田地区及び新蛇田南地区は、都市再生区画整理事業により６千人程度の人口増加が見
込まれることから、居住する住民が、通勤や通学のために必要となる交通手段の確保策とし
て、新蛇田南地区隣接地への新駅設置にあわせ、新市街地に居住する住民の交通の快適性・
安全性を確保するための公共広場を整備するもの。

【各種計画上の位置付け】
　■石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱1 みんなで築く災害に強いまちづくり
　　３ 減災まちづくりの推進
　　(1) 都市基盤の復旧・復興
　　　◆市街地の整備

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 新蛇田南地区公共広場整備事業（平成27年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 43

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ４０，０００千円

【事業概要】
　防災集団移転対象者に対し、移転希望場所や、入居時期等を正確に説明し、対象者がスムー
ズに移転するための支援を行う。また、新市街地における地域コミュニティの早期構築を推進
するため、定期的な懇談会（入居説明会等）を開催する。
　
【当面の事業概要】
　入居募集支援業務　40,000千円

【東日本大震災の被害との関係】
　被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被害を受けない安全で安心な土地へ災害
に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保するとともに良好な住環境を備える。

【基幹事業との関連性】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当でな
いと認められるため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行うにあたり、
移転希望場所や入居時期等の受付窓口を設置し、再建を支援するもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　２市民の不安を解消し、これまでの暮らしを取り戻す
　　　　　　節　２住まいの再建
　　　　　細節　１恒久住宅の復旧・復興

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（15）住宅再建等の手続き支援、改修相談・啓発支援事業

細要素事業名 防災集団移転者支援事業（平成27年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 14

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １４，４１８千円

【事業概要】
　雄勝地区に新たに整備する小中学校・保育所・診療所は、雄勝すべての地区の住民が利用す
る公共施設であり、防災集団移転促進事業と併せて公共施設の整備を行い、雄勝地区住民の住
居及び生活利便施設を確保することとしている。
　これらの公共施設の整備に伴い、当該施設の飲用水等の供給に必要な水道施設の整備を行う
もの。
　配水計画の変更に伴い、雄勝小中学校分の水道施設（Φ50mm、L=220m）が災害復旧で実施で
きることとなったため、雄勝小中学校分の事業費を減額する。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災に伴う津波により、雄勝小学校、雄勝中学校、雄勝保育所、及び、雄勝病院
は、甚大な被害を受け全壊し、周辺は災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　雄勝小中学校、保育所、診療所は、雄勝すべての地区の防災集団移転促進事業で居住される
方々が利用する施設となることから、防災集団移転促進事業により雄勝地区に新たに整備され
る住宅団地の配置を踏まえて場所を決定したところであり、防集事業と併せて、これらの施設
を整備することにより、雄勝地区住民の生活利便性を高めるものである。
　
【各種計画上の位置付け】
第3章　施策大綱2　1 迅速な生活・健康支援と福祉・医療の確保
　　　　　　　　　  (4)地域医療の復旧・復興
　　　 施策大綱4　1 未来の人を育てる
　　　　　　　　　  (1)学校教育・社会教育施設等の復旧・復興
  　 　　　　　　   (2)子育て環境の復興

【当面の事業概要】
　配水管敷設及び付帯設備にかかる経費(235mの施工相当)
　平成26年度　10,709千円（参考）
　○測量費　3,000千円
　（作業計画協議調査300千円、中心線横断縦断測量1,500千円、一般管理費等1,200千円）
　○設計費　4,000千円
　（協議調査200千円、図面作成1,100千円、数量計算400千円、一般管理費等2,300千円）
　○工事監理費　  265千円
　○工事費　　　3,444千円
　
  平成27年度　3,709千円
　○工事監理費　　265千円
　○工事費　　　3,444千円
　※小中学校分の整備が、災害復旧該当となったため、事業費の減額

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 雄勝地区公共施設整備に伴う水道施設整備事業（平成27年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 15

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ９７，４９７千円

【事業概要】
　雄勝地区に新たに整備する保育所は、雄勝すべての地区の住民が利用する公共施設であり、
防災集団移転促進事業と併せて保育所の整備を行い、雄勝地区住民の住居及び生活利便施設を
確保することとしている。
　本事業は、雄勝地区保育所の整備に伴い、用地の造成工事を行うものである。
※雄勝保育所は、災害復旧事業で整備するものであるが、用地の造成は災害復旧に該当しな
い。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災に伴う津波により、雄勝保育所は甚大な被害を受け全壊し、周辺は災害危険区
域となっている。

【基幹事業との関連性】
　雄勝保育所は、雄勝すべての地区の防災集団移転促進事業で居住される方々が利用する施設
となることから、防災集団移転促進事業により雄勝地区に新たに整備される住宅団地の配置を
踏まえて場所を決定したところであり、防集事業と併せて、雄勝保育所を整備することによ
り、雄勝地区住民の生活利便性を高めるものである。
　
【各種計画上の位置付け】
第3章　施策大綱4　1 未来の人を育てる
　　　　　　　　  (1)学校教育・社会教育施設等の復旧・復興
  　 　　　　　   (2)子育て環境の復興

【当面の事業概要】
　平成26年度（参考）
　　・用地造成基本設計・実施設計　7,792千円
　　　造成基本設計業務 7,078,240円＋開発許認可申請 136,886円＝7,215,126円（税抜）
　　・用地造成工事　44,852千円
　　　※平成26年度提出済み額から676千円控除する
　　　　（実際の落札率を乗じ、施設間事業費の按分率を変更したため減額）

　平成27年度
　　・用地造成工事　44,853千円
　　　※平成27年度分の保育所整備に係る造成工事費を提出するもの。
　　　　（平成25年度市街地復興効果促進事業として実施）
　
　　※前払い金として、平成26年度に50％支出することから、年度割を50：50としている。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 雄勝保育所整備に伴う用地造成事業（平成27年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 16

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ７８，２６６千円

【事業概要】
　雄勝地区に新たに整備する診療所は、雄勝すべての地区の住民が利用する公共施設であり、
防災集団移転促進事業と併せて診療所の整備を行い、雄勝地区住民の住居及び生活利便施設を
確保することとしている。
　本事業は、雄勝診療所の整備に伴い、用地の造成工事を行うものである。
※雄勝診療所は、災害復旧事業として医療再生基金にて整備するものであるが、用地の造成
は、災害復旧事業として該当しない。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災に伴う津波により、雄勝病院は甚大な被害を受け全壊し、周辺は災害危険区域
となっている。

【基幹事業との関連性】
　雄勝診療所は、雄勝すべての地区の防災集団移転促進事業で居住される方々が利用する施設
となることから、防災集団移転促進事業により雄勝地区に新たに整備される住宅団地の配置を
踏まえて場所を決定したところであり、防集事業と併せて、雄勝診療所を整備することによ
り、雄勝地区住民の生活利便性を高めるものである。
　
【各種計画上の位置付け】
第3章　施策大綱2　1 迅速な生活・健康支援と福祉・医療の確保
　　　　　　　　　  (4)地域医療の復旧・復興

【当面の事業概要】
　平成26年度（参考）
　　・用地造成基本設計・実施設計　7,792千円
　　　造成基本設計業務 7,078,240円＋開発許認可申請 136,886円＝7,215,126円（税抜）
　　・用地造成工事　35,237千円
　　　※平成26年度提出済み額から10,777千円控除する
　　　　（実際の落札率を乗じ、施設間事業費の按分率を変更したため減額）

　平成27年度
　　・用地造成工事　35,237千円
　　　※平成27年度分の保育所整備に係る造成工事費を提出するもの。
　
　　※前払い金として、平成26年度に50％支出することから、年度割を50：50としている。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 雄勝診療所整備に伴う用地造成事業（平成27年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 17

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２５，６９１千円

【事業概要】
　雄勝地区に新たに整備する保育所及び診療所は、雄勝すべての地区の住民が利用する公共施
設であり、防災集団移転促進事業と併せて保育所及び診療所の整備を行い、雄勝地区住民の住
居及び生活利便施設を確保することとしている。
　本事業は、雄勝保育所及び診療所の整備に伴い、敷地内道路及び排水施設の整備を行うもの
である。
※本道路及び排水施設については、それぞれの施設の付帯施設としてではなく、保育所及び診
療所に接続する道路、及び、排水施設として整備するため、事業を別建てする。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災に伴う津波により、雄勝保育所及び雄勝病院は甚大な被害を受け全壊し、周辺
は災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　雄勝保育所及び雄勝診療所は、雄勝すべての地区の防災集団移転促進事業で居住される方々
が利用する施設となることから、防災集団移転促進事業により雄勝地区に新たに整備される住
宅団地の配置を踏まえて場所を決定したところであり、防集事業と併せて、雄勝保育所及び雄
勝診療所を整備することにより、雄勝地区住民の生活利便性を高めるものである。
　
【各種計画上の位置付け】
第3章　施策大綱2　1 迅速な生活・健康支援と福祉・医療の確保
　　　　　　　　　  (4)地域医療の復旧・復興

【当面の事業概要】
　平成26年度（参考）
　　・道路施設及び排水路整備　12,845千円
　　　※平成26年度提出済み額から2,940千円控除する
　　　　（実際の落札率を乗じ、施設間事業費の按分率を変更したため減額）

　平成27年度
　　・道路施設及び排水路整備　12,846千円
　　　※平成27年度分の道路等整備に係る経費を提出するもの。
　
　　※前払い金として、平成26年度に50％支出することから、年度割を50：50としている。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（25）市街地復興関連小規模施設整備事業

細要素事業名 雄勝保育所・診療所に係る接続道路等整備事業（平成27年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 18

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １３，４０８千円

【事業概要】
　雄勝地区に新たに整備する保育所及び診療所は、雄勝すべての地区の住民が利用する公共施
設であり、防災集団移転促進事業と併せて保育所及び診療所の整備を行い、雄勝地区住民の住
居及び生活利便施設を確保することとしている。
　本業務は、雄勝保育所及び診療所の整備に伴う造成工事等に係る施工監理を行うものであ
る。（周辺では多くの復興事業を実施しており、施工監理を効率的に行うことにより、事業の
スピードアップを図るもの。）

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災に伴う津波により、雄勝保育所及び雄勝病院は甚大な被害を受け全壊し、周辺
は災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　雄勝保育所及び雄勝診療所は、雄勝すべての地区の防災集団移転促進事業で居住される方々
が利用する施設となることから、防災集団移転促進事業により雄勝地区に新たに整備される住
宅団地の配置を踏まえて場所を決定したところであり、防集事業と併せて、雄勝保育所及び雄
勝診療所を整備することにより、雄勝地区住民の生活利便性を高めるものである。
　
【各種計画上の位置付け】
第3章　施策大綱2　1 迅速な生活・健康支援と福祉・医療の確保
　　　　　　　　　  (4)地域医療の復旧・復興

【当面の事業概要】
　平成26年度（参考）
　　・造成工事等に係る工事施工監理業務　5,363千円
　
　平成27年度
　　・造成工事等に係る工事施工監理業務　8,045千円
　　　※平成27年度に係る経費を提出するもの。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（２）工事統括マネジメント

細要素事業名 雄勝保育所・診療所造成事業等に係る工事施工監理業務（平成27年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 19

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２９，６６２千円

【事業概要】
　雄勝地区に新たに整備する小中学校は、雄勝すべての地区の児童生徒が通学する学校施設で
あり、防災集団移転促進事業と併せて公共施設の整備を行い、雄勝地区住民の住居及び生活利
便施設を確保することとしている。
　本事業は、雄勝地区統合小中学校の整備に伴い、道路側溝の改修、乗り入れ加工及び交通安
全施設の設置を行い、雄勝地区小中学生の就学環境を確保するもの。
※雄勝地区統合小中学校は、災害復旧事業で整備するものであるが、学校敷地外である道路側
溝の改修、乗り入れ加工及び交通安全施設の設置は災害復旧に該当しない。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災に伴う津波により、雄勝小学校、雄勝中学校は、甚大な被害を受け全壊し、周
辺は災害危険区域となっている。

【基幹事業との関連性】
　雄勝地区統合小中学校は、雄勝すべての地区の防災集団移転促進事業で居住される児童生徒
が通学する学校施設となることから、防災集団移転促進事業により雄勝地区に新たに整備され
る住宅団地の配置を踏まえて場所を決定したところであり、防集事業と併せて、雄勝地区統合
小中学校を整備することにより、雄勝地区住民の生活利便性を高めるものである。
　
【各種計画上の位置付け】
第3章　施策大綱4　1 未来の人を育てる　(1)学校教育・社会教育施設等の復旧・復興

【当面の事業概要】
　平成26年度　4,364千円　（参考）
　　・実施設計費　　　　　　　4,100千円
　　・県道道路側溝改修工事費　　233千円
　　・工事監理費　　　　　　　　 31千円
　
　平成27年度　16,051千円
　　・道路側溝改修等工事費　　14,136千円
    ・交通安全施設設置工事費　　　 0千円
　　・工事監理費（道路側溝改修等）　1,915千円
    ・工事監理費（交通安全施設の設置）　0千円
　　※ ガードレール撤去及び新設等の追加による事業費の増

　平成28年度　9,247千円　（参考）
　　・道路側溝改修等工事費　　1,726千円
    ・交通安全施設設置工事費　5,887千円
　　・工事監理費（道路側溝改修等）　234千円
    ・工事監理費（交通安全施設の設置）　1,400千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（16）学校就学環境整備事業

細要素事業名 雄勝地区統合小中学校整備に伴う道路側溝等整備事業（平成27年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 30 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １６７，０７８千円

【事業概要】
　東日本大震災により甚大な被害を受けたため廃止し、移転統合となった「相川小学校」の
周辺エリア（小滝・大指・小指・相川・小泊・大室・小室地区）において、地区住民が集え
るコミュニティ施設（北上地区）を整備することにより、当該地区の復興支援を図るととも
に地区住民の交流を促進する。
　本事業では、相川地区コミュニティ施設整備に係る用地造成及び施設に係る基本設計、地
質調査を実施するもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により甚大な被害を受けた相川小学校は、にっこり地区に新たに移転復旧す
る北上小学校に統合することとしており、震災前に住民が一同に会した「相川小学校」の交
流機能が失われている状況にある。

【基幹事業との関連性】
　相川小学校周辺エリアでは、甚大な被災により５地区（大指、小指、相川、小泊・大室、
小室；１１２世帯・６５１人）において防災集団移転事業が進められており、主に、当該地
区住民のコミュニティ活動に必要な施設を整備するもの。

【各種計画上の位置付け】
■【石巻市震災復興基本計画】
　施策大綱１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　２　地域の力でみんなで守る
　　　　 (1)　地域コミュニティの再生支援

【当面の事業概要】
　平成27年度
　　用地造成費　11,778千円
　　　（用地費2,924千円、造成費8,854千円）
　　基本設計等業務　6,300千円
　　　（基本設計費2,300千円、地質調査業務4,000千円）

　平成28年度
　　実施設計業務　7,700千円

　平成28年度以降
　　建物建築工事費　136,000千円
　　工事監理業務　5,300千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（19）被災者へのコミュニティ活動支援事業

細要素事業名 （仮称）相川地区コミュニティ施設整備事業（平成27年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 44 - 3

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ８，９００千円

【事業概要】
　鮎川地区の移転促進区域を含む低平地については、防災集団移転促進事業で整備する高台
と一体的に、拠点エリアとして整備を進めている。
　その中で、当該地区の観光産業の復興に資する施設として「牡鹿ホエールランド、商業テ
ナント施設、捕鯨船前広場、それに付随する駐車場」の整備を予定しているが、当該整備予
定地における用地購入を行うもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　鮎川地区の低平地に所在していた牡鹿ホエールランドや商業施設は、東日本大震災に伴う
津波で流出するなど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となってい
る。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、鮎川地区の観光施設の復興を通じて、牡鹿地域の域外交流を再生させ、地域産業の
観点から、防集移転者を含む被災者の生活を再生させるもの。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　３　自然への畏敬の念を持ち、自然とともに生きる
　　　　節４　地域資源を活かす
　　　細節１　観光業・施設の再生復興
　　　事業名　観光施設の復旧・復興

【当面の事業概要・事業費】
＜平成27年度＞
　用地費　　8,900千円

参考；事業規模も含めて検討中
＜平成27年度以降＞
　基本・実施設計費（商業テナント施設）　　　金額未定

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 鮎川地区観光施設整備事業（平成27年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 44 - 4

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ８５，８８０千円

【事業概要】
　被災した防災集団移転促進区域等を活用し、主に、鮎川地区防集団地に住む住民のための
地域コミュニティを再生させるために必要なイベント広場や多目的広場の整備を検討してい
る。
　なお、本地区は観光拠点としての整備を検討しており、この地に訪れた観光客も利用で
き、観光交流の効果も併せ持つ広場等の整備を想定している。
　本事業では、多目的広場の整備用地に係る用地取得を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　鮎川地区の低平地に所在していた住居は、東日本大震災に伴う津波で流出するなど、甚大
な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。
　
【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の効率的な跡地活用のために実施す
るものである。
　また、主に、防災集団移転促進事業により高台に移転する被災者の地域コミュニティを再
生させるために整備するものである。（地元管理を予定しており、地域自治を通じて、地域
コミュニティを再生する）

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成27年度＞
　用地費　　21,480千円

参考；事業規模も含めて検討中（事業費は目安）
＜平成27年度以降＞
　広場整備費　　64,400千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（19）被災者へのコミュニティ活動支援事業

細要素事業名 鮎川地区低平地における広場整備事業（平成27年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 46 - 4

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ８，１５０千円

【事業概要】
　雄勝中心部地区の移転促進区域を含む低平地については、防災集団移転促進事業で整備す
る高台と一体的に、拠点エリアとして整備を進めている。
　その中で、当該地区の観光産業の復興に資する施設として「雄勝硯伝統産業会館、市場型
商業店舗、それに付随する駐車場」の整備を予定しているが、当該整備予定地における用地
購入を行うもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　雄勝中心部地区の低平地に所在していた雄勝硯伝統産業会館や商業施設は、東日本大震災
に伴う津波で流出するなど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっ
ている。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、雄勝中心部地区の観光施設の復興を通じて、雄勝地域の域外交流を再生させ、地域
産業の観点から、防集移転者を含む被災者の生活を再生させるもの。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　３　自然への畏敬の念を持ち、自然とともに生きる
　　　　節４　地域資源を活かす
　　　細節１　観光業・施設の再生復興
　　　事業名　観光施設の復旧・復興

【当面の事業概要・事業費】
＜平成27年度＞
　用地費　　8,150千円

参考；事業規模も含めて検討中
＜平成27年度以降＞
　基本・実施設計費（市場型商業店舗）　　　金額未定

※全体事業費については観光交流・物産センター整備事業の上限額に収まるよう検討する。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（42）観光交流・物産センター整備事業

細要素事業名 雄勝地区観光施設整備事業（平成27年度分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 46 - 5

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ４２，５３０千円

【事業概要】
　被災した防災集団移転促進区域等を活用し、主に、雄勝中心部地区防集団地に住む住民の
ための地域コミュニティを再生させるために必要な広場や親水公園・艇庫の整備を検討して
いる。
　なお、本地区は、硯や海産物等を活用した観光拠点としての整備を検討しており、この地
に訪れた観光客も利用でき、観光交流の効果も併せ持つ広場等の整備を想定している。
　本事業では、広場及び艇庫の整備用地に係る用地取得を行う。

【東日本大震災の被害との関係】
　雄勝中心部地区の低平地に所在していた住居は、東日本大震災に伴う津波で流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。
　また、艇庫についても甚大な被害を受けた。
　
【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の効率的な跡地活用のために実施す
るものである。
　また、主に、防災集団移転促進事業により高台に移転する被災者の地域コミュニティを再
生させるために整備するものである。（地元管理を予定しており、地域自治を通じて、地域
コミュニティを再生する）

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成27年度＞
　用地費　　20,030千円

参考；事業規模も含めて検討中
＜平成27年度以降＞
　広場整備費　　22,500千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（19）被災者へのコミュニティ活動支援事業

細要素事業名 雄勝中心部地区低平地における広場整備事業（平成27年度分）



参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

★ Ｄ 16 - 1 - 3

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １４０，３４８千円

【事業概要】
  市街地再開発事業等により新たに発生する交通需要及び現状の石巻駅前第一自転車駐車場の
機能確保を行う必要があることから、石巻駅前第二自転車駐車場に自転車需要に対応した自転
車駐車場を整備するもの。
　なお、本整備により、震災時の移動手段の確保にも役立つものとなる。
　（２階建て、鉄骨造、自転車600台、バイク60台）

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により石巻駅周辺は浸水し、また、全国的な物資不足の中で、燃料の確保に困
難を来たし、自動車が機能しなかった状況の中で、自転車が有効的に機能したことから、自転
車駐車場の新たな整備を行うことにより、震災時の移動手段の確保につなげる。

【基幹事業との関連性】
　石巻駅周辺地区においては、多数の市街地再開発事業が予定されており、それに伴い、人口
の増加が見込まれる。そのため、新たに発生する自転車需要に対応した自転車駐車場の整備を
行うもの。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　３自然への畏敬の念を持ち、自然とともに生きる
　　　　　節　２川とともに生きる
　　　　細節　１中心市街地商店街の復旧・復興
　　　事業名　市街地再開発事業

【当面の事業概要】
　平成27年度　設計費　　　8,824千円
　　　　　　　工事費　　131,524千円
　　※詳細は別紙のとおり

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 石巻駅前自転車駐車場整備事業（平成27年度分）



参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

★ Ｄ 23 - 34 - 4

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １，４７７千円

【事業概要】
　防災集団移転団地の整備に伴い、県道部分のガードレール、縁石、警戒標識等を整備する
必要が生じたことから、これら道路付帯施設の整備を行う。
※県警との協議のもと、防集団地居住者の安全性のためにこれらの施設の整備を要すること
から、防集事業の効果促進事業として、事業を実施するもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地付近の県道の付帯施設（ガードレール、縁石、警戒標識）を整備し、防集移転
者の安全を確保するもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３　減災まちづくりの推進
　　　　　細節　１　都市基盤の復旧・復興
　　　　事業名　　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
　平成27年度　道路付帯施設整備費　1,477千円
　　※詳細は別紙のとおり

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（25）市街地復興関連小規模施設整備事業

細要素事業名 大浜地区道路付帯施設整備事業（平成27年度分）



参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

★ Ｄ 23 - 39 - 5

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ４４，１１８千円

【事業概要】
　月浦地区防災集団移転団地へ飲用水の供給に必要な水道施設の整備を行う。
  月浦団地は高台に位置しており既設配水管からの直接供給は困難なことから増圧ポンプ施
設の整備を併せて行う。

【当面の事業概要】
　水道施設整備事業（平成２６・２７年度）
　　平成２６年度からの宅地供給開始を予定している月浦地区の宅地造成工事完了時期に
　合わせ、水道施設の整備を完了させる。

【東日本大震災の被害との関係】
　今後の津波の発生が、住民生活に大きな影響を与える危険性があり、住民の居住に適当で
ないと認められる地区に居住していた被災者の速やかな生活基盤の形成のため、津波浸水被
害を受けない安全で安心な土地へ災害に強い住宅団地を整備し、地域コミュニティを確保す
るため、防災集団移転促進事業を実施し地区内住民の集団移転を行う。

【基幹事業との関連性】
　高台移転地までの水道施設を整備し、移転地への水道供給を行う。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　　　節　３　減災まちづくりの推進
　　　　　　細節　１　都市基盤の復旧・復興
　　　　　　事業名　　　沿岸部集落の整備

【事業費内訳】
　平成26年度　月浦地区水道施設整備工事　排水管布設工事　工事費　38,654千円
　平成27年度　同工事費　5,464千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 月浦地区水道施設整備事業（平成27年度分）



参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

★ Ｄ 4 - 2 - 4

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。
※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １７，０９０千円

【事業概要】
　平成27年4月の災害復興住宅供給計画改定に伴い、釜大街道地区の計画戸数を500戸から
760戸へ変更したことから、復興公営住宅の早期建築着工に資する釜大街道地区の建設候補
地の事前調査（不動産鑑定・用地測量・地質調査）を行うもの。

【基幹事業との関連性】
　当該事業により、復興公営住宅の早期整備に繋がり、被災者の早期の生活再建に寄与す
るものである。具体的には、大街道北三丁目地区復興公営住宅について、平成27年11月か
ら設計に着手するために、8月より地質調査を実施するもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により、全壊22,357棟、半壊11,021棟（平成24年6月末時点）の建物被害が
あり、4,500戸の災害公営住宅整備が必要とされている。

【各種計画上の位置付け】
■石巻市震災復興基本計画の以下の章に位置付けられている。
第3章　施策大綱２　２住まいの再建　（１）恒久住宅の復旧・復興
第5章　重点プロジェクト　２住宅再建復興プロジェクト

【当面の事業概要】
■平成27年度 　調査費　7,090千円　→　17,090千円
　　① 不動産鑑定　1,500千円
　　② 用地測量　　5,590千円
　　③ 地質調査　 10,000千円（1地区分）
　　　 機械ボーリング　　　　　　　　4,300千円
　　　 サンプリング　　　　　　　　　　300千円
　　　 サウンディング及び原位置試験　2,000千円
　　　 土質試験（物理試験）　　　　　　700千円
　　　 土質試験（力学試験）　　　　　　800千円
　　　 仮設工　　　　　　　　　　　　　500千円
　　　 解析等調査費　　　　　　　　　1,400千円
　　　※現在、3地区分の用地交渉を進めているが、用地の見込みが立った
　　　　大街道東三丁目地区分について、地質調査費を提出するもの。
　　　※①・②については、平成25年度（復興特会）分で実施。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（６）公共・公益施設調査整備事業

細要素事業名 釜大街道地区復興公営住宅整備事前調査事業（平成27年度分）



参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

★ Ｄ 4 - 27 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １３，５００千円

【事業概要】
　下釜第一地区復興公営住宅に隣接する水路について、復興公営住宅と併せて整備を行
う。現在、当該地区は農地となっており、水路は土側溝が整備されているのみであるが、
復興公営住宅の建設にあたり、敷地内雨水等を排水することから、適正な排水勾配を確保
するために、側溝の整備を行う。（施工内容：側溝整備L=175m）
　なお、西側整備区間については上流側は整備済み、下流側は土地区画整理事業で本年度
中に整備を行う予定。北側整備区間の上流及び下流については、整備済みである。
　また、当該復興公営住宅については、共同住宅3棟103戸を予定しており、平成28年内の
完成を見込でいる。当該事業に係る設計については、一部復興公営住宅の設計成果を用い
て行う。

【基幹事業との関連性】
　当該事業により、主に、復興公営住宅居住者の住環境向上に繋がり、復興に寄与するも
のである。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により、全壊22,357棟、半壊11,021棟（平成24年6月末時点）の建物被害が
あり、4,500戸の災害公営住宅整備が必要とされている。

【各種計画上の位置付け】
■石巻市震災復興基本計画の以下の章に位置付けられている。
　第3章　施策大綱２　２住まいの再建　（１）恒久住宅の復旧・復興
　第5章　重点プロジェクト　２住宅再建復興プロジェクト

【当面の事業概要】
　平成27年度
　　設計費　　3,500千円

　平成28年度（参考）
　　工事費 　10,000千円
　　（内訳）
　　　土工　　1,000千円
　　　側溝工  9,000千円
　

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（25）市街地復興関連小規模施設整備事業

細要素事業名 下釜第一地区復興公営住宅周辺水路整備事業（平成27年度分）



参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

★ Ｄ 23 - 14 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １１，１３２千円

【事業概要】
　泊浜地区の移転促進区域を含む低平地については、防災集団移転促進事業の残土を活用
し、排水対策のための盛土造成を行い、それに併せて、「広場、民間活用地（水産業）」の
整備を行うにあたり、当該整備事業地内の建物基礎や道路の舗装、地下埋設物等の除去が課
題となっていることから、低平地整備事業の早期着手に資する支障物の除去とともに整地を
行うもの。（盛土に伴う仮設費も経費に含む）

【東日本大震災の被害との関係】
　泊浜地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、一部地域が災害危険区域となっている。
　また、1ｍ以上の広域地盤沈下により、雨水の自然排水が困難な状況にある。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、牡鹿地域の防集残土を
処理する上でも、当該事業は必要である。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成27年度＞
　支障物の除去　　7,172千円
　整地工　　　　　2,508千円
　仮設工　　　　　1,452千円
　　計　　　　　 11,132千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 泊浜地区低平地整備事業に係る支障物除去等事業（平成27年度分）



参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

★ Ｄ 23 - 17 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １０，１２０千円

【事業概要】
　前網浜地区の移転促進区域を含む低平地については、防災集団移転促進事業の残土を活用
し、排水対策のための盛土造成を行い、それに併せて、「民間活用地（水産業）」の整備を
行うにあたり、当該整備事業地内の建物基礎や道路の舗装、地下埋設物等の除去が課題と
なっていることから、低平地整備事業の早期着手に資する支障物の除去とともに整地を行う
もの。（盛土に伴う仮設費も経費に含む）

【東日本大震災の被害との関係】
　前網浜地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど、甚大な被害を受け、そのほとんどの地域が災害危険区域となっている。
　また、1ｍ程度の広域地盤沈下により、雨水の自然排水が困難な状況にある。

【基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業の移転促進区域が含まれる区域の跡地活用のために実施するもので
ある。
　また、防災集団移転促進事業は、残土の処理が課題となっており、牡鹿地域の防集残土を
処理する上でも、当該事業は必要である。

【各種計画上の位置付け】
　石巻市震災復興基本計画
　　施策大綱　１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　　節３　減災まちづくりの推進
　　　細節１　都市基盤の復旧・復興
　　　事業名　沿岸部の集落の整備

【当面の事業概要・事業費】
＜平成27年度＞
　支障物の除去　　 6,520千円
　整地工　　　　　 2,280千円
　仮設工　　　　　 1,320千円
　　計　　　　　　10,120千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 前網浜地区低平地整備事業に係る支障物除去等事業（平成27年度分）



参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

★ Ｄ 4 - 2 - 6

1 付着菌検査 千円

2 躯体含水率測定 千円

3 木材含水率測定 千円

4 対策検討 千円

千円 ※調査対象家屋は1棟3戸（蛇田地区）

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　【費用の内訳】

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 災害公営住宅居住環境調査検討事業（平成27年度分）

全体事業費 １，０００千円

【事業概要】
　石巻市における復興公営住宅の整備については、現在市全体で4,500戸を計画戸数として
整備を進めており、平成27年9月末現在で1,503戸が入居開始となっている。
　入居開始となった住宅の一部において、畳裏面等にカビの発生が確認され、当初完成か
ら入居者への鍵の引渡しまでの期間における換気不足が原因と想定していたものの、入居
後においても再度発生が確認されたことから、復興公営住宅入居者の快適な住環境確保の
ため、こうしたカビの原因の特定及び対策について検討調査業務を実施する。

【東日本大震災の被害との関係】
　東日本大震災により、全壊19,974棟、半壊13,098棟（平成26年2月末時点）の建物被害が
あり、4,500戸の計画で災害公営住宅の整備を進めている。

【基幹事業との関連性】
　復興公営住宅入居後の快適な住環境を確保するため、調査検討業務を実施するもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市震災復興基本計画】
　　　施策大綱　２市民の不安を解消し、これまでの暮らしを取り戻す
　　　　　　節　２住まいの再建
　　　　　細節　１恒久住宅の復旧・復興

【当面の事業概要】
　　平成２７年１０～平成２８年３月　原因調査・分析
　　　　　　　　　　　　　　　　　　対策検討
              　　　　　　　　　　　※検討完了後対策実施

　　【今後の予定】

　発生原因については、立地条件、気象条件、構造条件、入居者の使用条件が考えられる
が、調査結果から適切な対策を実施する。

400

200

200

200

合計 1,000



参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 17

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２，６１８千円

【事業概要】
　津波災害に対する避難訓練への参加状況や課題、自主防災会など地域の取組状況等を把握
し、改善方策等の調査研究を行い、住民が災害時に避難活動を迅速に行うことができるよ
う、防災意識の向上につなげるとともに、来年度以降策定を予定している地域版津波避難計
画に反映させるもの。

【東日本大震災の被害との関係】
　甚大な被害が発生した東日本大震災を踏まえ、減災の考え方を基本方針に、ハード面以外
に避難周知などを重視した多重防御（二線堤の整備＋避難）の対策を進めるもの。

【基幹事業との関連性】
　釜大街道地区を始めとする既成市街地の区画整理事業予定地区は狭隘道路及び袋小路状道
路などが支障となり、被害が甚大になった地域であることから、面的整備等により狭隘道路
等を解消するとともに、津波避難計画を策定するための基礎となる津波避難の在り方・住民
意識の向上等に関する調査検討を行い、都市防災の一層の推進を図るもの。

【各種計画上の位置付け】
　■【石巻市地域防災計画】
　　　津波対策編
　　　　　　章　２津波災害予防対策
　　　　　　節　１０津波防災訓練の実施

【当面の事業概要】
　平成27年度
　・総合防災訓練に関する調査　　2,618千円
　　津波避難訓練時や地域の取組状況について、アンケート調査等を実施する
　　※ 避難訓練自体ではなく、津波避難訓練時のアンケート調査等を委託
　　　（避難訓練は職員直営で実施）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（33）地域防災・減災（ＢＣＰ）計画策定調査事業

細要素事業名 津波防災訓練研究事業（平成27年度分）


